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प೾技術Ͱ࣌୅のχʔζʹԠ͑Δߴ

代表取క役社長
ా中　ஐ໌
Tomoaki TANA,A

�ɽౡాཧԽۀ޻ʹ͍ͭͯ

　島田理化工業は創業以来培ってきた高周波技術（マイクロ波・ミリ波技術，高周波ύワーエレクトロニクス）

を軸として通信電子分野と産業機器分野でコンポーネントからシステムまでさまざまな製品とサービスのఏ

をしてまいりました。これらの事業分野と関連する技術は日々進歩しており，お٬様のニーズも社会の変ڙ

化とڞに多様化・高度化しています。私たち，島田理化工業は社会の変化と技術のை流をढ़හに感じ取り，

時代のニーズに応えていくॴଘです。

�ɽมԽ͢Δ社ձɼଟ༷Խɾߴ౓Խ͢Δ͓٬༷͔Βのχʔζ

　近年，世界では新型コロナ΢ィルス感છ঱の大流ߦ，気候変動によるܹ֐ࡂਙ化，国ࡍ৘੎の変化なͲ数

多くの՝୊が発生しています。また，これらのة機感から世界的なニーズとしてサステナビリティが重要ࢹ

されるようになり，中でも脱炭素社会のૣ期実現は気候変動対策として社会全体で取り組Ήべき最重要՝୊

となっております。

DX，ٴにコロナՒを転機に社会全体がニューϊーマル（テレワークのීߋ　 の加速）に変化しており，中

でもٸ速に展開されつつあるのが小型衛星コンステレーションサービスであります。航空機，船舶，཭島，

地といった地上通信ネットワークが利用できない場ॴにおけるデジタルデバイド解ফのための衛星通信֐ࡂ

サービスや，リアルタイム地球؍ଌによるࢹ؂֐ࡂ，安全อো上のニーズも高まっております。

�ɽߴप೾技術Ͱ࣌୅のχʔζʹԠ͑Δ

　今回の技報では，このような社会の変化と時代のニーズに応えるべく，島田理化工業がいちૣく技術開発

をߦってきた内容を紹介いたします。

　脱炭素社会のૣ期実現ニーズに対しては，省エネ IH インバータに当社独自の PWM 制御方式を開発，従

来比最大໿ 30ˋの業界トップクラスの省エネ化を実現・製品化し，22 年度の「優秀省エネ脱炭素機器・シ

ステム表彰　資源エネルギーி長官賞」を受賞いたしました。ߋに，脱炭素ध要に൐いීٴが予ଌされる電

気自動車（EV）のӡ用に不可ܽなワイヤレス給電用インバータの開発。また，電子・通信機器分野においても，

従来は導波管コンポーネントの耐電力確อに使用されていた温ࣨ効果ガス（SF6）の代ସガス使用に向け，

導波管コンポーネントの耐電力向上開発を実施いたしました。

　小型衛星コンステレーションサービスのध要増加に向けては，衛星通信地球局用の広帯域低雑音 LNB ٴ

ͼミリ波帯広帯域アイιレータ，高ີ度実装ミリ波帯 BGA MIC サーキュレータ，小型衛星 SAR 用給電導

波管なͲ，サービスの実現に貢献するさまざまな技術開発を実施いたしました。

　島田理化工業は，ࠁ々と変化する時代のニーズに対し，高周波技術を軸にタイムリーに応えてΏくとڞに，

品質の高いັ力ある製品の実現に向けて社員全員で取り組んでまいります。

今後ともҾき続き変わら͵ごѪސをࣀりますようよろしくおئいਃし上げます。

�



１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

表1 WPT3�;3の各ม数のൣғ

表2 実機コイルのଌఆ݁Ռ

a)　GaQ 170 NN

C)　GaQ 250 NN

D)　ෛՙ఍10.0߅ Њ

図4  ୯ಠコイル11kWग़力࣌のޮ཰

表3 VAコイルなしのଌఆ஋

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。

参考文献

[1]　石田ほか，“EV バス向けワイヤレスٸ速充電　
　　システムの開発”，ฏ成 28 年度電気学会産業応
　　用部໳大会，Vol.4，No.9，pp.101-104 (2016)
[2]　日下ほか，“デルタ݁線ࡾ૬ 12 コイル非接触　
　　給電システムの実機ݕ証”，ฏ成 29 年電気学　
　　会産業応用部໳大会，Vol.1，No.96，pp.439-442 　
　　(2017)
[3]　SAE INTERNATI0NAL “Wireless Power 　
　　TransGer Gor Light-Duty Plug-in/Electric Vehi
　　cles and Alignment Methodology 
　　+2954@202010” (2020)
[4]　Dongwook ,im, etc., “Analysis and Introduction
　　oG Selective Permeability with Additional 　　
　　Air-Gaps on Wireless Power TransGer Coils Gor 
　　Electric Vehicle Based on SAE +2954 
　　Recommended Practice” energies Vol.12, 　　
　　No.24, pp.1-11 (2019)
[5]　SAE INTERNATI0NAL “Wireless Power 　
　　TransGer Gor Heavy-Duty Electric Vehicles 　
　　+2954/2@202212” (2022)

[6]　ਅอほか，“SAE +2954 WPT3/3 コイルの性能
　　評価”，令和 4 年度電気学会産業応用部໳大会，
　　1-111 (2022)
[7]　ᖛ本ほか，“SAE +2954 WPT3/;3 コイルのෳ数
　　୆合成駆動のݕ౼”，令和 5 年度電気学会全国
　　大会，(2023)

ߘد˙

༟ྑ　ࢠۚ
:asuyoshi ,ANE,0

１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

&7༻ඇ઀৮ిڅのେ༰ྔԽ
ʙ4"& +���� ίΠϧのੑೳධՁと
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図1 SAE +2954 WPT3�;3の回路図

図2 %S-LCC回路

図3 SAE +2954 WPT3�;3コイルの外؍

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。
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１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

表1 WPT3�;3の各ม数のൣғ

表2 実機コイルのଌఆ݁Ռ

a)　GaQ 170 NN

C)　GaQ 250 NN

D)　ෛՙ఍10.0߅ Њ

図4  ୯ಠコイル11kWग़力࣌のޮ཰

表3 VAコイルなしのଌఆ஋

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。
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　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき
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図1 SAE +2954 WPT3�;3の回路図

図2 %S-LCC回路

図3 SAE +2954 WPT3�;3コイルの外؍

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。
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いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
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᷂のօ様にも感ँいたします。

参考文献

[1]　石田ほか，“EV バス向けワイヤレスٸ速充電　
　　システムの開発”，ฏ成 28 年度電気学会産業応
　　用部໳大会，Vol.4，No.9，pp.101-104 (2016)
[2]　日下ほか，“デルタ݁線ࡾ૬ 12 コイル非接触　
　　給電システムの実機ݕ証”，ฏ成 29 年電気学　
　　会産業応用部໳大会，Vol.1，No.96，pp.439-442 　
　　(2017)
[3]　SAE INTERNATI0NAL “Wireless Power 　
　　TransGer Gor Light-Duty Plug-in/Electric Vehi
　　cles and Alignment Methodology 
　　+2954@202010” (2020)
[4]　Dongwook ,im, etc., “Analysis and Introduction
　　oG Selective Permeability with Additional 　　
　　Air-Gaps on Wireless Power TransGer Coils Gor 
　　Electric Vehicle Based on SAE +2954 
　　Recommended Practice” energies Vol.12, 　　
　　No.24, pp.1-11 (2019)
[5]　SAE INTERNATI0NAL “Wireless Power 　
　　TransGer Gor Heavy-Duty Electric Vehicles 　
　　+2954/2@202212” (2022)

[6]　ਅอほか，“SAE +2954 WPT3/3 コイルの性能
　　評価”，令和 4 年度電気学会産業応用部໳大会，
　　1-111 (2022)
[7]　ᖛ本ほか，“SAE +2954 WPT3/;3 コイルのෳ数
　　୆合成駆動のݕ౼”，令和 5 年度電気学会全国
　　大会，(2023)

�

&7༻ඇ઀৮ిڅͷେ༰ྔԽʙ4"&�+�����ίΠϧͷੑೳධՁͱෳ਺୆߹੒ۦಈͷݕ౼ʙ



１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

a)AC-ACޮ཰

C)AC-%Cޮ཰

図8 ௚ྻ઀ଓ給電࣌のޮ཰

図9 ฒྻ઀ଓ給電࣌のޮ཰

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。
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a)AC-ACޮ཰

C)AC-%Cޮ཰

１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

図5 ෳ数୆駆ಈ࣌のコイル外؍

図6 ෳ数୆駆ಈ࣌のコイルύラϝータ

表4 ෳ数୆駆ಈ࣌の૬ޓインμクタンス

図7  ෳ数୆駆ಈ࣌の回路図

表5　jXGA/2，jXVA/2とग़力のؔ܎(R=7.13Ω)

表6 jXGA/2，jXVA/2とग़力のؔ܎(R/4=1.78Ω)

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。
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１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

a)AC-ACޮ཰

C)AC-%Cޮ཰

図8 ௚ྻ઀ଓ給電࣌のޮ཰

図9 ฒྻ઀ଓ給電࣌のޮ཰

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。
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１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

図5 ෳ数୆駆ಈ࣌のコイル外؍

図6 ෳ数୆駆ಈ࣌のコイルύラϝータ

表4 ෳ数୆駆ಈ࣌の૬ޓインμクタンス

図7  ෳ数୆駆ಈ࣌の回路図

表5　jXGA/2，jXVA/2とग़力のؔ܎(R=7.13Ω)

表6 jXGA/2，jXVA/2とग़力のؔ܎(R/4=1.78Ω)

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

˙

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

ߘد˙

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

4:/4P&$T*7&Ϗδωε֓ཁと
஍؍ٿଌΛ͏ߦখ3"4ܕӴ੕
ʮ4T3*9ʯ	ετϦΫε
の࣮༻Խ

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
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１．·͕͖͑

　近年，C02 排出の低ݮのため電気自動車 (Electric 
Vehicle，以下“EV”) のීٴが進んでいる。バッテ
リーで駆動する EV への充電方法として，安全・อ
守・利便性の؍఺から非接触給電 (Wireless Power 
TransGer，以下“WPT”) 技術が注目されている [1-2]。
EV 向けの非接触給電システムは，米国の自動車技
術者ڠ会 (Society oG Automotive Engineers，以下

“SAE”) によって SAE +2954[3] として֨نが発ߦさ
れ広く研究 [4] や製品化が進められている。SAE 
+2954 において，コイルύラメータや参考コイル形
状，回路方式なͲが示されているが，コイル最大電
力は入力電力 11.1 kVA であった。2022 年 12 月によ
り 大 電 力 な 非 接 触 給 電 の ن ֨ 化 と し て SAE 
+2954/2[5] が発ߦされ，出力電力 20 kW から 500 kW
までの大電力の非接触給電システムが定義され，大
電力非接触給電を実現するࡍに考ྀすべき఺を周
知されている。大電力給電では回路内の電流や電ѹ
が大きくなるが，先ߦ研究 [1] では 2 ౷に分け఻送ܥ
することで各素子に要求される定֨を؇和してい
る。SAE +2954/2 においても，大電力給電にࡍして
ෳ数コイルを用いた給電の可能性について言ٴし
ている。
　本ߘでは，設計指਑が示されている SAE +2954 の
最大電力のクラス WPT3，かつ最もギϟップ長が大
きいクラス ;3 をબ୒し，֨نॻに参考表هされた
円形コイル (SAE +2954 WPT3/;3 コイル ) を作製
してิঈ回路を含めた特性を解ੳするとڞに，これ
らを 2 セット組み合わせたෳ数୆合成駆動につい
てもݕ౼したのでこれを紹介する。

2．SAE +2954 WPT3�;3 ୯ಠコイルのੑೳධՁ

2.1 SAE +2954 WPT3�;3 の回路とコイル
　図 1 に SAE +2954 WPT3/;3 の回路図 [3] を示す。
これは図 2 に示す DS-LCC 回路として解ੳできる。

؆素化のために，コイルや配線におけるಔଛ，アル
ミ൘やフΣライトにおけるӔ電流ଛやヒステリシ
スଛといったమଛ，コンデンサにおける誘電ଛࣦは
無ࢹすると，DS-LCC 回路の入出力特性は (1) 式で表
せる。

　送受電コイルのコイル形状，コイル定数や，C1~C6

のコンデンサ容量は本֨نにه載されている。設計
者には可変インピーダンスとして jXGA/2，jXVA/2 が与
えられ，ෛՙやギϟップ長変動による入出力調੔は
送受電ଆ各々の回路素子 jXGAと jXVAで調੔している。
また，SAE +2954 WPT3/;3 参考の送受電コイル ( 円
形コイル ) を֨نの࢓様にԊって作製した。この外
を図؍ 3 に示す。SAE +2954 WPT3/;3 が定める
jXGA/2，jXVA/2，送受電コイル自ݾインダクタンス LGA，
LVA，݁ 合܎数 k を表 1 に，コイル間ギϟップを ;3 に
準じて 170mm から 250mm まで変化させときの
LGA，LVA，k のଌ定஋を表 2 に示す。

2.2 ୯ಠコイルでの 11 kW 給電 <6>
　SAE +2954 WPT3 では，ܥ౷からの入力が 11.1 
kVA とされているが，今回はよりݫしい৚݅での性
能を評価するため，出力電力を 11 kW に調੔し実験
をߦう。Կれのギϟップ長，ෛՙ఍߅஋でも出力が
11 kW を超える可変インピーダンス jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせを回路シミュレーションによりݕ౼
し，実験は jXGA/2 � 8.0 Њ，jXVA/2 � 0 Њでߦった。そ
のࡍ，出力のバッテリーを໛ٖした電ѹ源 (280 V，
332 V，450 V) は，఍߅ෛՙ (7.13 Њ，10.0 Њ，18.4 Њ)
に置き׵えた。各ギϟップ長，各ෛՙ఍߅஋に対す
る効率の実験஋とシミュレーション஋を図 4 に示
す。Ͳの৚݅でも給電効率は 85� を超えていること
を確ೝした。また，接続配線や੔流器なͲの素子の
ଛࣦ分だけ実験஋は低下しているが，ෛՙ఍߅஋お
よͼギϟップ長変動に対する܏向はシミュレー
ション݁果を一致している。

2.3 VA ଆなしでの給電
　VA ଆがଘ在しない状ଶで電ѹが入力された場合
についてݕ証した。GA コイルには前અの 11 kW 出
力時の電ѹ 1000 V をҹ可した。回路入力部 (Input)，
並ྻコンデンサ部 (CA)，GA コイル部 (LGA) それͧ
れの電流，電ѹ，力率を表 3 に示す。各部の力率は非
常に低くଛࣦも小さい。また，コイルの中心からਨ
௚方向 500 mm，水ฏ方向 1,000 mm のҐ置におい
て narda 製の磁界ଌ定器 ELT400 を用いて磁ଋີ
度をଌ定したところ 3.41 �T となり，ICNIRP 2010
のެऺ向けの制限஋ 27 �T を下回っている。

3．ෳ数୆߹੒駆ಈのݕ౼

3.1 コイルؒの૬ޓインμクタンス
　コイル 2 ୆を並べて配置した外形を図 5 に，回路
図を図 6 に示す。rGA1，rGA2，rVA1，rVA2 は各コイルのרき

線఍߅，LGA1，LGA2，LVA1，LVA2 は各コイルの自ݾインダ
クタンス，M1~M6 はコイル間での૬ޓインダクタン
スである。それͧれのコイルにかかる電ѹと電流の
関܎は (2) 式で表される。

これを用いて，コイル୯体の自ݾインダクタンス，
インダクタンスޓから各コイル間の૬߅き線఍ר
を求めることができる。コイル 2 ୆の中心間ڑ཭を
800 mm，コイル間ギϟップは ;3 のൣғで最も݁合
が大きくなる 170 mm 時の M1~M6 をଌ定した݁果
を表 4 に示す。ԣ，ࣼめ方向のコイル間の݁合 (M2，
M3 ，M4，M5) はਖ਼対するコイル間の݁合 (M1，M6) に比
べて無ࢹできる程度に小さい。

3.2 ߹੒回路の分ׂとՄมインϐーμンスのܾఆ <7>

　2 ୆での給電時の合成方法には図 7 に示す௚ྻ接
続と並ྻ接続が考えられる。出力電ѹ 280_450 V と
なるようにしたとき，出力電力が 11 kW となるෛՙ
఍߅ RL を RL=R とすると，R を並ྻに接続，R/4 を௚
ྻに接続するとෛՙ఍߅全体でそれͧれ 22 kW の
出力をಘる。ここでਖ਼対するコイル間以外の݁合は
無ࢹできるので，ෛՙ఍߅に対して対শとなる 2 つ
の回路を各々独立した୯体の回路として考える。୯
体の回路において RL=R，R/4 で出力電力が 11 kW
となる回路であれば，2 ୆接続することで 22 kW の
出力電力をಘることが可能となる。
　୯体の回路において RL=R，R/4 のとき，入力電ѹ
500 V 一定で 11 kW 以上の出力電力をಘる jXGA/2，
jXVA/2 の組み合わせをシミュレーションで求めた。
コイル間ギϟップ 170mm で，並ྻ (R=7.13Ω) ，௚ྻ
(R/4=1.78Ω) それͧれの出力を表 5，表 6 に示す。網
ֻけとなっている部分は，コイル間ギϟップ (170，
185，200，225，250 mm)，ෛՙ఍߅ RL(R�7.13，10.89，
14.65，18.40 Њ，R/4�1.78，2.72，3.66，4.60 Њ) が全ての
組み合わせで出力電力が 11 kW（2 ୆で 22 kW）を
超える jXGA/2，jXVA/2 の組み合わせを示している。並
ྻでは 11kW 以上の出力をಘられる jXGA/2，jXVA/2
の組み合わせのൣғは限定的であるが，௚ྻでは
jXGA/2�8.8_10.0 Њ のとき，jXVA/2 の஋が広いൣғで
11kW 以上の出力電力をಘている。コイル̎୆で 22 
kW 給電するࡍは，௚ྻ接続時には jXGA/2�8.8 Ω，
jXVA/2=-15 Ω，並ྻ接続時には jXGA/2=7.6 Ω，jXVA/2=-15 
Ω に調੔する。

3.3  2.2kW ߹੒駆ಈ給電実ݧ
　製作したෳ数コイルと回路で合成駆動給電が可
能かͲうか確ೝするため，2.2kW 出力の給電実験を
った。௚ྻ接続およͼ並ྻ接続での合成駆動時のߦ
給電効率を図 8 およͼ図 9 に示す。2 ୆での合成駆
動給電とݸผに給電したときの݁果を比ֱすると
効率，ଌ定஋の܏向はおおΉͶ一致し，独立した 2
つの回路で解ੳ可能であることを確ೝした。1 回路

当たりのෛՙ఍߅஋が小さくなる௚ྻ接続では，
AC-AC 間効率で 90 � 以上をҡ持しているが，੔流
器に流れࠐΉ電流が大きく੔流器でのଛࣦにより
AC-DC 間効率が 70 � ୆となる৚݅もある。1 回路
当たりのෛՙ఍߅が大きくなる並ྻ接続では効率
が高い஋でਪ移し，Ͳの৚݅でも給電効率は 85� 以
上となった。

4．Ή͢ͼ

　本ߘでは，SAE +2954 WPT3/;3 コイルを 2 ୆用
いた合成駆動による大電力給電をݕ౼した。ध要が
高まっている配送঎用車の EV 化や充電の時間短
ॖのために，大電力の非接触給電技術の確立は必要
不可ܽであり，今回ߦったෳ数コイル使用時の回路
特性解ੳの他に，࿙Ӯ電磁界の低ݮ対策や電源の小
型化・低コスト化なͲ解決すべき՝୊は多い。今後
は，合成駆動時に࿙Ӯ低ݮと充電効率をڞに高める
方法をݕ౼したい。なお，本ߘのデータは当研究ࣨ
のਅอ޺基ࢯとᖛ本૰一࿕ࢯが主体的に進めた実
験݁果をݩにしている。両ࢯにਂく感ँするとڞ
に，今回のࣥචの機会を与えて௖いた島田理化工業
᷂のօ様にも感ँいたします。
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

図4　ैલ機とのൺֱ図（参考文献�2）

図5　SUrJX CGը૾ ࠨ図ɿ展開લ，ӈ図ɿ展開ޙ

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

図1 ϏジωスϞデル 図2　ޫֶ衛星とSAR衛星のҧ͍イϝージ図

図3　ಶり・Ӎఱ・໷ؒ࣌のSAR衛星イϝージ

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

�
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

図4　ैલ機とのൺֱ図（参考文献�2）

図5　SUrJX CGը૾ ࠨ図ɿ展開લ，ӈ図ɿ展開ޙ

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

図1 ϏジωスϞデル 図2　ޫֶ衛星とSAR衛星のҧ͍イϝージ図

図3　ಶり・Ӎఱ・໷ؒ࣌のSAR衛星イϝージ

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

�
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

図6　SUrJX-Ћ૾ࡱにΑるSARը૾

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

図6　SUrJX-Ћ૾ࡱにΑるSARը૾

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

図7　஍൫มಈϞニタリンάιリューション
　　（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）イϝージ図

図8　ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）イϝージ図

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

図9　各種ιリューションサーϏス　イϝージ図
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/
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を解ফすることができます。

(E) ʮSUrJXʯ（ストリクス）໊લの༝དྷ
　フクロ΢の学名である「StriY uralensis」にちなん
で名付けました。
　フクロ΢はௌ֮およͼ֮ࢹが非常によく発ୡして
おり，׬全な҉ҋ ( くらやみ ) の中でも࠾食すること
ができます。໷間でもモϊが見えるというフクロ΢
の特௃は SAR の特௃でもあります。また広げたアン
テナがௗのཌྷに見えるといったところも名前をつけ
た༝来になります。そして，フクロ΢は知ܙのシン
ボルともݺばれます。ギリシϟ神話にొ場する知性
や学໰のঁ神のアテナは，人々がݡくなるよう力を
ਚくし，必要なときには知ུに෋んだ෢器や道具を
与えました。そのアテナの੟ௗとして，使者や化身
となったのがフクロ΢と言われており，そこからあ
やかり名付けました。

2.4　実੷
　これまで当社が打ち上げた衛星は，2020 年 12 月
に自社初の実証機「StriX-Ћ」，2022 年 3 月に実証ೋ
߸機の「StriX-Ќ」，そして，将来的な衛星の多数機
生産やӡ用を見ਾえ，ビジネス拡大を目指すための
実証঎用初߸機「StriX-1」を 2022 年 9 月に打上げそ
れͧれ軌道౤入に成ޭし，打上げ後の画૾取ಘも成
ޭしています。

3．ղੳιリューションに͍ͭͯ

3.1　衛星データղੳιリューションにඞཁな
　　 ΤンジニΞリンά技術
　当社がఏڙする解ੳιリューションには，SAR，
リモートセンシング �1，データサイエンス �2 の３つ
の技術ྖ域にまたがる高いレϕルのエンジニアリン
グが要求されます。また，様々な٬ސニーズに対応
するため，ࣸਅ，熱赤外，気象等，自社 SAR 衛星以
外の衛星やドローン等，広ൣな地理空間データを組

1. SZOTQeDUJWe（シンスペクティϒ）に͍ͭͯ

ཁ֓ۀࣄ　1.1
　Synspective は，小 型 SAR（Synthetic Aperture 
Radar）衛星の開発・ӡ用と衛星データのൢച，デー
タ解ੳによるιリューションのఏڙ等をߦなう衛星
ビジネスのスタートアップです。

自社製造による SAR 衛星コンステレーションをอ
有するιリューションプロバイダーであり，日本の
みならず，世界が๊える様々な՝୊に，衛星データ
に基ͮいたιリューションをఏڙしています。
　2018 年 2 月に創業し，185 名 25 カ国のメンバーが
集݁し（2023 年 6 月現在），事業を進めています。

1.2　૑ۀ
　「持続可能な開発」のビジネスによる実現を目指
し，再生可能エネルギー，水・衛生分野での社会イ
ンフラ開発に携わっていた当社創業者（現　当社代
表取క役 CE0）の新Ҫߦݩが，๷ࡂ性能向上を目的
とした小型 SAR 衛星開発を進めていた ImPACT プ
ログラムのプログラムマネージϟーを຿めていたന
。と創業しました（໰ސ・同創業者ڞ　現）成ޭࡔ

1.3　ミッション
　「新たなデータとテクϊロジーにより人の可能性を
拡げ，着実に進歩するʰ学शする世界ʱを実現する」
をミッションにܝげ，衛星コンステレーションによ
り全地球の経済・社会・環境に関わるあらΏる事象
を؍ଌし，౷合的に解ੳする社会৘報プラットフΥー
ムの構築を目指し，事業を展開しています。

಺༰ۀࣄ　1.4
(a) খܕ SAR 衛星の੡଄・開発・SAR データのఏڙ
　�Synthetic Aperture Rader�（日本ޠ：「合成開ޱ
レーダー」）を搭載した小型人工衛星の製造・開発を
うとともに，地球を周回する小型ߦ SAR 衛星コン
ステレーションから取ಘする地形・構造物のデータ
を੓෎・ຽ間ا業向けへఏڙします。

(C) ղੳιリューションの開発・ఏڙ
自社による小型 SAR 衛星によるデータ以外の外部
による多様なデータから，データサイエンスや機械
学शを活用して必要な৘報をந出，目的に合わせて
੔理し，٬ސの՝୊に対するιリューションを開発・
ఏڙしています。

1.5　ϏジωスϞデル
　ఏڙするサービスは，データൢചと解ੳιリュー
ションఏڙの̎つです。

(a) データൢചでは，全ఱ候・全時間帯で地上؍ଌの
可能な自社小型 SAR 衛星により取ಘした画૾デー
タをఏڙします。当֘データは主に国๷ʗ๷ࡂでの
ニーズが強く，٬ސは各国੓෎が中心となります。

(b) 解ੳιリューションఏڙは，データサイエンスや
機械学शを活用して取ಘデータを解ੳし，٬ސがҙ
思決定や業຿効率化に利用しқい形で৘報をఏڙす
る，クラ΢ドϕースのサービスです。٬ސの՝୊に
合わせ，自社 SAR 衛星データのみならず，他社衛星，
地図，IoT，スマートフΥン等の様々なデータを組
み合わせて解ੳします。٬ސはインフラ計画・ݐ設・
ӡ用・メンテナンス・リスクマネジメントに関わる
ʗ金༥，౎市ݥ業を中心に，エネルギー開発，อا

計画等をखֻけるا業なͲです。

　衛星の開発から衛星データを活用したιリュー
ションఏڙまでを一؏してߦうことで，安定したデー
タ取ಘとマーケットニーズをଊえたサービスの開
発・ఏڙが可能となると考えています。
　また，いずれのサービスも，特定の場ॴの定఺؍
ଌをߦうためのデータ利用や，長期プロジΣクトに
有効なιリューションఏڙといった形で，継続的な
リカーリングऩ益 �1 を形成することが可能です。

�1� 「リカーリング（Recurring）」は「܁返しʗ॥環する」のҙ。リカー

リングऩ益は঎品・サービスを一度ఏڙしてऴわりではなく，継

続的な価஋ఏڙにより対価をಘるऩ益。基本ܖ໿と従量՝金によ

り構成されることが多く，スマホܖ໿や電気・ガス・水道なͲの

。໿が֘当するܖ

2. খܕ SAR 衛星に͍ͭͯ

2.1　SAR・খܕ SAR 衛星とは
　“SAR”とは，“Synthetic Aperture Radar”のུޠ
で，日本ޠでは「合成開ޱレーダー」とݺばれます。
SAR 衛星は電波の一種であるマイクロ波を使って地
表面を؍ଌする衛星です。従来の SAR 衛星は 1,000
キログラムを超えるものでしたが，小型 SAR 衛星で
は，100-150 キログラム程度に小型化しています。

2.2　SAR のಛ௃
　人工衛星は目的に応じて通信・ଌҐ・地球؍ଌ衛
星なͲの種類がଘ在し，当社の衛星は地球؍ଌ衛星
に属します。さらに，地球؍ଌ衛星にもޫ学，SAR
衛星のようなタイプに分けられます。当社はこのう
ち，SAR 衛星の開発・製造・ӡ用をखֻけています。
　ޫ学衛星は主にカメラを用いてࣸਅをࡱӨするも
ので௚感的に理解しやすく，Google Earth をはじめ
とする様々なWEBサービスで利用が進んでいます。

しかし，地球の多くの地域がӢに෴われており，そ
れによりࢹ界が๦げられます。またଠཅޫが当たら
ない部分は໷間となりࢹೝ性がམちるため，৘報取
ಘの機会が限定されます。それに対して，SAR 衛星
は自らがӢを透աする波長の電波を照射し，地上か
らの反射波を؍ଌするため，ఱ候や時間帯にґଘせ
ず，高ස度でデータ取ಘが可能です。またデータに
は，地形や構造物の形・物性の೺Ѳに資する৘報が
含まれています。これらの特௃から，SAR 衛星デー
タは時ྻܥ分ੳや変化ந出に強く，経済・環境の連
続的変化をଊえるのにదしていると言えます。

2.3　当社のখܕ SAR 衛星ʮSUrJXʯ（ストリクス）に
　　 ͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　当社の小型 SAR 衛星は，੓෎が主導する革新的研
究開発ਪ進プログラム（以下，ImPACT プログラム）
の成果を応用した独自の小型 SAR 衛星です。
　ImPACT プログラムとは，੓෎のՊ学技術・イϊ
ϕーション੓策の࢘令ౝである૯合Պ学技術・ イϊ
ϕーション会ٞが，ϋイリスク・ϋイインύクトな
研究開発をଅ進し，持続的な発展性のあるイϊϕー
ションシステムの実現を目指したプログラム ( 参考
จ献 �1) です。
　同プログラムでは，+AXA，౦ژ大学，౦ژ工業
大学，ܚጯ義क़大学等との連携により，性能・コスト・
製造容қ性をҙࣝした開発と研究が進められ，小型
SAR 衛星開発に܎るプログラムは 2015 年度から

2019 年度まで実施されました。それらの技術を継ঝ
し応用して׬成したのが当社の小型 SAR 衛星
「StriX」（ストリクス）です。

(C) ʮSUrJXʯのಛ௃
　「StriX」はંり৞み可能な SAR アンテナ，高出力
化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型化と
大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現していま
す。また，搭載機器開発とط製品の積ۃ利用，並ͼ
に小型化により，従来の大型のものと比ֱし打上げ
と製造අ用をあわせ，およそ 1/20 の低コスト化に成
ޭしました。

　多くの宇宙機メーカーが世界中にଘ在している
中，小型 SAR 衛星がこれまで実現されなかったの
は，小型化に൐う SAR アンテナの開発と高度な熱制
御が大きなোนとなってきたためです。大型衛星に
ඖఢする૾ࡱ能力（高い分解能と広い؍ଌ幅）を実
現するには，大きなアンテナサイズと高出力が必要
になります。また，高出力であることは同時に発熱
量も大きくなるため，宇宙空間で機器がނোしない
ような高度な熱制御も求められます。StriX では，展
開時には大型 SAR 衛星と同等の 5m になるંり৞み
方式のアンテナ（展開型スロットアレーアンテナ）
を࠾用し，1kW 級の高出力アンプを搭載，さらにバ
ランスのとれた熱制御を実現しました。݁ 果として，
従前の大型衛星（例えば AIRB6S 社の TerraSAR-X
は 1t 級）に比べて重量比で໿ 1/10 の小型化をୡ成
しています。
　「StriX」はこのંり৞み可能な SAR アンテナ，高
出力化と高度な熱制御等により，衛星サイズの小型
化と大型 SAR 衛星とଝ৭ない૾ࡱ能力を実現してい
ます。

　また，品質安定性に優れており，軌道上でもނো
可能性が小さく，多数機の安定的生産・ӡ用に強み
があります。当社は，SAR アンテナとして 7 ຕの独
立ύネルから構成される展開型スロットアレーアン
テナを࠾用していますが，これはアンテナ表面の電
波射出スロットと導波管の設計において，電波Ґ૬
を考ྀした៛ີな物理計ࢉが必要である一方，一度
設計がྃ׬すれば製造やࠪݕが容қ，という特長が
あります。また，他方式と比ֱして軽量で部品఺数
が少ないこと，յれやすい電子機器へのґଘ性が低
いこと，並ͼに構造的にؤ強であることも先の特長
に貢献しています。

　島田理化様も，この SAR アンテナの部品生産を通
じて貢献௖いています。

(D) ʮSUrJXʯコンステレーション
　衛星の大小を໰わず，衛星のҐ置は物理的に決定
されます。ଈち，̍機の衛星では同一時ࠁに 1 かॴ
しかデータ取ಘができず，また同一地఺の再๚には，
例えば高度໿ 500km の場合には 2 ि間程度かかる，
という制໿があります。多くのビジネス，֐ࡂ対応
においては，よりリアルタイム性の高い৘報が必要
となるため，先の制໿は SAR 衛星データ利用にとっ
て大きなো֐となります。しかし，当社の衛星は毎
日回ؼのଠཅ同期軌道に౤入します。この場合，地
球上の同じ場ॴを毎日同時間，同৚݅でࡱӨするこ
とができ，特定の場ॴの地表の変化とトレンドを೺
Ѳするためのྑ質なデータをより多く取ಘすること
ができます。当社は将来的に小型 SAR 衛星を 30 機
打上げることを目ඪとしています。当社のࢉࢼでは，
小型 SAR 衛星を 30 機Քಇさせることができれば，
高ස度で定఺؍ଌ可能となり，世界のͲこで֐ࡂが
おきても，準リアルタイムで地上データの取ಘが実
現可能です。また，従前の大型衛星に比べて໿ 1/20
の低コスト化に成ޭしたため，より低予ࢉで衛星コ
ンステレーション（ෳ数の人工衛星を連携させて一
つ の 機 能 や サ ー ビ ス を ୡ 成 す る シ ス テ ム。
constellation とは「星࠲」のҙ）を実現し，この制໿

み合わせて解ੳする必要があり，ここで種々のデー
タのॴ在，フΥーマット，πール等を組み合わせて
最దなモニタリングख法を構成します。これらの多
様な数஋ʗ画૾データを扱うには従来の౷計解ੳに
加え，๲大なデータを扱うための機械学श等のアル
ΰリズムのద用が必要であり，当社エンジニアが
日々，最新の技術成果を調 ・ࠪ開発を進めています。
　これら広ൣなテクϊロジーが必要となるため，
SAR 衛星データ解ੳを٬ސが自社技術化するには至
らず，外部の解ੳ技術が必要とされる理༝となって
います。

　SAR 衛星データの解ੳにおいては前述の衛星ϋー
ド΢Σアの技術特性を理解し，؍ଌ対象の形状・物
性を解ऍする必要があります。加えて，SAR データ
にはׯব SAR 解ੳ �3 とݺばれる特घな解ੳख法を
ద用することができ，これにより広域のインフラや
地盤の変動を分ੳすることができるようになりま
す。一連の SAR 解ੳには一定の理࿦的知見と実຿経
験を必要とするため，当社の解ੳ能力を特௃ͮけて
います。

�1 リϞートηンシンά（ReNoUe TeOTJOH）とは
　「཭れたҐ置から物を触らずに調べる」技術で，主
に人工衛星や航空機にઐ用のଌ定器（センサ）を載
せ，ޫ学的に，あるいは電磁波等を用いて地球の表
面を؍ଌする技術を指します。衛星に搭載したセン
サは，地球上の海，森，౎市，ӢなͲから反射したり，
自ら放射する電磁波を؍ଌし，২生分෍の೺Ѳ，地
表面形状の؍ଌ，水域の水質・水温の؍ଌ，Ӣや雨
なͲの気象状況の؍ଌなͲ，幅広い分野にద用され
ています。

�2 データサイΤンス（%aUa TDJeODe）とは
　データを用いて新たなՊ学的およͼ社会に有益な
知見をҾき出そうとするアプローνを指します。応
用性を重ࢹし，データを扱うख法である৘報工学，
౷計学，データマイニング，機械学श，その他アル
ΰリズム等をԣஅ的に扱います。

বׯ 3� SAR ղੳ（IOUerGeroNeUrJD SAR aOaMZTJT）とは
　SAR データに含まれる反射波のҐ૬৘報を用いて
地盤や構造物の変動を解ੳするख法です。Ґ૬には
SAR 衛星から地表までのڑ཭の৘報が含まれるた
め，同じ軌道上にある SAR 衛星から同一地఺を 2 回
（বさせてׯ）ଌ݁果を重Ͷて؍ଌすれば，その؍

ࠩをとることによって，地表のわずかな変動をಘる
ことができます。計ଌ精度は波長ґଘであり，X バ
ンドを利用する当社衛星の場合は数 mm Φーダーの
変動をଊえることができます。

3.2　当社のղੳιリューションにؔわる主なղੳ技術
(a) リϞートηンシンάデータղੳ技術
　多様なϢーザーニーズに対応するため，当社の解
ੳιリューションには様々な衛星データが利用され
ます。つまり，SAR データだけでなく，衛星ࣸਅ，
分ޫデータ，熱赤外データ，気象データなͲの広ൣ
なリモートセンシングデータへの理解が必要となり
ます。実用のためには，現在Քಇ中の世界の衛星種
ผやデータॴ在，分ੳのためのフΥーマットやπー
ル等の利用経験が求められます。加えて，航空機や
ドローンでの؍ଌデータを利用するケースもありま
す。Ϣーザーニーズを技術要݅にམとしࠐみ，先の
多様なデータιースを組み合わせて最దなモニタリ
ングख法を組み上げる技術であり，当社のιリュー
ション技術の発展をࢧえています。

(C) データサイΤンスؔ࿈技術
　上هのように，多様な数஋ʗ画૾データを扱うに
は従来の౷計解ੳに加え，昨今進歩のஶしいコン
ピュータビジョンや๲大なデータを扱うための機械
学श等のద用が必要です。このྖ域は近年の AI ʗ
ビッグデータ市場の成長に൐い新しいख法が日々ެ
表されており，当社の解ੳνームは学術的な成果も
含めて継続的にキϟッνアップ，または自らアルΰ
リズム開発をߦい，それを当社ιリューションへ組
みࠐんでいます。

3.3　当社のղੳιリューションに͍ͭͯ
(a) 開発のഎܠ
　2017 年に衛星データの最大市場である米国で SAR
データの঎用利用についてن制؇和があり，この時
期から今日までに小型 SAR 衛星事業者が࣍々と衛星
打上とデータ取ಘに成ޭしました。
　データ取ಘ後にそのデータの解ੳと理解が不可ܽ
ですが，分ੳにઐ໳性が要求される SAR 衛星データ
の利活用は，自ら解ੳ能力を持つ੓෎ܥϢーザーや
一部の解ੳ事業者が中心です。
　近年，衛星データの利活用が拡大しつつある産業
セクターでは，前述したリモートセンシングデータ
解ੳ技術に加えデータサイエンス関連技術が必要に
なるため，産業セクターのϢーザーが SAR 衛星デー

タをߪ入して自社で解ੳすることは難しく，自組৫
内に衛星データ解ੳ要員を持てないケースがほとん
Ͳです。

　当社は SAR 衛星データをطଘϢーザー（੓෎・解
ੳ事業者なͲ）にఏڙしつつ，新たな解ੳιリュー
ションを通じて新نϢーザーを拡げる，独自のビジ
ネスモデルを持ちます。一気通؏でのサービス構築
は，マーケットドリϒンでのプロダクト開発と，ر
少な SAR 衛星データサービスの安定したఏڙを可能
とし，この包ׅする৘報ιリューションがϢーザー
にとって有ҙなものとなり当社のバリュープロポジ
ションの基礎となっています。

(C) 当社のղੳιリューションのಛ௃
　当社の SAR 衛星「StriX」や他社衛星から取ಘし
た SAR 衛星データを，データサイエンスや機械学श
を活用して解ੳし，٬ސが理解ʗ利用しқい形で৘
報を表示するクラ΢ドϕースのサービスです。٬ސ
の՝୊に合わせて，他社衛星，地図，Տ઒水Ґ，移
動体 GPS，その他 IoT データと組み合わせることで，
現場のҙ思決定や業຿効率化に有ҙな৘報をఏڙす
ることができます。そして，ຽ間 ( 産業セクター ) の
Ϣーザーはデータからಘられる৘報に興味がありま
す。例えるなら，分かりͮらい X 線画૾だけを見て
もױ者が知りたいප૥は分からず，データを理解す
るにはҩ者が介在する必要があるのと同様です。当
社サービスは使いқい，分かりやすい৘報を Web
サービスとしてఏڙすることに注力しています。ま
た，当社のιリューションは世界中Ͳの地域でもద
用可能であり，「StriX」のコンステレーションの数・
機能向上により，さらに高ස度・多地఺のҟ変や事
の分ੳ・予ଌが可能になります。さらに，ιリューނ
ションリリース後は，データʗ解ੳアルΰリズムが
継続的にアップデートされ，٬ސはデータιースや
処理アルΰリズムの技術的な進展をҙࣝすることな
く利用することができます。

(D) ղੳιリューションの঺հ（参考文献 �3）
I. ஍൫มಈϞニタリンάιリューション
（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）
　SAR 衛星データを用いて広域の地盤変動を解ੳ
し，その݁果をఏڙするιリューションサービスで
す。当社独自の InSAR 解ੳ技術により，広域な地表
面の変動量を̼̼୯Ґでݕ出し時ྻܥで表示しま
す。また，地下工事等によって発生するؕ຅事ނの

ྖ域予ଌ機能が௥加実装されています。当ιリュー
ションにより，以下のような՝୊を解決できるよう
になります。

・一日ఀ଺すると数ԯ円の௥加コストが生じる大ن
 ໛地下工事のリスク管理
・多ֹのଌ量コストがかかる地下資源ʗエネルギー
調ࠪڹ۷の地表へのӨ࠾ 
・੬ऑな地盤や海上にݐ設した発電プラント，港࿷の
 メンテナンス管理
・コロナՒなͲの移動制໿下でのԕִ地ʗ広域の
 地׈りリスク調ࠪ

ᶘ.  ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）
　SAR 衛星データを用いて，浸水ඃ֐（浸水域，浸
水ਂ，ඃ֐道路，ඃݐ֐物）の分ੳ݁果をఏڙする
ιリューションサービスです。୆෩なͲによりߑ水
ඃ֐が発生したࡍ，従来のޫ学衛星や飛ߦ機・ドロー
ンではఱ候が一定程度回෮した後にしか状況೺Ѳが
できませんでしたが，ѱఱ候に強い SAR 衛星を用い
ればఱ候にࠨӈされず広域の浸水状況を؍ଌ可能で
す。さらに，データサイエンスや機械学शを利用し
てଈ時に自動データ解ੳをߦい，道路・ݐ物なͲの
施設へのӨൣڹғを特定します。以下のような՝୊
を解決できます。

・大ن໛֐ࡂで大きなコスト・リードタイムの
 かかるଛ֐อݥ調ࠪ
・新興国ʗ途上国においてਝ速な෮興ࢧԉが必要な
 国ࡍ機関の現地ニーズアセスメント
・ਝ速な人໋ٹॿが求められる੓෎や自࣏体の初動
 計画

ᶙ. そのଞϕータ൛のιリューションϓロμクト
ᶙ-ᾜ. %JTaTUer %aNaHe ATTeTTNeOU (%%A)
　大雨や強෩に൐う౔࠭֐ࡂや家԰౗յ，Րࢁ෾Ր
に൐うՐࢁփଯ積なͲ，様々な自વ֐ࡂによって生
じたඃ֐・変化状況を֐ࡂ前後の SAR 衛星画૾を用
いて解ੳすることにより，広ൣғでඃ֐度合いや変
化状況を೺Ѳすることができます。

ᶙ-ᾝ.　0ffTIore WJOE ATTeTTNeOU（0WA）
　広ൣғな海域に対してԕִで༸上෩速ਪ定とモニ
タリングがメートル毎ඵ（m/s）୯Ґでߦえます。
高解૾度かつ海面に近い෩速の೺Ѳがߦえるため，
地形や他༸上෩力発電܈によるӨڹの೺Ѳも定常的
にߦえます。༸上෩力発電ॴのద地બ定をߦう上で，
一つのデータとしてご利用௖けます。

ᶙ-ᾞ. 'oreTU IOWeOUorZ MaOaHeNeOU ('IM)
　ԕִから樹高ਪ定やバイΦマス量ਪ定，ྛ ૬۠分，
െݕ࠾知，C02 のٵऩ固定量ࢉ出なͲ様々な؍ଌを
や管理۠域を広げݮ࡟うことができ，管理コストߦ
ることが可能です。

図7　஍൫มಈϞニタリンάιリューション
　　（LaOE %JTQMaDeNeOU MoOJUorJOHɿL%M）イϝージ図

図8　ߑਫඃ֐分ੳιリューション
　　（'MooE %aNaHe ATTeTTNeOUɿ'%A）イϝージ図

3. Ή͢ͼ

　当社では，2020 年代後半には 30 機のコンステレー
ション（衛星܈）とアナリティクスプラットフΥー
ムにより準リアルタイムで世界の変化を理解できる
౷合システムの構築を計画しています。これらを利
用して世界のฏ和，レジリエントなインフラ開発，
そして持続可能な資源エネルギー利用の実現を目指
します。

参考文献

�1　革新的研究開発プログラム ImPACT 
　　「Φンデマンドଈ時؍ଌが可能な小型合成開ޱ
　　レーダ衛星システム」
　　https�//www.Kst.go.Kp/impact/program/13.html

�2　European Space Agency, company
　　disclosures and news release をݩに作成。
(1)　詳細は SAR ジϟーナル（http�//syntheticaper
　　tureradar.com/sar-satellite-missions/）より参照。
(2)　コストは衛星 1 機あたりのもの。全体コストは
　　コンステレーションターήットの大きさによって
　　ҟなる。原จは6SD 100MMだが，16SD�+P:122.1
　　に基ͮいて日本円にࢉ׵。
(3)　衛星のコストは，当社の将来の衛星 1 基あたりの
　　ฏۉ的なコストに基ͮきࢉࢼ。数஋は૾ࡱモー
　　ドにより変化する可能性がある。比ֱは超高解
　　૾度（3m ະຬ）下でࢉ出。

�3　Synspective HP より
　　https�//synspective.com/solutions/

図9　各種ιリューションサーϏス　イϝージ図
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1.　·͕͖͑

昨今，日本を含Ή世界中で地球温暖化のӨڹと思
われるҟ常気象が発生しており，温ࣨ効果ガス
（C02）ݮ࡟・カーボンニュートラル社会の実現に
向けた動きが加速している。そのような中で，金属
を熱処理する分野では，従来の加熱方式やエネル
ギー効率の見௚しによりC02排出量の低ݮ，省エネ
ルギー・省資源化がਪ進されており，クリーンな電
気エネルギーを用いる誘導加熱（Induction Heating：
IH）の利用がますます注目されている。[1]

2.　IHインバータのҠりมわり

　IH技術は，1940年代から঎用周波数や電動発電機
を用いた50Hzから3kHzが஁造・溶解用加熱に利用
され始め，1960年代に半導体スイッνング素子であ
るサイリスタ（SCR）が開発され低周波数帯の大容
量インバータが主流となり，現在はIGBT（Insulat-
ed Gate Bipolar Transistor）に移ߦしている。ຢ，
高周波焼入用として20kHz以上の周波数帯ではਅ空
管式電源が使用され1980年代にSIT（Static Induc-
tion Transistor）が，2000年代にFET（Field Effect 
Transistor）の高速スイッνング素子のトランジス
タが開発され高周波数帯のIHインバータで利用され

るようになり，現在でも，サイリスタ式電源やਅ空
管式電源，SITٴͼFETインバータ電源が様々な用
途で使われている。[2]　　　　　
　当社は，1948年から高周波誘導加熱装置のൢചを
開始して以来，トランジスタインバータメーカーの
先駆けとして，IH技術の研究開発・製品化に取り組
み，今日までに幅広い分野で数多くの製品を世の中
に送り出してきた。今回，省エネに貢献する最新技
術を搭載したIHインバータとその製品展開について
紹介する。

3.　PWM制御IHインバータの੡඼化

　IHインバータは，電磁誘導の原理によって様々な
金属の熱処理をߦうために，঎用電力を高周波電力
に変׵する装置である。インバータのফඅ電力は加
熱対象物の素ࡐや形状，加熱温度や加熱時間なͲに
よってࠨӈされるが，電源効率をվળすることに
よってফඅ電力を大きくݮ࡟することが可能にな
る。
　当社は，ᶃ最新のύワー半導体SiC（Sil icon 
Carbide）の࠾用，ᶄ੔流回路方式の見௚し，ᶅ新
：開発した独自のPWM（Pulse Width Modulationن
ύルス幅変調）制御方式の搭載，ᶆFPGA（Field 
Programmable Gate Array）によるデジタル制御化

を実現することにより，従来製品に比べて電源力率
と電源効率を大幅にվળする「電源力率・電源効率
վળ型PWM制御IHインバータ」を開発し，஁造・
溶解なͲの低周波数帯はIGBTを搭載した並ྻڞ振
方式の「SBT-PWシリーズ」を，焼入れなͲの高周
波数帯はSiCを搭載した௚ྻڞ振方式の「SCT-SW
シリーズ」を製品化した。図1にそのద用ൣғを示
す通り幅広い用途に対応している。[3]

　紹介してきたPWM制御IHインバータは，一般社
団法人日本機械工業連合会が主࠵する令和4年度優
秀省エネ脱炭素機器・システム表彰において，電源
力率・電源効率のվળが高く評価され，「資源エネ
ルギーி長官賞」を受賞した（ࣸਅ1）。

ঘ，詳細は本誌のトピックスにه載している。

の੡඼展開ޙࠓ　.4

　2023年度にはPWM制御技術を搭載したインバー
タのラインアップ化がྃ׬し，「SBT-PWシリー
ズ」は，周波数0.3kHz～30kHz，出力20kW～
3,200kWに対応し，「SCT-SWシリーズ」は周波数
30kHz～300kHz，出力 20kW～1,000kWに対応して
おり，さまざまな熱処理用途に対応できる製品が取
り揃った。
　両シリーズとも高速なPWM制御によって，電源
力率，電源効率ڞに大幅に向上し，ྫྷ٫水量は当社
従来製品と比べ30�以上のݮ࡟が可能となり，Ϣ
ニットの小型・軽量化を実現している。[4]

　また，当社従来製品のラインアップを網ཏするこ
とで，スムーズな置き׵えが可能となった。

5．EV用ワイヤレス給電ࢢ৔へのऔり૊み

　近年の自動車産業のEV（Electric Vehicle）への
シフトにともない，図2に示すように，EV用ワイヤ
レス給電が新たな電力ڙ給方法として期待されてお
り，世界的にඪ準֨ن化が進んでいる。
　当社では，2023年度にSAE֨نWPT3給電に対応
する地上ଆインバータの実証機による実証実験をߦ
い，実証機のൢച開始と製品開発を進めるなか，高
効率なインバータ技術をさらに進化させ，࣍世代イ
ンフラとしてのEV用ワイヤレス給電の開発・製品
化，事業化に向けて積ۃ的に取り組んでいる。

6．Ή͢ͼ

　脱炭素に向けた取り組みが全世界で加速している
なか，IHでの加熱は金属を自ݾ発熱させる高効率な
熱処理方法で，電源効率をվળすることでC02の排
出量を低ݮさせ，省エネへの貢献が期待できる。ま
た，安全性にも優れており，加熱効率，省エネ性，
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1.　·͕͖͑

昨今，日本を含Ή世界中で地球温暖化のӨڹと思
われるҟ常気象が発生しており，温ࣨ効果ガス
（C02）ݮ࡟・カーボンニュートラル社会の実現に
向けた動きが加速している。そのような中で，金属
を熱処理する分野では，従来の加熱方式やエネル
ギー効率の見௚しによりC02排出量の低ݮ，省エネ
ルギー・省資源化がਪ進されており，クリーンな電
気エネルギーを用いる誘導加熱（Induction Heating：
IH）の利用がますます注目されている。[1]

2.　IHインバータのҠりมわり

　IH技術は，1940年代から঎用周波数や電動発電機
を用いた50Hzから3kHzが஁造・溶解用加熱に利用
され始め，1960年代に半導体スイッνング素子であ
るサイリスタ（SCR）が開発され低周波数帯の大容
量インバータが主流となり，現在はIGBT（Insulat-
ed Gate Bipolar Transistor）に移ߦしている。ຢ，
高周波焼入用として20kHz以上の周波数帯ではਅ空
管式電源が使用され1980年代にSIT（Static Induc-
tion Transistor）が，2000年代にFET（Field Effect 
Transistor）の高速スイッνング素子のトランジス
タが開発され高周波数帯のIHインバータで利用され

るようになり，現在でも，サイリスタ式電源やਅ空
管式電源，SITٴͼFETインバータ電源が様々な用
途で使われている。[2]　　　　　
　当社は，1948年から高周波誘導加熱装置のൢചを
開始して以来，トランジスタインバータメーカーの
先駆けとして，IH技術の研究開発・製品化に取り組
み，今日までに幅広い分野で数多くの製品を世の中
に送り出してきた。今回，省エネに貢献する最新技
術を搭載したIHインバータとその製品展開について
紹介する。

3.　PWM制御IHインバータの੡඼化

　IHインバータは，電磁誘導の原理によって様々な
金属の熱処理をߦうために，঎用電力を高周波電力
に変׵する装置である。インバータのফඅ電力は加
熱対象物の素ࡐや形状，加熱温度や加熱時間なͲに
よってࠨӈされるが，電源効率をվળすることに
よってফඅ電力を大きくݮ࡟することが可能にな
る。
　当社は，ᶃ最新のύワー半導体SiC（Sil icon 
Carbide）の࠾用，ᶄ੔流回路方式の見௚し，ᶅ新
：開発した独自のPWM（Pulse Width Modulationن
ύルス幅変調）制御方式の搭載，ᶆFPGA（Field 
Programmable Gate Array）によるデジタル制御化

図1　PWM制御IHインバータのద用ൣғ

を実現することにより，従来製品に比べて電源力率
と電源効率を大幅にվળする「電源力率・電源効率
վળ型PWM制御IHインバータ」を開発し，஁造・
溶解なͲの低周波数帯はIGBTを搭載した並ྻڞ振
方式の「SBT-PWシリーズ」を，焼入れなͲの高周
波数帯はSiCを搭載した௚ྻڞ振方式の「SCT-SW
シリーズ」を製品化した。図1にそのద用ൣғを示
す通り幅広い用途に対応している。[3]

　紹介してきたPWM制御IHインバータは，一般社
団法人日本機械工業連合会が主࠵する令和4年度優
秀省エネ脱炭素機器・システム表彰において，電源
力率・電源効率のվળが高く評価され，「資源エネ
ルギーி長官賞」を受賞した（ࣸਅ1）。

ঘ，詳細は本誌のトピックスにه載している。

の੡඼展開ޙࠓ　.4

　2023年度にはPWM制御技術を搭載したインバー
タのラインアップ化がྃ׬し，「SBT-PWシリー
ズ」は，周波数0.3kHz～30kHz，出力20kW～
3,200kWに対応し，「SCT-SWシリーズ」は周波数
30kHz～300kHz，出力 20kW～1,000kWに対応して
おり，さまざまな熱処理用途に対応できる製品が取
り揃った。
　両シリーズとも高速なPWM制御によって，電源
力率，電源効率ڞに大幅に向上し，ྫྷ٫水量は当社
従来製品と比べ30�以上のݮ࡟が可能となり，Ϣ
ニットの小型・軽量化を実現している。[4]

　また，当社従来製品のラインアップを網ཏするこ
とで，スムーズな置き׵えが可能となった。

5．EV用ワイヤレス給電ࢢ৔へのऔり૊み

　近年の自動車産業のEV（Electric Vehicle）への
シフトにともない，図2に示すように，EV用ワイヤ
レス給電が新たな電力ڙ給方法として期待されてお
り，世界的にඪ準֨ن化が進んでいる。
　当社では，2023年度にSAE֨نWPT3給電に対応
する地上ଆインバータの実証機による実証実験をߦ
い，実証機のൢച開始と製品開発を進めるなか，高
効率なインバータ技術をさらに進化させ，࣍世代イ
ンフラとしてのEV用ワイヤレス給電の開発・製品
化，事業化に向けて積ۃ的に取り組んでいる。

6．Ή͢ͼ

　脱炭素に向けた取り組みが全世界で加速している
なか，IHでの加熱は金属を自ݾ発熱させる高効率な
熱処理方法で，電源効率をվળすることでC02の排
出量を低ݮさせ，省エネへの貢献が期待できる。ま
た，安全性にも優れており，加熱効率，省エネ性，
ૢ作性なͲの向上も可能となる。
　当社は，IHインバータのリーディングカンύニー
として，最新のύワーエレクトロニクス技術を駆使
し，さらなる高効率な製品の開発に取り組み，カー
ボンニュートラル社会の実現に貢献するとともに，
EV用ワイヤレス給電なͲ，ࠩผ化した電磁誘導技
術の新たな利用拡大を目指していく。
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ズ」は，周波数0.3kHz～30kHz，出力20kW～
3,200kWに対応し，「SCT-SWシリーズ」は周波数
30kHz～300kHz，出力 20kW～1,000kWに対応して
おり，さまざまな熱処理用途に対応できる製品が取
り揃った。
　両シリーズとも高速なPWM制御によって，電源
力率，電源効率ڞに大幅に向上し，ྫྷ٫水量は当社
従来製品と比べ30�以上のݮ࡟が可能となり，Ϣ
ニットの小型・軽量化を実現している。[4]

　また，当社従来製品のラインアップを網ཏするこ
とで，スムーズな置き׵えが可能となった。

5．EV用ワイヤレス給電ࢢ৔へのऔり૊み

　近年の自動車産業のEV（Electric Vehicle）への
シフトにともない，図2に示すように，EV用ワイヤ
レス給電が新たな電力ڙ給方法として期待されてお
り，世界的にඪ準֨ن化が進んでいる。
　当社では，2023年度にSAE֨نWPT3給電に対応
する地上ଆインバータの実証機による実証実験をߦ
い，実証機のൢച開始と製品開発を進めるなか，高
効率なインバータ技術をさらに進化させ，࣍世代イ
ンフラとしてのEV用ワイヤレス給電の開発・製品
化，事業化に向けて積ۃ的に取り組んでいる。

6．Ή͢ͼ

　脱炭素に向けた取り組みが全世界で加速している
なか，IHでの加熱は金属を自ݾ発熱させる高効率な
熱処理方法で，電源効率をվળすることでC02の排
出量を低ݮさせ，省エネへの貢献が期待できる。ま
た，安全性にも優れており，加熱効率，省エネ性，
ૢ作性なͲの向上も可能となる。
　当社は，IHインバータのリーディングカンύニー
として，最新のύワーエレクトロニクス技術を駆使
し，さらなる高効率な製品の開発に取り組み，カー
ボンニュートラル社会の実現に貢献するとともに，
EV用ワイヤレス給電なͲ，ࠩผ化した電磁誘導技
術の新たな利用拡大を目指していく。

参考文献
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　　の取組み」，2023.1
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　　システム表彰機器概要ύンフレット，2023.2
[4]　ਿ本  “省エネに貢献するIH製品とラインアッ
　　プ”，島田理化技報，No.27，2020

චऀ঺հ
　　　　事業本部　ύワエレӦ業部
　　　　຤দ　ַय़

��

ΧʔϘϯχϡʔτϥϧࣾձ΁͚ͨ޲ *)ٕज़ͱ੡඼ల։



ʪಛू࿦จʫ

ಈࣗؾి ʢं&7ʣ༻ϫΠϠϨεݧ࣮ূ࣮ిڅ૷ஔ
&7 8ireless PoXer 4upply *nverter

   
田内 ྑஉ

:oshio TANAI    
ยԬ ୢ༤

Tatsuo ,ATA0,A   
浜田　ਂ造

Shinzo HAMADA

ཁ　ࢫ

　近年，世界の自動車産業は，時代の流れとして
EV化が੝んになってきており，当社では，その流
れの一端を୲うアプローνの一つとして，ಘҙ分野
の一つである高周波電磁誘導技術を応用したワイヤ
レス給電用インバータの開発をここ数年にわたって
実施してきた。[1]

　ฐ社の着खしたワイヤレス給電技術は，SAE（米
国自動車技術者ڠ会）で۠分けされている出力クラ
スの中で，実用ൣғ内では最大࢓様となる11.1kW
(SAE +2954ʗWPT3)をϕースとしている。

また，市場のターήットとしては，トラック，バ
ス等の大型車両の給電機能をカバーする目的とし
て，これを4ܥ౷搭載し，最大で44.4kW（11.1kWʷ4
౷）まで出力可能な，EV用ワイヤレス給電実証ܥ
実験装置（以下 実証機）を製作した。（下図）
　ワイヤレス給電実証機の開発にあたっては，大日
本ҹ࡮(DNP)఼のシート型コイルϢニットをごఏڙ
௖き，名ݹ԰で開࠵された「人とくるまのテクϊロ
ジー展2023」に出展し，高評価をಘた。

VAコイル

インバータ GAコイル

ʲ 装置のجຊߏ੒ ʳ

EV用ワイヤレス給電実ূ実ݧ装置

%NP�シールܕコイルϢニット

1.　·͕͖͑

昨今，日本を含Ή世界中で地球温暖化のӨڹと思
われるҟ常気象が発生しており，温ࣨ効果ガス
（C02）ݮ࡟・カーボンニュートラル社会の実現に
向けた動きが加速している。そのような中で，金属
を熱処理する分野では，従来の加熱方式やエネル
ギー効率の見௚しによりC02排出量の低ݮ，省エネ
ルギー・省資源化がਪ進されており，クリーンな電
気エネルギーを用いる誘導加熱（Induction Heating：
IH）の利用がますます注目されている。[1]

2.　IHインバータのҠりมわり

　IH技術は，1940年代から঎用周波数や電動発電機
を用いた50Hzから3kHzが஁造・溶解用加熱に利用
され始め，1960年代に半導体スイッνング素子であ
るサイリスタ（SCR）が開発され低周波数帯の大容
量インバータが主流となり，現在はIGBT（Insulat-
ed Gate Bipolar Transistor）に移ߦしている。ຢ，
高周波焼入用として20kHz以上の周波数帯ではਅ空
管式電源が使用され1980年代にSIT（Static Induc-
tion Transistor）が，2000年代にFET（Field Effect 
Transistor）の高速スイッνング素子のトランジス
タが開発され高周波数帯のIHインバータで利用され

るようになり，現在でも，サイリスタ式電源やਅ空
管式電源，SITٴͼFETインバータ電源が様々な用
途で使われている。[2]　　　　　
　当社は，1948年から高周波誘導加熱装置のൢചを
開始して以来，トランジスタインバータメーカーの
先駆けとして，IH技術の研究開発・製品化に取り組
み，今日までに幅広い分野で数多くの製品を世の中
に送り出してきた。今回，省エネに貢献する最新技
術を搭載したIHインバータとその製品展開について
紹介する。

3.　PWM制御IHインバータの੡඼化

　IHインバータは，電磁誘導の原理によって様々な
金属の熱処理をߦうために，঎用電力を高周波電力
に変׵する装置である。インバータのফඅ電力は加
熱対象物の素ࡐや形状，加熱温度や加熱時間なͲに
よってࠨӈされるが，電源効率をվળすることに
よってফඅ電力を大きくݮ࡟することが可能にな
る。
　当社は，ᶃ最新のύワー半導体SiC（Sil icon 
Carbide）の࠾用，ᶄ੔流回路方式の見௚し，ᶅ新
：開発した独自のPWM（Pulse Width Modulationن
ύルス幅変調）制御方式の搭載，ᶆFPGA（Field 
Programmable Gate Array）によるデジタル制御化

を実現することにより，従来製品に比べて電源力率
と電源効率を大幅にվળする「電源力率・電源効率
վળ型PWM制御IHインバータ」を開発し，஁造・
溶解なͲの低周波数帯はIGBTを搭載した並ྻڞ振
方式の「SBT-PWシリーズ」を，焼入れなͲの高周
波数帯はSiCを搭載した௚ྻڞ振方式の「SCT-SW
シリーズ」を製品化した。図1にそのద用ൣғを示
す通り幅広い用途に対応している。[3]

　紹介してきたPWM制御IHインバータは，一般社
団法人日本機械工業連合会が主࠵する令和4年度優
秀省エネ脱炭素機器・システム表彰において，電源
力率・電源効率のվળが高く評価され，「資源エネ
ルギーி長官賞」を受賞した（ࣸਅ1）。

ঘ，詳細は本誌のトピックスにه載している。

の੡඼展開ޙࠓ　.4

　2023年度にはPWM制御技術を搭載したインバー
タのラインアップ化がྃ׬し，「SBT-PWシリー
ズ」は，周波数0.3kHz～30kHz，出力20kW～
3,200kWに対応し，「SCT-SWシリーズ」は周波数
30kHz～300kHz，出力 20kW～1,000kWに対応して
おり，さまざまな熱処理用途に対応できる製品が取
り揃った。
　両シリーズとも高速なPWM制御によって，電源
力率，電源効率ڞに大幅に向上し，ྫྷ٫水量は当社
従来製品と比べ30�以上のݮ࡟が可能となり，Ϣ
ニットの小型・軽量化を実現している。[4]

　また，当社従来製品のラインアップを網ཏするこ
とで，スムーズな置き׵えが可能となった。

5．EV用ワイヤレス給電ࢢ৔へのऔり૊み

　近年の自動車産業のEV（Electric Vehicle）への
シフトにともない，図2に示すように，EV用ワイヤ
レス給電が新たな電力ڙ給方法として期待されてお
り，世界的にඪ準֨ن化が進んでいる。
　当社では，2023年度にSAE֨نWPT3給電に対応
する地上ଆインバータの実証機による実証実験をߦ
い，実証機のൢച開始と製品開発を進めるなか，高
効率なインバータ技術をさらに進化させ，࣍世代イ
ンフラとしてのEV用ワイヤレス給電の開発・製品
化，事業化に向けて積ۃ的に取り組んでいる。

6．Ή͢ͼ

　脱炭素に向けた取り組みが全世界で加速している
なか，IHでの加熱は金属を自ݾ発熱させる高効率な
熱処理方法で，電源効率をվળすることでC02の排
出量を低ݮさせ，省エネへの貢献が期待できる。ま
た，安全性にも優れており，加熱効率，省エネ性，
ૢ作性なͲの向上も可能となる。
　当社は，IHインバータのリーディングカンύニー
として，最新のύワーエレクトロニクス技術を駆使
し，さらなる高効率な製品の開発に取り組み，カー
ボンニュートラル社会の実現に貢献するとともに，
EV用ワイヤレス給電なͲ，ࠩผ化した電磁誘導技
術の新たな利用拡大を目指していく。

参考文献
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EV化が੝んになってきており，当社では，その流
れの一端を୲うアプローνの一つとして，ಘҙ分野
の一つである高周波電磁誘導技術を応用したワイヤ
レス給電用インバータの開発をここ数年にわたって
実施してきた。[1]

　ฐ社の着खしたワイヤレス給電技術は，SAE（米
国自動車技術者ڠ会）で۠分けされている出力クラ
スの中で，実用ൣғ内では最大࢓様となる11.1kW
(SAE +2954ʗWPT3)をϕースとしている。

また，市場のターήットとしては，トラック，バ
ス等の大型車両の給電機能をカバーする目的とし
て，これを4ܥ౷搭載し，最大で44.4kW（11.1kWʷ4
౷）まで出力可能な，EV用ワイヤレス給電実証ܥ
実験装置（以下 実証機）を製作した。（下図）
　ワイヤレス給電実証機の開発にあたっては，大日
本ҹ࡮(DNP)఼のシート型コイルϢニットをごఏڙ
௖き，名ݹ԰で開࠵された「人とくるまのテクϊロ
ジー展2023」に出展し，高評価をಘた。
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われるҟ常気象が発生しており，温ࣨ効果ガス
（C02）ݮ࡟・カーボンニュートラル社会の実現に
向けた動きが加速している。そのような中で，金属
を熱処理する分野では，従来の加熱方式やエネル
ギー効率の見௚しによりC02排出量の低ݮ，省エネ
ルギー・省資源化がਪ進されており，クリーンな電
気エネルギーを用いる誘導加熱（Induction Heating：
IH）の利用がますます注目されている。[1]
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　IH技術は，1940年代から঎用周波数や電動発電機
を用いた50Hzから3kHzが஁造・溶解用加熱に利用
され始め，1960年代に半導体スイッνング素子であ
るサイリスタ（SCR）が開発され低周波数帯の大容
量インバータが主流となり，現在はIGBT（Insulat-
ed Gate Bipolar Transistor）に移ߦしている。ຢ，
高周波焼入用として20kHz以上の周波数帯ではਅ空
管式電源が使用され1980年代にSIT（Static Induc-
tion Transistor）が，2000年代にFET（Field Effect 
Transistor）の高速スイッνング素子のトランジス
タが開発され高周波数帯のIHインバータで利用され

るようになり，現在でも，サイリスタ式電源やਅ空
管式電源，SITٴͼFETインバータ電源が様々な用
途で使われている。[2]　　　　　
　当社は，1948年から高周波誘導加熱装置のൢചを
開始して以来，トランジスタインバータメーカーの
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み，今日までに幅広い分野で数多くの製品を世の中
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よってফඅ電力を大きくݮ࡟することが可能にな
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：開発した独自のPWM（Pulse Width Modulationن
ύルス幅変調）制御方式の搭載，ᶆFPGA（Field 
Programmable Gate Array）によるデジタル制御化
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1.　·͕͖͑

　EV用のワイヤレス電力఻送は，SAE +2954でن定
されている。本֨نでは，地上ଆに設置する送電コ
イル（GAコイル）と，EVଆに搭載される受電コイ
ル（VAコイル）とを利用し，ϋンドフリーかつ自
動ӡ転でEVに給電することを最ऴ目ඪとしている。
　当社で開発したワイヤレス給電装置は，SAE֨ن
WPT3に対応して製作した実証機となる。
 プレスリリースでも発表済みであるが，タクシー
プールにおける৐٬待ち待機中のEVタクシーへの
給電や，トラックヤードにおけるՙ物作業中のEV
トラックへの給電を主として市場展開を目指して
いる。（図1）
　本ߘでは，実証機の࢓様，およͼGAコイル・VA
コイルを使用した఻送効率なͲの評価݁果について
紹介する。

2．実ূ機に͍ͭͯ

　今回製作した実証機（図2，図3）は，1୆で4ܥ౷
をݸผに出力制御ができるように構成されている。
各ܥ౷，11.1kWとし，用途に応じた出力合成を可
能にする製品を実現した。 
　実証機の製作にあたっては，当社がอ有する従来
のύワエレ技術[2][3][4]をできる限り活用し，誘導加熱用
PWMインバータのFPGA（Field Programmable Gate
Array）制御基൘をほぼそのまま流用，4ܥ౷分を
実装することで開発コストのݮ࡟と製作期間の短ॖを
図っている。
　給電に使用される周波数はSAE90～79֨نkHzの
中間である85kHzをϕースとしている。（実証機で
は，SAE֨ن内での周波数可変が可能。）
　なお，各Ϣニットの出力は，各々電気的にઈԑさ
れている。また，ܥ౷の組み合わせにより合成され
た出力は，全ܥ౷に対し指定された周波数で同期制
御により給電をߦう。（表1）

図1　EV用ワイヤレス給電システム 実ূ実ݧの૝ఆ例

【 実証実験の想定例 】
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の՝୊ޙࠓ．4

　今回は，ワイヤレス給電用インバータの製作およ
ͼSAE֨نに対する技術のशಘ,コイルのEMCଌ定
を実施した。今後は，以下վળ఺を考ྀしつつ製品
化に向けての開発を継続する。
(1) 通信機ೳ

　SAE֨نにおける通信機能は，自動車ଆに対
するҐ置誘導の通信機能が定義されている。ま
た，決済や人のૢ作を൐う通信については，
Wi-Fi（SAE通信2847+：֨ن）を使用すること
が定義されている。
　なお，実証機ではこれらの機能は，ࢼ験用の
リモートૢ作に限定されているため，今後の用
途先に応じた機能の実装を目ඪとしている。

(2) ᝑ体
　実証機のᝑ体構造は，ᝑ体自身はIP45に対応
すべく見௚していく。また，サイズについても
省スペース化を考ྀしたものとし，これらを最
ద化する。

(3) EMCରԠ
　電磁界強度に対するن定については，設置を
可能とするための電磁界཈制が必要である。

　また，放射ϊイズଌ定に対するن定についても対
応が必要であるため，これらのଌ定をਵ時実施して
いく予定である。
　なお，人体๷ޢ指਑対応については，૯຿省でن
定されている磁界強度以下となっている。（図 6）

5.　Ή͢ͼ

　本ߘでは，EV 用ワイヤレス給電インバータを中
心に実証実験装置の開発状況を報ࠂした。今後数年
間で世界的に EV ध要は高まると予想され，それに
൐い充電器なͲのインフラ設備もٸ速に੔備される
と考えられる。現在はプラグイン充電器が主流と
なっているが，今後の自動ӡ転技術の発展とڞに，
受電ૢ作に対するϋンドフリーのニーズからもワイ
ヤレス給電のध要が高まることが予想される。
　当社では，まず実証実験に使用される設備のఏڙ
を目指し，実使用に向けた՝୊をந出して量産設計
に展開した上で，世の中の利便性をさらに高めるた
めの製品ఏڙが可能となるように技術開発を継続す
るॴଘである。

図6　人体๷ࢦޢ਑ରԠの࣓քଌఆධՁ݁ՌのධՁ݁Ռ

3．実ূ機に使用͢るSAE֨نコイルに͍ͭͯ

　当社では，実証機に使用するためのGAコイルと
VAコイルの製作は，࡛ۄ大学఼にごڠ力を௖き，
評価ࢼ験を実施し，SAE֨نであるコイル఻送効率
を評価した。
(1) コイル఻ૹޮ཰

　インバータの出力（P1）に対するGAコイルの
効率は97～98ˋ，VAコイルの効率は໿95�，最
ऴ出力（P2）に対するシステム効率（P2/P0）
は85ˋ以上となっており，SAE֨نに準ڌした

݁果がಘられている。（図4）
(2) インバータ，コイルؒέーϒル

　インバータとコイル間のケーϒルは，同軸
ケーϒルを使用し，現状では最長で30mでࢼ験
を実施しており，最大GAP(250mm)でもSAEن
֨の఻送効率85ˋ以上を確อしている。（図5）

図4　SAE֨نŠŘſ఻ૹޮ཰のධՁ݁Ռ

図5　インバータ，コイルؒέーϒル30Nでの఻ૹޮ཰のධՁ݁ՌのධՁ݁Ռ
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*H༻ޮߴ཰P8.Πϯόʔλの੡඼ϥΠϯφοϓ
High e⒏ciency P8. inverter lineup for induction heating

   
松原　༎ี

:usuke MATS6BARA    
石間　ษ

Tsutomu ISHIMA

ཁ　ࢫ

　製造現場では，脱炭素社会のૣ期実現に向けて機
器の省エネ化や生産の効率化への取り組み，また電
源環境のվળに向けては，電源力率や電源高調波の
低ݮなͲの要求がٸ速に拡大している。
　当社では，このような市場要求に対して，2020年
に下図(a)に示す30kHz以下の低周波用の新型PWM
(Pulse Width Modulation)インバータのൢചを開始
し，省エネ機器としてॱ調にൢച拡大中である。
　今回，さらに下図(b)に示す30kHz～300kHzの高周
波帯の用途に対して，「SCT-SWシリーズ」として
PWMインバータを開発・製品化し，IH用途のほぼ

全周波数ൣғを新方式のPWMインバータで製品ラ
インナップ化した。
　なお，2023年1月に，今回紹介する新型PWMイン
バータ(電源力率・電源効率վળ型PWM制御誘導加
熱インバータ)が，一般社団法人日本機械工業連合
会がબ定する令和4年度優秀省エネ脱炭素機器・シ
ステム表彰にて，資源エネルギーி長官賞を受賞し
た。（本技報のトピックス参照）
　本ߘでは，受賞対象製品となった並ྻڞ振方式の
「SBT-PWシリーズ」と，௚ྻڞ振方式の「SCT-SW
シリーズ」に関する4つの技術を中心に紹介する。

   電ݯ力཰・電ޮݯ཰վળܕPWM制御IHインバータ

1.　·͕͖͑

　誘導加熱 IH(Induction Heating)は，加熱対象物を
非接触で自ݾ発熱させるためエネルギー効率が高く，
家ఉ用電磁調理器やIHジϟーਬ飯器なͲ社会に広く
するとともに，工場で使用される熱処理工程でٴී
もIHを利用する取り組みが増えている。工場では機
器の容量が大きくなるため効率アップによる省エネ
効果も大きなものになる[1]。
　脱炭素社会のૣ期実現に向けてۓ٤の՝୊となっ
ている機器の省エネ化への取り組み，また電源環境
のվળに向けては，電源力率や電源高調波の低ݮな
Ͳの要求がٸ速に拡大している。
　IH電源は周波数変׵のためのインバータが必ਢで
あり，そのIHインバータはύワー半導体とύワーエ
レクトロニクス技術の発展とڞに，より大電力へ，
より高周波へ，より高効率へと進化している。
　本ߘでは省エネに貢献できる独自の制御技術を࠾
用したIH用高効率PWMインバータを紹介する。

2.　新ܕPWMインバータのಛ௕

2.1　IHと周波数のҰൠతなؔ܎
　加熱用途から周波数を決める場合，ビレットヒー
タや溶解なͲの全体加熱は周波数を低く設定し，通
常は10kHzະຬをબ୒する。一方，部分加熱は周波
数を高くする必要があり，表面焼き入れなͲは焼き
入れਂさから最ద周波数が決められ， 100kHz以上
の周波数が必要となることが多い。キュリー఺以上
の߯൘加熱も浸透ਂさの関܎で高い周波数が必要と
なる。

2.2　ฒྻڞৼ方式と௚ྻڞৼ方式
　IH電源は，ڞ振コンデンサを使ってڞ振回路を構
成することで加熱コイルに高周波大電流を流してい
る。
振の2つの方式ڞ振と௚ྻڞ振方式には，並ྻڞ　
がある。並ྻڞ振では，加熱コイルはڞ振コンデン
サに並ྻに接続され，௚ྻڞ振では，加熱コイルは
振コンデンサに௚ྻに接続される。10kHzະຬのڞ
低周波ྖ域では主に並ྻڞ振方式が，100kHz以上
の高周波ྖ域では主に௚ྻڞ振方式が使用される。
中間帯の10kHzから100kHzについてはͲちらの方式
も使用されている[2]。

2.3　PWMインバータのಛ௕
　PWMインバータシリーズの特長を示す[3][4]。

・SBT-PWシリーズの特長
(1)　並ྻڞ振ෛՙに対応
(2)　周波数0.3kHz～30kHz対応
(3)　電源力率໿95�，電源効率໿95�を実現
(4)　大電力最大3,200kWまで対応
(5)　電源入力高調波対策のための12ύルス対応

・SCT-SWシリーズの特長
(1)　௚ྻڞ振ෛՙに対応
(2)　周波数30kHz～300kHz対応
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　製造現場では，脱炭素社会のૣ期実現に向けて機
器の省エネ化や生産の効率化への取り組み，また電
源環境のվળに向けては，電源力率や電源高調波の
低ݮなͲの要求がٸ速に拡大している。
　当社では，このような市場要求に対して，2020年
に下図(a)に示す30kHz以下の低周波用の新型PWM
(Pulse Width Modulation)インバータのൢചを開始
し，省エネ機器としてॱ調にൢച拡大中である。
　今回，さらに下図(b)に示す30kHz～300kHzの高周
波帯の用途に対して，「SCT-SWシリーズ」として
PWMインバータを開発・製品化し，IH用途のほぼ

全周波数ൣғを新方式のPWMインバータで製品ラ
インナップ化した。
　なお，2023年1月に，今回紹介する新型PWMイン
バータ(電源力率・電源効率վળ型PWM制御誘導加
熱インバータ)が，一般社団法人日本機械工業連合
会がબ定する令和4年度優秀省エネ脱炭素機器・シ
ステム表彰にて，資源エネルギーி長官賞を受賞し
た。（本技報のトピックス参照）
　本ߘでは，受賞対象製品となった並ྻڞ振方式の
「SBT-PWシリーズ」と，௚ྻڞ振方式の「SCT-SW
シリーズ」に関する4つの技術を中心に紹介する。

   電ݯ力཰・電ޮݯ཰վળܕPWM制御IHインバータ

1.　·͕͖͑

　誘導加熱 IH(Induction Heating)は，加熱対象物を
非接触で自ݾ発熱させるためエネルギー効率が高く，
家ఉ用電磁調理器やIHジϟーਬ飯器なͲ社会に広く
するとともに，工場で使用される熱処理工程でٴී
もIHを利用する取り組みが増えている。工場では機
器の容量が大きくなるため効率アップによる省エネ
効果も大きなものになる[1]。
　脱炭素社会のૣ期実現に向けてۓ٤の՝୊となっ
ている機器の省エネ化への取り組み，また電源環境
のվળに向けては，電源力率や電源高調波の低ݮな
Ͳの要求がٸ速に拡大している。
　IH電源は周波数変׵のためのインバータが必ਢで
あり，そのIHインバータはύワー半導体とύワーエ
レクトロニクス技術の発展とڞに，より大電力へ，
より高周波へ，より高効率へと進化している。
　本ߘでは省エネに貢献できる独自の制御技術を࠾
用したIH用高効率PWMインバータを紹介する。

2.　新ܕPWMインバータのಛ௕

2.1　IHと周波数のҰൠతなؔ܎
　加熱用途から周波数を決める場合，ビレットヒー
タや溶解なͲの全体加熱は周波数を低く設定し，通
常は10kHzະຬをબ୒する。一方，部分加熱は周波
数を高くする必要があり，表面焼き入れなͲは焼き
入れਂさから最ద周波数が決められ， 100kHz以上
の周波数が必要となることが多い。キュリー఺以上
の߯൘加熱も浸透ਂさの関܎で高い周波数が必要と
なる。

2.2　ฒྻڞৼ方式と௚ྻڞৼ方式
　IH電源は，ڞ振コンデンサを使ってڞ振回路を構
成することで加熱コイルに高周波大電流を流してい
る。
振の2つの方式ڞ振と௚ྻڞ振方式には，並ྻڞ　
がある。並ྻڞ振では，加熱コイルはڞ振コンデン
サに並ྻに接続され，௚ྻڞ振では，加熱コイルは
振コンデンサに௚ྻに接続される。10kHzະຬのڞ
低周波ྖ域では主に並ྻڞ振方式が，100kHz以上
の高周波ྖ域では主に௚ྻڞ振方式が使用される。
中間帯の10kHzから100kHzについてはͲちらの方式
も使用されている[2]。

2.3　PWMインバータのಛ௕
　PWMインバータシリーズの特長を示す[3][4]。

・SBT-PWシリーズの特長
(1)　並ྻڞ振ෛՙに対応
(2)　周波数0.3kHz～30kHz対応
(3)　電源力率໿95�，電源効率໿95�を実現
(4)　大電力最大3,200kWまで対応
(5)　電源入力高調波対策のための12ύルス対応
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　　電源効率໿95ˋ(インバータ部出力まで)
(4)　加熱立上り時間を半ݮ(50ms以下)
(5)　出力電力可変幅の最大化(最低出力0.1ˋ)
(6)　周波数੾ସが容қ
振コンデンサ内ଂ(ඪ準)ڞ　(7)
(8)　電源入力高調波対策のための12ύルス対応
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5.　SCT-SW400インバータ

　今回製品化したSCT-SW400について説明する。
SCT-SW400は，出力400kW，周波数30kHz～
300kHzであり，外؍は図12に示すように，長さ
2,000mm，高さ1,850mm，Ԟ850ߦmmとなってい
る。コンύクト設計によりSBT-PW400と同一ੇ法
にඪ準化されている。

図13に示すように200kWϢニット2୆で構成され，
出力トランスの2࣍ଆで合成されている。200kWを
ඪ準Ϣニット化し，それをෳ数連݁することで大容
量化しており，受電の12ύルス࢓様にも対応可能で
ある[7]。
振コンデンサの電ѹҐ૬に基ͮく周波数制御にڞ　
より，誘導加熱特有のෛՙ変動に൐うڞ振周波数変
化に対し，精度よく周波数自動௥ඌをߦうことが出
来る[8]。

　ᝑ体内部の熱解ੳも実施している。図14に，ᝑ体
内部における熱解ੳの݁果を示す。ダイΦードモ
ジュール，SiCインバータ等を60ˆとし，その他は
発熱量が最大となる৚݅を設定し解ੳをߦった。
PLC等の耐熱性の低い部品は55ˆ以下となる必要が
あるが，解ੳの݁果ᝑ体内温度が温度࢓様をຬたし
ていることを確ೝしている。

要である。
　図10に新型PWM方式のSBT-PWインバータと従
来型サイリスタインバータの電源効率(インバータ
出力電力ʗAC入力電力の஋)の比ֱを示す。通常使
用される出力40ˋから80ˋでは，໿10ˋの効率アッ
プとなっていることがわかる。
　なお，図9の電源力率，図11の電源効率ともに，
新型PWM方式は周波数2kHzにおける実ଌ஋であ
り，従来型サイリスタ方式は周波数1kHz以下の஋
で機関誌「工業加熱」からҾ用した[6]。

　図11に，新型PWMSiC方式(ダイΦード੔流)と当
社製従来型IGBT方式(サイリスタ੔流)の電源効率の
比ֱを示す。

　両方式ともに௚ྻڞ振方式でありڞ振コンデンサ
はᝑ体に内ଂされている。
　周波数30kHzの৚݅でインバータ部出力電力/AC
入力電力の஋で効率を表示している。
　グラフより，新型SCT-SWではଛࣦはۃめて小さ
く効率は97ˋ以上となっている。一方，従来型
IGBT方式では効率が3�程度ѱ化܏向にあることが
わかる。

ᶆ　'PGAにΑるデジタル制御化を実ݱ
　新開発のPWM制御では，図7の制御基൘に搭載し
たFPGA(Field Programmable Gate Array)を使った
デジタル制御化を実現した。これにより，出力立上
り時間が50ms以下に高速化され，出力電力可変幅
は最小໿0.1�まで可能となった。

4.　電ݯ力཰・電ޮݯ཰の্޲

4.1　電ݯ力཰の্޲
　IHでは，一般的には定֨出力の໿40�から80�程
度のൣғで使用することが多い。
　図8に，新型PWM方式のSBT-PWインバータと従
来型サイリスタ方式のインバータの出力電力に対す
る電源力率特性の比ֱを示す。新型PWMでは全体
的に力率がվળしており，特に，出力が80�以下で
は方式のҧいがݦஶに現れるためվળ度合いが大き
くなっている。

ᶅ　ಠࣗに新ن開発したPWM制御搭載
　下هの 2 つを同時に高速制御する独自の PWM 制
御技術を開発した [5]。図 5 に PWM 制御搭載のイン
バータܥ౷図を，図 6 に制御部での 2 つの制御につ
いて説明する。

制御 1ɿ誘導加熱ෛՙ変動にともなうڞ振周波数変 
 化への周波数自動௥ඌ。最小ύルス幅で௥ 
 ඌすることによりインバータ部に流れる高 
 周波電流を最小限にしている。
制御 2ɿ目ඪとするڞ振周波数でロックしύルス幅 
 可変による出力電力制御。

3.2　新ܕインバータ4ͭの技術のઆ໌
ᶃ　࠷新のύワー൒導体の࠾用
　SCT-SWでは，インバータ回路スイッνング素子
をシリコンからSiC(Silicon　Carbide)に変ߋした。
これにより，大電力の高速スイッνングが可能にな
り，PWM制御時のインバータଛࣦを大幅に低ݮで
きた。図3にSiCを࠾用した電ѹ型インバータ部のܥ
౷図内の配置を示す。

ᶄ　੔ྲྀ方式をサイリスタ式͔らμイΦーυ式へ
　ダイΦード੔流により，従来のようなサイリスタ
を使った঎用電ѹの఺ހ制御がなくなり，大幅な力
率վળと回路電流低ݮによる効率向上を実現した。
図 4 にܥ౷図内でのダイΦード੔流の配置を示す。

図2　 SCT-SWのߏ੒と4ͭの技術

図5　PWM制御ܥ౷

図3　 SJCの࠾用

図4　μイΦーυ式੔ྲྀ回路

ᶃ 最新のύワー半導体(SiC）の࠾用
ᶄ ੔流方式をサイリスタ式からダイΦード
 式へ
ᶅ 独自に新ن開発したPWM制御搭載
ᶆ FPGAによるデジタル制御化

　図9に，新型PWMSiC方式(ダイΦード੔流)と当社
製従来型IGBT(Insulated Gate Bipolar Transistor)方
式(サイリスタ੔流)の電源力率の比ֱを示す。新型
SCT-SWではほぼ全出力電力ൣғで໿95�のྑ޷な
力率となっている。一方，従来型IGBT方式では従
来のサイリスタ方式同様に力率がѱ化している。

4.2　電ޮݯ཰の্޲
　新型PWMインバータでは出力可変ख段は，イン
バータ部でのPWM制御になる。したがって，従来
のようなサイリスタを使ってAC電ѹの導通֯を制
御して௚流電ѹを可変する必要はなくなり，コン
バータ部はダイΦードのみとなる。
　また，インバータ部は従来の電流型インバータ回
路ではなく，電ѹ型インバータ回路を࠾用してお
り，従来のような大きな௚流リアクトルは不要であ
り，小型の高周波バイύスコンデンサ構成になって
いる。IGBTに௚ྻ接続する્ٯ止ダイΦードも不
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(1)　並ྻڞ振ෛՙに対応
(2)　周波数0.3kHz～30kHz対応
(3)　電源力率໿95�，電源効率໿95�を実現
(4)　大電力最大3,200kWまで対応
(5)　電源入力高調波対策のための12ύルス対応

・SCT-SWシリーズの特長
(1)　௚ྻڞ振ෛՙに対応
(2)　周波数30kHz～300kHz対応
(3)　電源力率໿95ˋ
　　電源効率໿95ˋ(インバータ部出力まで)
(4)　加熱立上り時間を半ݮ(50ms以下)
(5)　出力電力可変幅の最大化(最低出力0.1ˋ)
(6)　周波数੾ସが容қ
振コンデンサ内ଂ(ඪ準)ڞ　(7)
(8)　電源入力高調波対策のための12ύルス対応

3.　 新ܕインバータの4ͭの技術

3.1　新ܕPWMインバータのߏ੒と4ͭの技術
　図1にSBT-PW(並ྻ型)，図2にSCT-SW(௚ྻ型)の
構成と4つの技術をまとめた。

図1　SBT-PWのߏ੒と4ͭの技術

ᶃ IGBT素子࠾用
ᶄ ੔流方式をサイリスタ式からダイΦード
　 式へ
ᶅ 独自に新ن開発したPWM制御搭載
ᶆ FPGAによるデジタル制御化
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5.　SCT-SW400インバータ

　今回製品化したSCT-SW400について説明する。
SCT-SW400は，出力400kW，周波数30kHz～
300kHzであり，外؍は図12に示すように，長さ
2,000mm，高さ1,850mm，Ԟ850ߦmmとなってい
る。コンύクト設計によりSBT-PW400と同一ੇ法
にඪ準化されている。

図13に示すように200kWϢニット2୆で構成され，
出力トランスの2࣍ଆで合成されている。200kWを
ඪ準Ϣニット化し，それをෳ数連݁することで大容
量化しており，受電の12ύルス࢓様にも対応可能で
ある[7]。
振コンデンサの電ѹҐ૬に基ͮく周波数制御にڞ　
より，誘導加熱特有のෛՙ変動に൐うڞ振周波数変
化に対し，精度よく周波数自動௥ඌをߦうことが出
来る[8]。

　ᝑ体内部の熱解ੳも実施している。図14に，ᝑ体
内部における熱解ੳの݁果を示す。ダイΦードモ
ジュール，SiCインバータ等を60ˆとし，その他は
発熱量が最大となる৚݅を設定し解ੳをߦった。
PLC等の耐熱性の低い部品は55ˆ以下となる必要が
あるが，解ੳの݁果ᝑ体内温度が温度࢓様をຬたし
ていることを確ೝしている。

要である。
　図10に新型PWM方式のSBT-PWインバータと従
来型サイリスタインバータの電源効率(インバータ
出力電力ʗAC入力電力の஋)の比ֱを示す。通常使
用される出力40ˋから80ˋでは，໿10ˋの効率アッ
プとなっていることがわかる。
　なお，図9の電源力率，図11の電源効率ともに，
新型PWM方式は周波数2kHzにおける実ଌ஋であ
り，従来型サイリスタ方式は周波数1kHz以下の஋
で機関誌「工業加熱」からҾ用した[6]。

　図11に，新型PWMSiC方式(ダイΦード੔流)と当
社製従来型IGBT方式(サイリスタ੔流)の電源効率の
比ֱを示す。

　両方式ともに௚ྻڞ振方式でありڞ振コンデンサ
はᝑ体に内ଂされている。
　周波数30kHzの৚݅でインバータ部出力電力/AC
入力電力の஋で効率を表示している。
　グラフより，新型SCT-SWではଛࣦはۃめて小さ
く効率は97ˋ以上となっている。一方，従来型
IGBT方式では効率が3�程度ѱ化܏向にあることが
わかる。

ᶆ　'PGAにΑるデジタル制御化を実ݱ
　新開発のPWM制御では，図7の制御基൘に搭載し
たFPGA(Field Programmable Gate Array)を使った
デジタル制御化を実現した。これにより，出力立上
り時間が50ms以下に高速化され，出力電力可変幅
は最小໿0.1�まで可能となった。

4.　電ݯ力཰・電ޮݯ཰の্޲

4.1　電ݯ力཰の্޲
　IHでは，一般的には定֨出力の໿40�から80�程
度のൣғで使用することが多い。
　図8に，新型PWM方式のSBT-PWインバータと従
来型サイリスタ方式のインバータの出力電力に対す
る電源力率特性の比ֱを示す。新型PWMでは全体
的に力率がվળしており，特に，出力が80�以下で
は方式のҧいがݦஶに現れるためվળ度合いが大き
くなっている。

ᶅ　ಠࣗに新ن開発したPWM制御搭載
　下هの 2 つを同時に高速制御する独自の PWM 制
御技術を開発した [5]。図 5 に PWM 制御搭載のイン
バータܥ౷図を，図 6 に制御部での 2 つの制御につ
いて説明する。

制御 1ɿ誘導加熱ෛՙ変動にともなうڞ振周波数変 
 化への周波数自動௥ඌ。最小ύルス幅で௥ 
 ඌすることによりインバータ部に流れる高 
 周波電流を最小限にしている。
制御 2ɿ目ඪとするڞ振周波数でロックしύルス幅 
 可変による出力電力制御。

3.2　新ܕインバータ4ͭの技術のઆ໌
ᶃ　࠷新のύワー൒導体の࠾用
　SCT-SWでは，インバータ回路スイッνング素子
をシリコンからSiC(Silicon　Carbide)に変ߋした。
これにより，大電力の高速スイッνングが可能にな
り，PWM制御時のインバータଛࣦを大幅に低ݮで
きた。図3にSiCを࠾用した電ѹ型インバータ部のܥ
౷図内の配置を示す。

ᶄ　੔ྲྀ方式をサイリスタ式͔らμイΦーυ式へ
　ダイΦード੔流により，従来のようなサイリスタ
を使った঎用電ѹの఺ހ制御がなくなり，大幅な力
率վળと回路電流低ݮによる効率向上を実現した。
図 4 にܥ౷図内でのダイΦード੔流の配置を示す。

図2　 SCT-SWのߏ੒と4ͭの技術

図5　PWM制御ܥ౷

図3　 SJCの࠾用

図4　μイΦーυ式੔ྲྀ回路

ᶃ 最新のύワー半導体(SiC）の࠾用
ᶄ ੔流方式をサイリスタ式からダイΦード
 式へ
ᶅ 独自に新ن開発したPWM制御搭載
ᶆ FPGAによるデジタル制御化

　図9に，新型PWMSiC方式(ダイΦード੔流)と当社
製従来型IGBT(Insulated Gate Bipolar Transistor)方
式(サイリスタ੔流)の電源力率の比ֱを示す。新型
SCT-SWではほぼ全出力電力ൣғで໿95�のྑ޷な
力率となっている。一方，従来型IGBT方式では従
来のサイリスタ方式同様に力率がѱ化している。

4.2　電ޮݯ཰の্޲
　新型PWMインバータでは出力可変ख段は，イン
バータ部でのPWM制御になる。したがって，従来
のようなサイリスタを使ってAC電ѹの導通֯を制
御して௚流電ѹを可変する必要はなくなり，コン
バータ部はダイΦードのみとなる。
　また，インバータ部は従来の電流型インバータ回
路ではなく，電ѹ型インバータ回路を࠾用してお
り，従来のような大きな௚流リアクトルは不要であ
り，小型の高周波バイύスコンデンサ構成になって
いる。IGBTに௚ྻ接続する્ٯ止ダイΦードも不

ཁ　ࢫ

　製造現場では，脱炭素社会のૣ期実現に向けて機
器の省エネ化や生産の効率化への取り組み，また電
源環境のվળに向けては，電源力率や電源高調波の
低ݮなͲの要求がٸ速に拡大している。
　当社では，このような市場要求に対して，2020年
に下図(a)に示す30kHz以下の低周波用の新型PWM
(Pulse Width Modulation)インバータのൢചを開始
し，省エネ機器としてॱ調にൢച拡大中である。
　今回，さらに下図(b)に示す30kHz～300kHzの高周
波帯の用途に対して，「SCT-SWシリーズ」として
PWMインバータを開発・製品化し，IH用途のほぼ

全周波数ൣғを新方式のPWMインバータで製品ラ
インナップ化した。
　なお，2023年1月に，今回紹介する新型PWMイン
バータ(電源力率・電源効率վળ型PWM制御誘導加
熱インバータ)が，一般社団法人日本機械工業連合
会がબ定する令和4年度優秀省エネ脱炭素機器・シ
ステム表彰にて，資源エネルギーி長官賞を受賞し
た。（本技報のトピックス参照）
　本ߘでは，受賞対象製品となった並ྻڞ振方式の
「SBT-PWシリーズ」と，௚ྻڞ振方式の「SCT-SW
シリーズ」に関する4つの技術を中心に紹介する。

1.　·͕͖͑

　誘導加熱 IH(Induction Heating)は，加熱対象物を
非接触で自ݾ発熱させるためエネルギー効率が高く，
家ఉ用電磁調理器やIHジϟーਬ飯器なͲ社会に広く
するとともに，工場で使用される熱処理工程でٴී
もIHを利用する取り組みが増えている。工場では機
器の容量が大きくなるため効率アップによる省エネ
効果も大きなものになる[1]。
　脱炭素社会のૣ期実現に向けてۓ٤の՝୊となっ
ている機器の省エネ化への取り組み，また電源環境
のվળに向けては，電源力率や電源高調波の低ݮな
Ͳの要求がٸ速に拡大している。
　IH電源は周波数変׵のためのインバータが必ਢで
あり，そのIHインバータはύワー半導体とύワーエ
レクトロニクス技術の発展とڞに，より大電力へ，
より高周波へ，より高効率へと進化している。
　本ߘでは省エネに貢献できる独自の制御技術を࠾
用したIH用高効率PWMインバータを紹介する。

2.　新ܕPWMインバータのಛ௕

2.1　IHと周波数のҰൠతなؔ܎
　加熱用途から周波数を決める場合，ビレットヒー
タや溶解なͲの全体加熱は周波数を低く設定し，通
常は10kHzະຬをબ୒する。一方，部分加熱は周波
数を高くする必要があり，表面焼き入れなͲは焼き
入れਂさから最ద周波数が決められ， 100kHz以上
の周波数が必要となることが多い。キュリー఺以上
の߯൘加熱も浸透ਂさの関܎で高い周波数が必要と
なる。

2.2　ฒྻڞৼ方式と௚ྻڞৼ方式
　IH電源は，ڞ振コンデンサを使ってڞ振回路を構
成することで加熱コイルに高周波大電流を流してい
る。
振の2つの方式ڞ振と௚ྻڞ振方式には，並ྻڞ　
がある。並ྻڞ振では，加熱コイルはڞ振コンデン
サに並ྻに接続され，௚ྻڞ振では，加熱コイルは
振コンデンサに௚ྻに接続される。10kHzະຬのڞ
低周波ྖ域では主に並ྻڞ振方式が，100kHz以上
の高周波ྖ域では主に௚ྻڞ振方式が使用される。
中間帯の10kHzから100kHzについてはͲちらの方式
も使用されている[2]。

2.3　PWMインバータのಛ௕
　PWMインバータシリーズの特長を示す[3][4]。

・SBT-PWシリーズの特長
(1)　並ྻڞ振ෛՙに対応
(2)　周波数0.3kHz～30kHz対応
(3)　電源力率໿95�，電源効率໿95�を実現
(4)　大電力最大3,200kWまで対応
(5)　電源入力高調波対策のための12ύルス対応

・SCT-SWシリーズの特長
(1)　௚ྻڞ振ෛՙに対応
(2)　周波数30kHz～300kHz対応
(3)　電源力率໿95ˋ
　　電源効率໿95ˋ(インバータ部出力まで)
(4)　加熱立上り時間を半ݮ(50ms以下)
(5)　出力電力可変幅の最大化(最低出力0.1ˋ)
(6)　周波数੾ସが容қ
振コンデンサ内ଂ(ඪ準)ڞ　(7)
(8)　電源入力高調波対策のための12ύルス対応

3.　 新ܕインバータの4ͭの技術

3.1　新ܕPWMインバータのߏ੒と4ͭの技術
　図1にSBT-PW(並ྻ型)，図2にSCT-SW(௚ྻ型)の
構成と4つの技術をまとめた。

図1　SBT-PWのߏ੒と4ͭの技術

ᶃ IGBT素子࠾用
ᶄ ੔流方式をサイリスタ式からダイΦード
　 式へ
ᶅ 独自に新ن開発したPWM制御搭載
ᶆ FPGAによるデジタル制御化
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5.　SCT-SW400インバータ

　今回製品化したSCT-SW400について説明する。
SCT-SW400は，出力400kW，周波数30kHz～
300kHzであり，外؍は図12に示すように，長さ
2,000mm，高さ1,850mm，Ԟ850ߦmmとなってい
る。コンύクト設計によりSBT-PW400と同一ੇ法
にඪ準化されている。

図13に示すように200kWϢニット2୆で構成され，
出力トランスの2࣍ଆで合成されている。200kWを
ඪ準Ϣニット化し，それをෳ数連݁することで大容
量化しており，受電の12ύルス࢓様にも対応可能で
ある[7]。
振コンデンサの電ѹҐ૬に基ͮく周波数制御にڞ　
より，誘導加熱特有のෛՙ変動に൐うڞ振周波数変
化に対し，精度よく周波数自動௥ඌをߦうことが出
来る[8]。

　ᝑ体内部の熱解ੳも実施している。図14に，ᝑ体
内部における熱解ੳの݁果を示す。ダイΦードモ
ジュール，SiCインバータ等を60ˆとし，その他は
発熱量が最大となる৚݅を設定し解ੳをߦった。
PLC等の耐熱性の低い部品は55ˆ以下となる必要が
あるが，解ੳの݁果ᝑ体内温度が温度࢓様をຬたし
ていることを確ೝしている。

要である。
　図10に新型PWM方式のSBT-PWインバータと従
来型サイリスタインバータの電源効率(インバータ
出力電力ʗAC入力電力の஋)の比ֱを示す。通常使
用される出力40ˋから80ˋでは，໿10ˋの効率アッ
プとなっていることがわかる。
　なお，図9の電源力率，図11の電源効率ともに，
新型PWM方式は周波数2kHzにおける実ଌ஋であ
り，従来型サイリスタ方式は周波数1kHz以下の஋
で機関誌「工業加熱」からҾ用した[6]。

　図11に，新型PWMSiC方式(ダイΦード੔流)と当
社製従来型IGBT方式(サイリスタ੔流)の電源効率の
比ֱを示す。

　両方式ともに௚ྻڞ振方式でありڞ振コンデンサ
はᝑ体に内ଂされている。
　周波数30kHzの৚݅でインバータ部出力電力/AC
入力電力の஋で効率を表示している。
　グラフより，新型SCT-SWではଛࣦはۃめて小さ
く効率は97ˋ以上となっている。一方，従来型
IGBT方式では効率が3�程度ѱ化܏向にあることが
わかる。

ᶆ　'PGAにΑるデジタル制御化を実ݱ
　新開発のPWM制御では，図7の制御基൘に搭載し
たFPGA(Field Programmable Gate Array)を使った
デジタル制御化を実現した。これにより，出力立上
り時間が50ms以下に高速化され，出力電力可変幅
は最小໿0.1�まで可能となった。

4.　電ݯ力཰・電ޮݯ཰の্޲

4.1　電ݯ力཰の্޲
　IHでは，一般的には定֨出力の໿40�から80�程
度のൣғで使用することが多い。
　図8に，新型PWM方式のSBT-PWインバータと従
来型サイリスタ方式のインバータの出力電力に対す
る電源力率特性の比ֱを示す。新型PWMでは全体
的に力率がվળしており，特に，出力が80�以下で
は方式のҧいがݦஶに現れるためվળ度合いが大き
くなっている。

ᶅ　ಠࣗに新ن開発したPWM制御搭載
　下هの 2 つを同時に高速制御する独自の PWM 制
御技術を開発した [5]。図 5 に PWM 制御搭載のイン
バータܥ౷図を，図 6 に制御部での 2 つの制御につ
いて説明する。

制御 1ɿ誘導加熱ෛՙ変動にともなうڞ振周波数変 
 化への周波数自動௥ඌ。最小ύルス幅で௥ 
 ඌすることによりインバータ部に流れる高 
 周波電流を最小限にしている。
制御 2ɿ目ඪとするڞ振周波数でロックしύルス幅 
 可変による出力電力制御。

3.2　新ܕインバータ4ͭの技術のઆ໌
ᶃ　࠷新のύワー൒導体の࠾用
　SCT-SWでは，インバータ回路スイッνング素子
をシリコンからSiC(Silicon　Carbide)に変ߋした。
これにより，大電力の高速スイッνングが可能にな
り，PWM制御時のインバータଛࣦを大幅に低ݮで
きた。図3にSiCを࠾用した電ѹ型インバータ部のܥ
౷図内の配置を示す。

ᶄ　੔ྲྀ方式をサイリスタ式͔らμイΦーυ式へ
　ダイΦード੔流により，従来のようなサイリスタ
を使った঎用電ѹの఺ހ制御がなくなり，大幅な力
率վળと回路電流低ݮによる効率向上を実現した。
図 4 にܥ౷図内でのダイΦード੔流の配置を示す。

　図9に，新型PWMSiC方式(ダイΦード੔流)と当社
製従来型IGBT(Insulated Gate Bipolar Transistor)方
式(サイリスタ੔流)の電源力率の比ֱを示す。新型
SCT-SWではほぼ全出力電力ൣғで໿95�のྑ޷な
力率となっている。一方，従来型IGBT方式では従
来のサイリスタ方式同様に力率がѱ化している。

4.2　電ޮݯ཰の্޲
　新型PWMインバータでは出力可変ख段は，イン
バータ部でのPWM制御になる。したがって，従来
のようなサイリスタを使ってAC電ѹの導通֯を制
御して௚流電ѹを可変する必要はなくなり，コン
バータ部はダイΦードのみとなる。
　また，インバータ部は従来の電流型インバータ回
路ではなく，電ѹ型インバータ回路を࠾用してお
り，従来のような大きな௚流リアクトルは不要であ
り，小型の高周波バイύスコンデンサ構成になって
いる。IGBTに௚ྻ接続する્ٯ止ダイΦードも不

図10　ैདྷܕサイリスタ方式との電ޮݯ཰ൺֱ

図11　ैདྷܕIGBT方式との電ޮݯ཰ൺֱ

図12　SCT-SW400外؍
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　今回製品化したSCT-SW400について説明する。
SCT-SW400は，出力400kW，周波数30kHz～
300kHzであり，外؍は図12に示すように，長さ
2,000mm，高さ1,850mm，Ԟ850ߦmmとなってい
る。コンύクト設計によりSBT-PW400と同一ੇ法
にඪ準化されている。

図13に示すように200kWϢニット2୆で構成され，
出力トランスの2࣍ଆで合成されている。200kWを
ඪ準Ϣニット化し，それをෳ数連݁することで大容
量化しており，受電の12ύルス࢓様にも対応可能で
ある[7]。
振コンデンサの電ѹҐ૬に基ͮく周波数制御にڞ　
より，誘導加熱特有のෛՙ変動に൐うڞ振周波数変
化に対し，精度よく周波数自動௥ඌをߦうことが出
来る[8]。

　ᝑ体内部の熱解ੳも実施している。図14に，ᝑ体
内部における熱解ੳの݁果を示す。ダイΦードモ
ジュール，SiCインバータ等を60ˆとし，その他は
発熱量が最大となる৚݅を設定し解ੳをߦった。
PLC等の耐熱性の低い部品は55ˆ以下となる必要が
あるが，解ੳの݁果ᝑ体内温度が温度࢓様をຬたし
ていることを確ೝしている。

要である。
　図10に新型PWM方式のSBT-PWインバータと従
来型サイリスタインバータの電源効率(インバータ
出力電力ʗAC入力電力の஋)の比ֱを示す。通常使
用される出力40ˋから80ˋでは，໿10ˋの効率アッ
プとなっていることがわかる。
　なお，図9の電源力率，図11の電源効率ともに，
新型PWM方式は周波数2kHzにおける実ଌ஋であ
り，従来型サイリスタ方式は周波数1kHz以下の஋
で機関誌「工業加熱」からҾ用した[6]。

　図11に，新型PWMSiC方式(ダイΦード੔流)と当
社製従来型IGBT方式(サイリスタ੔流)の電源効率の
比ֱを示す。

　両方式ともに௚ྻڞ振方式でありڞ振コンデンサ
はᝑ体に内ଂされている。
　周波数30kHzの৚݅でインバータ部出力電力/AC
入力電力の஋で効率を表示している。
　グラフより，新型SCT-SWではଛࣦはۃめて小さ
く効率は97ˋ以上となっている。一方，従来型
IGBT方式では効率が3�程度ѱ化܏向にあることが
わかる。

ᶆ　'PGAにΑるデジタル制御化を実ݱ
　新開発のPWM制御では，図7の制御基൘に搭載し
たFPGA(Field Programmable Gate Array)を使った
デジタル制御化を実現した。これにより，出力立上
り時間が50ms以下に高速化され，出力電力可変幅
は最小໿0.1�まで可能となった。

4.　電ݯ力཰・電ޮݯ཰の্޲

4.1　電ݯ力཰の্޲
　IHでは，一般的には定֨出力の໿40�から80�程
度のൣғで使用することが多い。
　図8に，新型PWM方式のSBT-PWインバータと従
来型サイリスタ方式のインバータの出力電力に対す
る電源力率特性の比ֱを示す。新型PWMでは全体
的に力率がվળしており，特に，出力が80�以下で
は方式のҧいがݦஶに現れるためվળ度合いが大き
くなっている。

ᶅ　ಠࣗに新ن開発したPWM制御搭載
　下هの 2 つを同時に高速制御する独自の PWM 制
御技術を開発した [5]。図 5 に PWM 制御搭載のイン
バータܥ౷図を，図 6 に制御部での 2 つの制御につ
いて説明する。

制御 1ɿ誘導加熱ෛՙ変動にともなうڞ振周波数変 
 化への周波数自動௥ඌ。最小ύルス幅で௥ 
 ඌすることによりインバータ部に流れる高 
 周波電流を最小限にしている。
制御 2ɿ目ඪとするڞ振周波数でロックしύルス幅 
 可変による出力電力制御。

3.2　新ܕインバータ4ͭの技術のઆ໌
ᶃ　࠷新のύワー൒導体の࠾用
　SCT-SWでは，インバータ回路スイッνング素子
をシリコンからSiC(Silicon　Carbide)に変ߋした。
これにより，大電力の高速スイッνングが可能にな
り，PWM制御時のインバータଛࣦを大幅に低ݮで
きた。図3にSiCを࠾用した電ѹ型インバータ部のܥ
౷図内の配置を示す。

ᶄ　੔ྲྀ方式をサイリスタ式͔らμイΦーυ式へ
　ダイΦード੔流により，従来のようなサイリスタ
を使った঎用電ѹの఺ހ制御がなくなり，大幅な力
率վળと回路電流低ݮによる効率向上を実現した。
図 4 にܥ౷図内でのダイΦード੔流の配置を示す。
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図6　PWM制御のઆ໌ 　図9に，新型PWMSiC方式(ダイΦード੔流)と当社
製従来型IGBT(Insulated Gate Bipolar Transistor)方
式(サイリスタ੔流)の電源力率の比ֱを示す。新型
SCT-SWではほぼ全出力電力ൣғで໿95�のྑ޷な
力率となっている。一方，従来型IGBT方式では従
来のサイリスタ方式同様に力率がѱ化している。

4.2　電ޮݯ཰の্޲
　新型PWMインバータでは出力可変ख段は，イン
バータ部でのPWM制御になる。したがって，従来
のようなサイリスタを使ってAC電ѹの導通֯を制
御して௚流電ѹを可変する必要はなくなり，コン
バータ部はダイΦードのみとなる。
　また，インバータ部は従来の電流型インバータ回
路ではなく，電ѹ型インバータ回路を࠾用してお
り，従来のような大きな௚流リアクトルは不要であ
り，小型の高周波バイύスコンデンサ構成になって
いる。IGBTに௚ྻ接続する્ٯ止ダイΦードも不
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利ণ　ڮ∁

.icroXave products that support our lives

Toshimasa　TA,AHASHI

1.　·͕͖͑

　当社の前身は昭和初期に日本海܉が，後にϊーϕ
ル物理学賞を受賞するே永振一࿠ࢯらをটᡈし，設
立したマイクロ波に関する研究ॴである。
　マイクロ波とは電磁波の1つで，波長や周波数に
よって特௃やその用途が図1のようにҟなる。

　生活の身近なところでは電子レンジ，これはマイ
クロ波を加熱用途として利用している。また，携帯
電話，無線LANや衛星放送なͲは通信用途として利
用している事例である。他にも，マイクロ波の௚進
性を活用したシステムとして気象レーダや船舶用
レーダ等にも幅広く利用されている。
　なお，マイクロ波は，図2に示すようにその周波
数帯によっていくつかの種類に分類される。

近年では，ミリ波帯とݺばれる周波数30～300GHz
においてデータの大容量化が可能であり，電波の௚
進性が高いことからޫ٭をཋͼている。

　その特性を生かし，車載レーダ，金属୳知機に代
わるセキュリティ，ྻ車のワンマン化やホーム管理
なͲへも利用分野が広がっている。
　当社は創業以来培ってきたマイクロ波・ミリ波技
術を進化発展させ，無線通信やレーダなͲの社会イ
ンフラ機器から，人工衛星や放射線機器用コンポー
ネントまで新たな製品をڙ給し続けてきた。
　本ߘでは，米国を初め各国で打ち上げڝ૪がܹし
い通信衛星に向けた関連機器等について，これらの
市場動向や技術動向を౿まえて開発した最新の当社
製品について紹介する。

2.　Q-BaOE LNBの開発

　衛星通信は，1964 年に設立された国ࡍ電気通信衛
星機構（INTELSAT）により঎業衛星通信が開始
された。1980年代には超小型衛星通信地球局 VSAT
（Very Small Aperture Terminal）システムがొ場
し，1m前後の小ܘޱアンテナを持つ小型化された
Ϣーザ端຤により多数の地఺のϢーザをऩ容できる
ネットワークが構築されることとなった。
　近年では，地球表面から2000km以下の軌道を周
回している低軌道衛星を多数連携・同調させる衛星
コンステレーション化を図り，ઈえず地球全౔を෴
うことで，途੾れずカバーൣғの広い衛星通信を可
能にしているが，ߋなるひっ迫する電波資源への対
策として地上との通信周波数には広い帯域が確อで
きるQ帯が国ࡍ電気通信連合（IT6）で周波数割り
当てされており，衛星通信においてもQ帯の活用が
期待されているʦ3ʧ。
　これまで培ってきたミリ波技術を活用し，RF周
波数37.5GHz～42.5GHz，帯域幅5GHzで6バンド対
応，雑音指数 2.5dB typ，の広帯域低雑音Q-Band 
LNB（図3）を開発した。

3.　Q-BaOE広帯域Ξイιレータٴͼ,a帯BGA
サーキュレータの開発

　アイιレータٴͼサーキュレータはマイクロ波఻
送に不可ܽな部品であり，アンテナから入った電波
をスムーズに回路に送りࠐΉとともに，ҟ常反射を
ऩさせ，熱としてফඅさٵ体に߅こした電波は఍ى
せる。
　先の広帯域低雑音Q-Band LNBを実現するための
アイιレータを開発した。
　Q-Bandでは37.5～42.5GHzの帯域が割り当てられ
ている。LNBに入力される信߸がͲのҐ૬でも安定
した性能をಘるにはアイιレータを取り付ける必要
があるが，従来のミリ波帯におけるアイιレータは
通ա周波数帯域がڱく，また信߸がアイιレータを
通աするࡍに発生する電力ଛࣦが大きい。今回，比
帯域が10ˋ以上と広帯域で低ଛࣦを実現した広帯域
アイιレータ（図4）を紹介する。

　また，リフロー実装することが可能なBGA（Ball 
Grid Array）タイプの,a帯サーキュレータ（図5）
を開発した。

　,a帯とは26-40 GHzまでの周波数帯域を示し，第5
世代移動体通信システム，ローカル5G並ͼに衛星通
信システムなͲ利用ྖ域は広がりを見せ，それらの
機器への利用が期待される。
　当社が製造したBGAサーキュレータは，従来のマ
イクロストリップライン型やドロップイン型と比べ
小型化（当社比）を実現した。また，表面実装部品
としてリフロー実装が可能なため，生産コストの࡟
。に貢献しているʦ4ʧݮ

4.　マイクロ波コンポーωントの3%ϓリティンάと
ੑೳධՁ

　3Dプリンタによる造形がϒームとなり，樹脂製
であれば10ສ円程度のプリンターがൢചされߋにೝ
知度が向上した。金属の3Dプリンタも進歩し，従
来ख作業で製造していたマイクロ波コンポーネント
（ロータリージョイントٴͼサーキュレータ：図6）
へも応用，ෳ雑な形状やඍ細な構造を一体で実現す
るという՝୊解決に挑んだ。

5.　Ή͢ͼ

　以上，当社の最新のマイクロ波・ミリ波製品の概
要を紹介した。今後もタイムリーにध要を取ࠐんだ
製品を拡充しつつ，٬ސຬ足度向上を目指した小型
高性能製品を開発し，ެڞインフラの高度化に貢献
していく。
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6.　Ή͢ͼ

　今回，IH用新型PWMインバータの製品ライン
ナップに࠾用した4つの新技術を中心に紹介した。
　今後もIH装置の技術革新への取り組みを継続し，
さらなる工場の省エネ化を実現し，ૣٸな対応が求
められている脱炭素社会の実現に貢献していくॴଘ
である。
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1.　·͕͖͑

　当社の前身は昭和初期に日本海܉が，後にϊーϕ
ル物理学賞を受賞するே永振一࿠ࢯらをটᡈし，設
立したマイクロ波に関する研究ॴである。
　マイクロ波とは電磁波の1つで，波長や周波数に
よって特௃やその用途が図1のようにҟなる。

　生活の身近なところでは電子レンジ，これはマイ
クロ波を加熱用途として利用している。また，携帯
電話，無線LANや衛星放送なͲは通信用途として利
用している事例である。他にも，マイクロ波の௚進
性を活用したシステムとして気象レーダや船舶用
レーダ等にも幅広く利用されている。
　なお，マイクロ波は，図2に示すようにその周波
数帯によっていくつかの種類に分類される。

近年では，ミリ波帯とݺばれる周波数30～300GHz
においてデータの大容量化が可能であり，電波の௚
進性が高いことからޫ٭をཋͼている。

　その特性を生かし，車載レーダ，金属୳知機に代
わるセキュリティ，ྻ車のワンマン化やホーム管理
なͲへも利用分野が広がっている。
　当社は創業以来培ってきたマイクロ波・ミリ波技
術を進化発展させ，無線通信やレーダなͲの社会イ
ンフラ機器から，人工衛星や放射線機器用コンポー
ネントまで新たな製品をڙ給し続けてきた。
　本ߘでは，米国を初め各国で打ち上げڝ૪がܹし
い通信衛星に向けた関連機器等について，これらの
市場動向や技術動向を౿まえて開発した最新の当社
製品について紹介する。

2.　Q-BaOE LNBの開発

　衛星通信は，1964 年に設立された国ࡍ電気通信衛
星機構（INTELSAT）により঎業衛星通信が開始
された。1980年代には超小型衛星通信地球局 VSAT
（Very Small Aperture Terminal）システムがొ場
し，1m前後の小ܘޱアンテナを持つ小型化された
Ϣーザ端຤により多数の地఺のϢーザをऩ容できる
ネットワークが構築されることとなった。
　近年では，地球表面から2000km以下の軌道を周
回している低軌道衛星を多数連携・同調させる衛星
コンステレーション化を図り，ઈえず地球全౔を෴
うことで，途੾れずカバーൣғの広い衛星通信を可
能にしているが，ߋなるひっ迫する電波資源への対
策として地上との通信周波数には広い帯域が確อで
きるQ帯が国ࡍ電気通信連合（IT6）で周波数割り
当てされており，衛星通信においてもQ帯の活用が
期待されているʦ3ʧ。
　これまで培ってきたミリ波技術を活用し，RF周
波数37.5GHz～42.5GHz，帯域幅5GHzで6バンド対
応，雑音指数 2.5dB typ，の広帯域低雑音Q-Band 
LNB（図3）を開発した。

3.　Q-BaOE広帯域Ξイιレータٴͼ,a帯BGA
サーキュレータの開発

　アイιレータٴͼサーキュレータはマイクロ波఻
送に不可ܽな部品であり，アンテナから入った電波
をスムーズに回路に送りࠐΉとともに，ҟ常反射を
ऩさせ，熱としてফඅさٵ体に߅こした電波は఍ى
せる。
　先の広帯域低雑音Q-Band LNBを実現するための
アイιレータを開発した。
　Q-Bandでは37.5～42.5GHzの帯域が割り当てられ
ている。LNBに入力される信߸がͲのҐ૬でも安定
した性能をಘるにはアイιレータを取り付ける必要
があるが，従来のミリ波帯におけるアイιレータは
通ա周波数帯域がڱく，また信߸がアイιレータを
通աするࡍに発生する電力ଛࣦが大きい。今回，比
帯域が10ˋ以上と広帯域で低ଛࣦを実現した広帯域
アイιレータ（図4）を紹介する。

　また，リフロー実装することが可能なBGA（Ball 
Grid Array）タイプの,a帯サーキュレータ（図5）
を開発した。

　,a帯とは26-40 GHzまでの周波数帯域を示し，第5
世代移動体通信システム，ローカル5G並ͼに衛星通
信システムなͲ利用ྖ域は広がりを見せ，それらの
機器への利用が期待される。
　当社が製造したBGAサーキュレータは，従来のマ
イクロストリップライン型やドロップイン型と比べ
小型化（当社比）を実現した。また，表面実装部品
としてリフロー実装が可能なため，生産コストの࡟
。に貢献しているʦ4ʧݮ

4.　マイクロ波コンポーωントの3%ϓリティンάと
ੑೳධՁ

　3Dプリンタによる造形がϒームとなり，樹脂製
であれば10ສ円程度のプリンターがൢചされߋにೝ
知度が向上した。金属の3Dプリンタも進歩し，従
来ख作業で製造していたマイクロ波コンポーネント
（ロータリージョイントٴͼサーキュレータ：図6）
へも応用，ෳ雑な形状やඍ細な構造を一体で実現す
るという՝୊解決に挑んだ。

5.　Ή͢ͼ

　以上，当社の最新のマイクロ波・ミリ波製品の概
要を紹介した。今後もタイムリーにध要を取ࠐんだ
製品を拡充しつつ，٬ސຬ足度向上を目指した小型
高性能製品を開発し，ެڞインフラの高度化に貢献
していく。

参考文献

[1]　૯຿省,電波利用ホームページ
　　周波数帯ごとの主な用途と電波の特௃
[2]　国立ఱจ୆,周波数資源อࣨޢホームページ
　　電波ఱจ؍ଌとఱจ؍ଌを継続するために
　　知っておきたい用ޠ集

[3]　電子৘報通信学会,知ࣝϕース知ࣝの森
　　ホームページ57܈ฤ衛星通信
[4]　島田理化技報　No.27（2021）
”インフラに貢献するマイクロ波新製品ڞެ“　　

චऀ঺հ
　　　　事業本部　電子Ӧ業部
རণ　ڮ∁　　　　

図3　Q-BaOE LNB外؍

図1　周波数帯͝との主な用途と電波のಛ௃ʦ1ʧ

図2　マイクロ波の周波数帯域ݺশの例ʦ2ʧ

図13　SCT-SW400 ϒロック図

図14　SCT-SW400ਖ਼໘熱ղੳ݁Ռ

[5]　特ڐ第6959432߸“インバータ装置およͼ
　　インバータ装置の制御方法”
[6]　ଠ田“高周波誘導࿍における新しい1電源
　　2࿍ӡ転方式“ύワーシΣア””
　　機関ࢴ工業加熱Vol.34，No.4
[7]　特ڐ第4134059߸“電源装置”
[8]　特ڐ第6832402߸“インバータ装置およͼ
　　インバータ装置の制御方法”

ஶऀ঺հ

　　　　生産本部
　　　　ύワエレシステム技術部
　　　  দݪ　༎ี

　　　　生産本部
　　　　ύワエレ技術౷ׅ
　　　  ੴؒ　ษ

6.　Ή͢ͼ

　今回，IH用新型PWMインバータの製品ライン
ナップに࠾用した4つの新技術を中心に紹介した。
　今後もIH装置の技術革新への取り組みを継続し，
さらなる工場の省エネ化を実現し，ૣٸな対応が求
められている脱炭素社会の実現に貢献していくॴଘ
である。
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Atsushi I,EDA

ཁ　ࢫ
　第5世代移動通信システム（5G）を始めとした高
速大容量で超低遅延な通信が始まり，IoTによる
人・モϊの動き，社会基盤の変革が期待されてい
る。IoTの進展には地球上のあらΏる場ॴで「いつ
でも，Ͳこでもつながる」ことがۃめて重要であ
り，デジタルデバイドの解ফや航空機，船舶なͲ移
動体との通信には衛星通信がܽかせない。特に低軌
道衛星は比ֱ的地球から近いڑ཭を周回する軌道を
ඳき，低遅延と低ଛࣦなͲの఻送上の特長があるた
め，طに多く打ち上げられている。
　低軌道衛星通信の利用周波数は,a帯が先ߦする
が，ひっ迫する電波資源への対策として地上との通

信周波数には広い帯域が確อできるQ帯が国ࡍ電気
通信連合（IT6）で周波数割り当てされており，衛
星通信においてもQ帯の活用が期待されているʦ1ʧ。
　当社は，衛星通信におけるVSAT（超小型地球
局）用のLNBを事業の一つとしており，これまでC
帯，X帯，,u帯，,a帯のLNBを開発，製造，ൢച
してきた。低軌道衛星による衛星コンステレーショ
ン時代をܴえるなか，当社のLNB事業はQ帯LNBの
開発に着खし，RF周波数37.5GHz～42.5GHz，帯域
幅5GHzで6バンド対応，雑音指数(以下，Noise 
Figure) 2.5dB typ.の広帯域低雑音Q-Band LNBを開
発した。

IT6にΑるQ帯周波数配置とサーϏス

1.　·͕͖͑

 VSATシステムにおける地球局はアンテナ,送受信
モジュールならͼにネットワーク接続機能を有した
Terminal/Modem等で構成され，通信インフラの
੔っていないエリアとの通信を可能にし，地上・海
上໰わず，移動車両，航空機なͲ世界中で幅広く利
用されているʦ2ʧ。
加えて高速大容量通信なͲ多様なサービスをఏڙす
るために低軌道衛星による様々な衛星コンステレー
ションシステムが計画されており，地上との通信周
波数には広い帯域が確อできるQ帯の活用が期待さ
れている。
　当社は，VSAT地球局用送受信モジュールを構成
するQ-Band LNBの開発に着खし，ࢼ作機を開発し
た。他社を྇կする広帯域かつ低雑音な特性を実現
するために，まずはキーとなる主要ύーπの要素技
術開発を実施し，その技術を取りࠐんで製品開発を
実施した。RF周波数37.5GHz～42.5GHzで6バンドに
対応し，Noise Figure 2.5dB typ.の広帯域かつ低雑
音なQ-Band LNBは様々なエリアやサービスに対応
可能であり，インフラ੔備を効率化し，デジタルデ
バイドの解ফとIoTの発展に貢献することができ
る。
　本ߘでは，Q-Band LNBの要素技術開発，製品構
成,主要性能，՝୊と対策，今後の計画について紹介
する。

2.　ཁૉ技術開発

2.1　広帯域Ξイιレータ
　従来品より広帯域かつ低ଛࣦの導波管アイιレー
タを開発した。詳細については，後ߘの特集࿦จ
「ミリ波帯超広帯域アイιレータの開発」で紹介す
る。本ߘでは，以降WG-IS0とশす。

2.2　導波管ʗマイクロストリッϓラインม׵
　図1に導波管ʗマイクロストリップライン変׵
（以下WG/MSLとশす）の解ੳモデルを，図2にリ
ターンロスとૠ入ଛࣦの評価݁果を示す。
　図1の解ੳモデルはยଆが導波管（WG）で他方が
マイクロストリップライン（MSL）であるが，この
形ଶでは評価する時にߍਖ਼ができないため，図2の
評価においては両ଆを導波管インターフΣースで実
施している。リターンロス，ૠ入ଛࣦともに計ࢉ஋
とଌ定஋はよく一致しており，ྑ޷な݁果がಘられ
た。

2.3　MCM（MVMUJ-CIJQ-MoEVMe）
　Q帯で使用できるIC （Integrated Circuit）はϕア
νップが主流であるため，耐環境性，信པ性を確อ
す る た め ύ ッ ケ ー ジ に 入 れ る 必 要 が あ る
（MCM）。このύッケージ実装は自社でߦい，容
қに໛฿できない構造としている。
　図3にMCMの評価方法を示す。MCM୯体を基準
面にして評価することは難しいため，導波管イン
ターフΣースでଌ定する基൘と࣏具を製作し，その
ଌ定஋から不要なύラメータをআڈ（de-embed）
してMCMのみのデータをந出した。図4にMCMの
Noise FigureとGainの評価݁果を示す。周波数帯域
37.5GHz～42.5GHz（帯域幅5GHz）において，Noise 
Figure 1.9dB以下，Gain 27.5dB以上のྑ޷な性能を
ୡ成することができた。
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1.　·͕͖͑

　当社の前身は昭和初期に日本海܉が，後にϊーϕ
ル物理学賞を受賞するே永振一࿠ࢯらをটᡈし，設
立したマイクロ波に関する研究ॴである。
　マイクロ波とは電磁波の1つで，波長や周波数に
よって特௃やその用途が図1のようにҟなる。

　生活の身近なところでは電子レンジ，これはマイ
クロ波を加熱用途として利用している。また，携帯
電話，無線LANや衛星放送なͲは通信用途として利
用している事例である。他にも，マイクロ波の௚進
性を活用したシステムとして気象レーダや船舶用
レーダ等にも幅広く利用されている。
　なお，マイクロ波は，図2に示すようにその周波
数帯によっていくつかの種類に分類される。

近年では，ミリ波帯とݺばれる周波数30～300GHz
においてデータの大容量化が可能であり，電波の௚
進性が高いことからޫ٭をཋͼている。

　その特性を生かし，車載レーダ，金属୳知機に代
わるセキュリティ，ྻ車のワンマン化やホーム管理
なͲへも利用分野が広がっている。
　当社は創業以来培ってきたマイクロ波・ミリ波技
術を進化発展させ，無線通信やレーダなͲの社会イ
ンフラ機器から，人工衛星や放射線機器用コンポー
ネントまで新たな製品をڙ給し続けてきた。
　本ߘでは，米国を初め各国で打ち上げڝ૪がܹし
い通信衛星に向けた関連機器等について，これらの
市場動向や技術動向を౿まえて開発した最新の当社
製品について紹介する。

2.　Q-BaOE LNBの開発

　衛星通信は，1964 年に設立された国ࡍ電気通信衛
星機構（INTELSAT）により঎業衛星通信が開始
された。1980年代には超小型衛星通信地球局 VSAT
（Very Small Aperture Terminal）システムがొ場
し，1m前後の小ܘޱアンテナを持つ小型化された
Ϣーザ端຤により多数の地఺のϢーザをऩ容できる
ネットワークが構築されることとなった。
　近年では，地球表面から2000km以下の軌道を周
回している低軌道衛星を多数連携・同調させる衛星
コンステレーション化を図り，ઈえず地球全౔を෴
うことで，途੾れずカバーൣғの広い衛星通信を可
能にしているが，ߋなるひっ迫する電波資源への対
策として地上との通信周波数には広い帯域が確อで
きるQ帯が国ࡍ電気通信連合（IT6）で周波数割り
当てされており，衛星通信においてもQ帯の活用が
期待されているʦ3ʧ。
　これまで培ってきたミリ波技術を活用し，RF周
波数37.5GHz～42.5GHz，帯域幅5GHzで6バンド対
応，雑音指数 2.5dB typ，の広帯域低雑音Q-Band 
LNB（図3）を開発した。

3.　Q-BaOE広帯域Ξイιレータٴͼ,a帯BGA
サーキュレータの開発

　アイιレータٴͼサーキュレータはマイクロ波఻
送に不可ܽな部品であり，アンテナから入った電波
をスムーズに回路に送りࠐΉとともに，ҟ常反射を
ऩさせ，熱としてফඅさٵ体に߅こした電波は఍ى
せる。
　先の広帯域低雑音Q-Band LNBを実現するための
アイιレータを開発した。
　Q-Bandでは37.5～42.5GHzの帯域が割り当てられ
ている。LNBに入力される信߸がͲのҐ૬でも安定
した性能をಘるにはアイιレータを取り付ける必要
があるが，従来のミリ波帯におけるアイιレータは
通ա周波数帯域がڱく，また信߸がアイιレータを
通աするࡍに発生する電力ଛࣦが大きい。今回，比
帯域が10ˋ以上と広帯域で低ଛࣦを実現した広帯域
アイιレータ（図4）を紹介する。

　また，リフロー実装することが可能なBGA（Ball 
Grid Array）タイプの,a帯サーキュレータ（図5）
を開発した。

　,a帯とは26-40 GHzまでの周波数帯域を示し，第5
世代移動体通信システム，ローカル5G並ͼに衛星通
信システムなͲ利用ྖ域は広がりを見せ，それらの
機器への利用が期待される。
　当社が製造したBGAサーキュレータは，従来のマ
イクロストリップライン型やドロップイン型と比べ
小型化（当社比）を実現した。また，表面実装部品
としてリフロー実装が可能なため，生産コストの࡟
。に貢献しているʦ4ʧݮ

4.　マイクロ波コンポーωントの3%ϓリティンάと
ੑೳධՁ

　3Dプリンタによる造形がϒームとなり，樹脂製
であれば10ສ円程度のプリンターがൢചされߋにೝ
知度が向上した。金属の3Dプリンタも進歩し，従
来ख作業で製造していたマイクロ波コンポーネント
（ロータリージョイントٴͼサーキュレータ：図6）
へも応用，ෳ雑な形状やඍ細な構造を一体で実現す
るという՝୊解決に挑んだ。

5.　Ή͢ͼ

　以上，当社の最新のマイクロ波・ミリ波製品の概
要を紹介した。今後もタイムリーにध要を取ࠐんだ
製品を拡充しつつ，٬ސຬ足度向上を目指した小型
高性能製品を開発し，ެڞインフラの高度化に貢献
していく。
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ཁ　ࢫ
　第5世代移動通信システム（5G）を始めとした高
速大容量で超低遅延な通信が始まり，IoTによる
人・モϊの動き，社会基盤の変革が期待されてい
る。IoTの進展には地球上のあらΏる場ॴで「いつ
でも，Ͳこでもつながる」ことがۃめて重要であ
り，デジタルデバイドの解ফや航空機，船舶なͲ移
動体との通信には衛星通信がܽかせない。特に低軌
道衛星は比ֱ的地球から近いڑ཭を周回する軌道を
ඳき，低遅延と低ଛࣦなͲの఻送上の特長があるた
め，طに多く打ち上げられている。
　低軌道衛星通信の利用周波数は,a帯が先ߦする
が，ひっ迫する電波資源への対策として地上との通

信周波数には広い帯域が確อできるQ帯が国ࡍ電気
通信連合（IT6）で周波数割り当てされており，衛
星通信においてもQ帯の活用が期待されているʦ1ʧ。
　当社は，衛星通信におけるVSAT（超小型地球
局）用のLNBを事業の一つとしており，これまでC
帯，X帯，,u帯，,a帯のLNBを開発，製造，ൢച
してきた。低軌道衛星による衛星コンステレーショ
ン時代をܴえるなか，当社のLNB事業はQ帯LNBの
開発に着खし，RF周波数37.5GHz～42.5GHz，帯域
幅5GHzで6バンド対応，雑音指数(以下，Noise 
Figure) 2.5dB typ.の広帯域低雑音Q-Band LNBを開
発した。

IT6にΑるQ帯周波数配置とサーϏス

1.　·͕͖͑

 VSATシステムにおける地球局はアンテナ,送受信
モジュールならͼにネットワーク接続機能を有した
Terminal/Modem等で構成され，通信インフラの
੔っていないエリアとの通信を可能にし，地上・海
上໰わず，移動車両，航空機なͲ世界中で幅広く利
用されているʦ2ʧ。
加えて高速大容量通信なͲ多様なサービスをఏڙす
るために低軌道衛星による様々な衛星コンステレー
ションシステムが計画されており，地上との通信周
波数には広い帯域が確อできるQ帯の活用が期待さ
れている。
　当社は，VSAT地球局用送受信モジュールを構成
するQ-Band LNBの開発に着खし，ࢼ作機を開発し
た。他社を྇կする広帯域かつ低雑音な特性を実現
するために，まずはキーとなる主要ύーπの要素技
術開発を実施し，その技術を取りࠐんで製品開発を
実施した。RF周波数37.5GHz～42.5GHzで6バンドに
対応し，Noise Figure 2.5dB typ.の広帯域かつ低雑
音なQ-Band LNBは様々なエリアやサービスに対応
可能であり，インフラ੔備を効率化し，デジタルデ
バイドの解ফとIoTの発展に貢献することができ
る。
　本ߘでは，Q-Band LNBの要素技術開発，製品構
成,主要性能，՝୊と対策，今後の計画について紹介
する。

2.　ཁૉ技術開発

2.1　広帯域Ξイιレータ
　従来品より広帯域かつ低ଛࣦの導波管アイιレー
タを開発した。詳細については，後ߘの特集࿦จ
「ミリ波帯超広帯域アイιレータの開発」で紹介す
る。本ߘでは，以降WG-IS0とশす。

2.2　導波管ʗマイクロストリッϓラインม׵
　図1に導波管ʗマイクロストリップライン変׵
（以下WG/MSLとশす）の解ੳモデルを，図2にリ
ターンロスとૠ入ଛࣦの評価݁果を示す。
　図1の解ੳモデルはยଆが導波管（WG）で他方が
マイクロストリップライン（MSL）であるが，この
形ଶでは評価する時にߍਖ਼ができないため，図2の
評価においては両ଆを導波管インターフΣースで実
施している。リターンロス，ૠ入ଛࣦともに計ࢉ஋
とଌ定஋はよく一致しており，ྑ޷な݁果がಘられ
た。

2.3　MCM（MVMUJ-CIJQ-MoEVMe）
　Q帯で使用できるIC （Integrated Circuit）はϕア
νップが主流であるため，耐環境性，信པ性を確อ
す る た め ύ ッ ケ ー ジ に 入 れ る 必 要 が あ る
（MCM）。このύッケージ実装は自社でߦい，容
қに໛฿できない構造としている。
　図3にMCMの評価方法を示す。MCM୯体を基準
面にして評価することは難しいため，導波管イン
ターフΣースでଌ定する基൘と࣏具を製作し，その
ଌ定஋から不要なύラメータをআڈ（de-embed）
してMCMのみのデータをந出した。図4にMCMの
Noise FigureとGainの評価݁果を示す。周波数帯域
37.5GHz～42.5GHz（帯域幅5GHz）において，Noise 
Figure 1.9dB以下，Gain 27.5dB以上のྑ޷な性能を
ୡ成することができた。
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　当社の前身は昭和初期に日本海܉が，後にϊーϕ
ル物理学賞を受賞するே永振一࿠ࢯらをটᡈし，設
立したマイクロ波に関する研究ॴである。
　マイクロ波とは電磁波の1つで，波長や周波数に
よって特௃やその用途が図1のようにҟなる。

　生活の身近なところでは電子レンジ，これはマイ
クロ波を加熱用途として利用している。また，携帯
電話，無線LANや衛星放送なͲは通信用途として利
用している事例である。他にも，マイクロ波の௚進
性を活用したシステムとして気象レーダや船舶用
レーダ等にも幅広く利用されている。
　なお，マイクロ波は，図2に示すようにその周波
数帯によっていくつかの種類に分類される。

近年では，ミリ波帯とݺばれる周波数30～300GHz
においてデータの大容量化が可能であり，電波の௚
進性が高いことからޫ٭をཋͼている。

　その特性を生かし，車載レーダ，金属୳知機に代
わるセキュリティ，ྻ車のワンマン化やホーム管理
なͲへも利用分野が広がっている。
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ネントまで新たな製品をڙ給し続けてきた。
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い通信衛星に向けた関連機器等について，これらの
市場動向や技術動向を౿まえて開発した最新の当社
製品について紹介する。

2.　Q-BaOE LNBの開発

　衛星通信は，1964 年に設立された国ࡍ電気通信衛
星機構（INTELSAT）により঎業衛星通信が開始
された。1980年代には超小型衛星通信地球局 VSAT
（Very Small Aperture Terminal）システムがొ場
し，1m前後の小ܘޱアンテナを持つ小型化された
Ϣーザ端຤により多数の地఺のϢーザをऩ容できる
ネットワークが構築されることとなった。
　近年では，地球表面から2000km以下の軌道を周
回している低軌道衛星を多数連携・同調させる衛星
コンステレーション化を図り，ઈえず地球全౔を෴
うことで，途੾れずカバーൣғの広い衛星通信を可
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策として地上との通信周波数には広い帯域が確อで
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応，雑音指数 2.5dB typ，の広帯域低雑音Q-Band 
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送に不可ܽな部品であり，アンテナから入った電波
をスムーズに回路に送りࠐΉとともに，ҟ常反射を
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せる。
　先の広帯域低雑音Q-Band LNBを実現するための
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ている。LNBに入力される信߸がͲのҐ૬でも安定
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　また，リフロー実装することが可能なBGA（Ball 
Grid Array）タイプの,a帯サーキュレータ（図5）
を開発した。

　,a帯とは26-40 GHzまでの周波数帯域を示し，第5
世代移動体通信システム，ローカル5G並ͼに衛星通
信システムなͲ利用ྖ域は広がりを見せ，それらの
機器への利用が期待される。
　当社が製造したBGAサーキュレータは，従来のマ
イクロストリップライン型やドロップイン型と比べ
小型化（当社比）を実現した。また，表面実装部品
としてリフロー実装が可能なため，生産コストの࡟
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であれば10ສ円程度のプリンターがൢചされߋにೝ
知度が向上した。金属の3Dプリンタも進歩し，従
来ख作業で製造していたマイクロ波コンポーネント
（ロータリージョイントٴͼサーキュレータ：図6）
へも応用，ෳ雑な形状やඍ細な構造を一体で実現す
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5.　Ή͢ͼ

　以上，当社の最新のマイクロ波・ミリ波製品の概
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図3　MCMධՁ方๏
図6　リターンロス（ࢉܭ஋）

図4　MCMの雑音ࢦ数とGaJO（ଌఆ஋）

図5　੔߹回路のղੳϞデル

　図 5 は MCM を基൘に実装するࡍの੔合回路の解
ੳモデルを，図 6 は解ੳ݁果のリターンロスを示す。
ύッケージ内部は理想的な 50Њラインとして計ࢉ
しており，帯域でのリターンロスは 20dB 以上を確
อしている。

3.1　੡඼ߏ੒
　図7にQ-Band LNBのϒロックダイヤグラムを示
す。2ষで要素開発した技術を取りࠐみ，製品開発
を実施した。RF周波数37.5GHz～42.5GHzはIT6に
よるQ帯周波数配置の6バンドに対応し，様々なエ
リアやサービスに対応可能である。
　本LNBの構成は，周波数変׵を2回ߦうダϒルコ
ンバージョン方式である。RF周波数（37.5GHz～
42.5GHz）を1回の周波数変׵でIF周波数（1.0GHz～
3.5GHz）にするよりも，1段目のミクサ（MIX1）に
よって高い周波数（8.7GHz～13.7GHz）に変׵する
ことにより，イメージ๦֐（15.1GHz～20.1GHz）を
容қにআڈすることが可能となり，RFフィルタ
（RF-BPF）なしでも優れた๦֐特性を実現するこ
とができる。実ࡍには，増幅器（MCM）の雑音成
分がMIX1に入力されるとNoise Figureがྼ化するた
め，MIX1の入力にはイメージ๦֐をআڈする
RF-BPFを配置している。かつ，送信帯域（47.2GHz
～51.4GHz）の࿙れࠐみによる特性ྼ化や不要波の
আڈも考ྀして，このRF-BPFは送信帯域もআڈす
るٸफ़な導波管型としている(ݮਰ量65dB以上)。
　1段目のMIX1によって変׵した周波数は帯域幅
5GHzであるが，帯域幅が広く2段目のミクサ
（MIX2）によってIF周波数に変׵するࡍに帯域内
に発生する不要波をআڈできないため，周波数は
Low-BANDとHigh-BANDに2分割し，帯域幅は半分
の2.5GHzで੾りସえる方式としている。この੾りସ
えはRFスイッν（RF-SW）とL0CAL周波数
（L02）の設定により可能であり，ピアϊスイッν
により機械的にߦう。

ཁ　ࢫ
　第5世代移動通信システム（5G）を始めとした高
速大容量で超低遅延な通信が始まり，IoTによる
人・モϊの動き，社会基盤の変革が期待されてい
る。IoTの進展には地球上のあらΏる場ॴで「いつ
でも，Ͳこでもつながる」ことがۃめて重要であ
り，デジタルデバイドの解ফや航空機，船舶なͲ移
動体との通信には衛星通信がܽかせない。特に低軌
道衛星は比ֱ的地球から近いڑ཭を周回する軌道を
ඳき，低遅延と低ଛࣦなͲの఻送上の特長があるた
め，طに多く打ち上げられている。
　低軌道衛星通信の利用周波数は,a帯が先ߦする
が，ひっ迫する電波資源への対策として地上との通

信周波数には広い帯域が確อできるQ帯が国ࡍ電気
通信連合（IT6）で周波数割り当てされており，衛
星通信においてもQ帯の活用が期待されているʦ1ʧ。
　当社は，衛星通信におけるVSAT（超小型地球
局）用のLNBを事業の一つとしており，これまでC
帯，X帯，,u帯，,a帯のLNBを開発，製造，ൢച
してきた。低軌道衛星による衛星コンステレーショ
ン時代をܴえるなか，当社のLNB事業はQ帯LNBの
開発に着खし，RF周波数37.5GHz～42.5GHz，帯域
幅5GHzで6バンド対応，雑音指数(以下，Noise 
Figure) 2.5dB typ.の広帯域低雑音Q-Band LNBを開
発した。

1.　·͕͖͑

 VSATシステムにおける地球局はアンテナ,送受信
モジュールならͼにネットワーク接続機能を有した
Terminal/Modem等で構成され，通信インフラの
੔っていないエリアとの通信を可能にし，地上・海
上໰わず，移動車両，航空機なͲ世界中で幅広く利
用されているʦ2ʧ。
加えて高速大容量通信なͲ多様なサービスをఏڙす
るために低軌道衛星による様々な衛星コンステレー
ションシステムが計画されており，地上との通信周
波数には広い帯域が確อできるQ帯の活用が期待さ
れている。
　当社は，VSAT地球局用送受信モジュールを構成
するQ-Band LNBの開発に着खし，ࢼ作機を開発し
た。他社を྇կする広帯域かつ低雑音な特性を実現
するために，まずはキーとなる主要ύーπの要素技
術開発を実施し，その技術を取りࠐんで製品開発を
実施した。RF周波数37.5GHz～42.5GHzで6バンドに
対応し，Noise Figure 2.5dB typ.の広帯域かつ低雑
音なQ-Band LNBは様々なエリアやサービスに対応
可能であり，インフラ੔備を効率化し，デジタルデ
バイドの解ফとIoTの発展に貢献することができ
る。
　本ߘでは，Q-Band LNBの要素技術開発，製品構
成,主要性能，՝୊と対策，今後の計画について紹介
する。

2.　ཁૉ技術開発

2.1　広帯域Ξイιレータ
　従来品より広帯域かつ低ଛࣦの導波管アイιレー
タを開発した。詳細については，後ߘの特集࿦จ
「ミリ波帯超広帯域アイιレータの開発」で紹介す
る。本ߘでは，以降WG-IS0とশす。

2.2　導波管ʗマイクロストリッϓラインม׵
　図1に導波管ʗマイクロストリップライン変׵
（以下WG/MSLとশす）の解ੳモデルを，図2にリ
ターンロスとૠ入ଛࣦの評価݁果を示す。
　図1の解ੳモデルはยଆが導波管（WG）で他方が
マイクロストリップライン（MSL）であるが，この
形ଶでは評価する時にߍਖ਼ができないため，図2の
評価においては両ଆを導波管インターフΣースで実
施している。リターンロス，ૠ入ଛࣦともに計ࢉ஋
とଌ定஋はよく一致しており，ྑ޷な݁果がಘられ
た。

2.3　MCM（MVMUJ-CIJQ-MoEVMe）
　Q帯で使用できるIC （Integrated Circuit）はϕア
νップが主流であるため，耐環境性，信པ性を確อ
す る た め ύ ッ ケ ー ジ に 入 れ る 必 要 が あ る
（MCM）。このύッケージ実装は自社でߦい，容
қに໛฿できない構造としている。
　図3にMCMの評価方法を示す。MCM୯体を基準
面にして評価することは難しいため，導波管イン
ターフΣースでଌ定する基൘と࣏具を製作し，その
ଌ定஋から不要なύラメータをআڈ（de-embed）
してMCMのみのデータをந出した。図4にMCMの
Noise FigureとGainの評価݁果を示す。周波数帯域
37.5GHz～42.5GHz（帯域幅5GHz）において，Noise 
Figure 1.9dB以下，Gain 27.5dB以上のྑ޷な性能を
ୡ成することができた。

図1　ղੳϞデル

図2　リターンロスとૠೖଛࣦ
（஋とଌఆ஋ࢉܭ）
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図10　Q-BaOE LNB外؍図

3.3　՝୊とରࡦ
　今回の開発ࢼ作機においては，ྑ޷な RF 性能を
ୡ成することができたが，Gain の周波数特性（リッ
プル）が՝୊であった。੔合回路の最ద化によりリッ
プル対策を実施したが，LNB ૯合ではෳ雑な回路
構成により発生するリップルが大きいため，図 8 お
よͼ図 9 の 0verall Gain で示すようにリップルがए
なるվળに向けߋ。っている（波打っている）࢒ׯ
て回路構成の؆素化を図る計画である。
　一方，MCM ୯体では，図 4 の Gain で示すよう
に周波数は 40GHz 帯と高く，帯域幅も 5GHz と広
いが，੔合回路に加えて実装時の GND 配線を配ྀ
することでリップルվળを実現している。

ըܭのޙࠓ.4

　今回の開発ࢼ作機の݁果を౿まえて，量産に向け
て回路構成の؆素化を図り，小型化，低ফඅ電力化
も含めたݕ౼を実施し，継続して開発をߦう計画で
ある。

5.Ή͢ͼ

　本ߘでは，Q-Band LNB 作機の開発内容と今後ࢼ
の計画について紹介した。RF フロントエンドにお
ける主要ύーπの要素技術開発は重要なタスクであ
り，確実な成果をಘることで世界最高水準の低雑音
特性をୡ成した。
　Q 帯は今後ध要が高まると予想されており，ૣٸ
に量産化できるよう開発を進めていく。

6.ँࣙ

　本製品開発は，NED0（国立研究開発法人 新エ
ネルギー・産業技術૯合開発機構）の国ࡍ研究開発
ʗコフΝンド事業「低軌道衛星通信分野に
Q-BAND LNB を活用する研究開発」として，事業

ॿ成をಘてカナダの 0rbital Research Ltd. とڞ同で
実施しました。ごࢧԉ，ごڠ力に感ँのҙを表しま
す。
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3.2　主ཁੑೳ
　表 1 に Q-Band LNB の主要性能を示す。図 8 に
Low-BAND の Noise Figure およͼ 0verall Gain の
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High-BAND で 59dB ～ 62dB の݁果をಘることがで
きた。
　また，入力部の WG-IS0 により，入力 VSWR は
1.2 以下をୡ成している。
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図10　Q-BaOE LNB外؍図
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1.　はじめに

　一般的なアイιレータは，図1.1に示すように3
ポートサーキュレータの端子ᶃから入った電波を低
ଛࣦで端子ᶄへ఻ൖするが，端子ᶄから入った電波
はᶅのダミーロードでٵऩされて，端子ᶃへ఻ൖさ
れない。このように決まった方向にのみ఻送され，
性を有する。こٯ方向には఻送しないという非可ٯ
のような特性を持つアイιレータは増幅器のイン
ピーダンス੔合，合成器のࠞ変調๷止なͲ反射波に
よるѱӨڹをআڈするために使用される。
本࿦จでは導波管3ポートサーキュレータを用いた
ミリ波帯の超広帯域導波管アイιレータの開発݁果
を報ࠂする。

図1.1　Ξイιレータ

2.　広帯域Ξイιレータのઃܭ

2.1　導波管3ポートサーキュレータのߏ଄
　3ポートサーキュレータは図2.1に示すように，3つ
の導波管を120˃の֯度を持たせて接合し，接合部
の中心にフΣライトとݺばれる磁性体を配置，これ
に導波管の外部より磁石で௚流磁界をҹ加する構造
になっている。図2.2に円ภ波透磁率（Ж�，Ж-）の
磁界による透磁率の変化のグラフを示す。図2.1のよ
うに導波管の外部より௚流磁界を加え，フΣライト
に高周波磁界を加えると௚流磁場方向を軸として回
転する力を受け，ࠩࡀӡ動がىこる。ࠩࡀӡ動の回
転方向は௚流磁界の向きに対してӈネジの関܎に有
り，ࠩࡀӡ動と同じ回転方向の高周波磁界の場合は
ਖ਼の円ภ波，ٯの回転方向の場合はෛの円ภ波とい
う。また，ਖ਼の円ภ波に対する透磁率をЖʴ，ෛの
円ภ波に対する透磁率をЖ-とݺͿ。図2.2に示すよ
うにਖ਼の円ภ波およͼෛの円ภ波に対してҟなった
透磁率を持つことが分かる。この特性を利用するこ
とで，サーキュレータのような非可ٯ装置が可能に
なる。

図2.1　3ポートサーキュレータߏ଄

図2.2　࣓քにΑるԁภ波ಁ࣓཰のม化

2.2　導波管サーキュレータの広帯域化
　一般的に，マイクロ波帯（3～30GHz）の導波管3
ポートサーキュレータにおける帯域幅は10～15ˋと
比ֱ的広く設計されている物もあるが，ミリ波帯
（30GHz～）の導波管3ポートサーキュレータの帯
域幅は10ˋ以下とڱく，またૠ入ଛࣦが大きい໰୊
があった。そのためミリ波帯で広帯域で低ଛࣦな
サーキュレータの開発が必要となっている。
　図2.3に導波管の中にフΣライト୆࠲とフΣライト
がそれͧれ1ݸになる最も؆қ的な構造の導波管
サーキュレータの構造を示す。この場合，図2.6の୯
ๆ性の特性例に示すように反射ݮਰ量のピークが一
つとなり，帯域幅が໿10ˋとなることが分かる。図
2.4に広帯域化のため，フΣライトとフΣライト୆࠲
がそれͧれ2ݸになるようなサーキュレータの構造
を示す。この場合，図2.6の૒ๆ性の特性例に示すよ
うに反射ݮਰ量のピークがೋつとなり，帯域幅が໿
18ˋとなることが分かる。さらに広帯域にするに
は，サーキュレータに図2.5に示すように並ྻڞ振回
路を付加することで，ࡾๆ性の特性になることが知
られている。この場合，図2.6のࡾๆ性の特性例に示
すように反射ݮਰ量のピークがࡾつとなり，帯域幅
は໿25ˋ程度と広帯域になることが分かる。

図2.3 ୯ๆੑಛੑのサーキュレータߏ଄例

図2.4　૒ๆੑಛੑのサーキュレータߏ଄例

図2.5　外෦෇加回路にΑるࡾๆੑ回路例

図2.6　サーキュレータのൺ帯域例
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　当社は，VSAT（Very Small Aperture Termi-
nal）衛星通信用地球局のLNB（Low Noise Block　
down converter）を事業の一つとしており，これま
でC帯，X帯，,u帯，,a帯のLNBを開発，製造，ൢ
ചしてきた。低軌道衛星によるメガコンステレー
ション時代をܴえるなかで当社では,a帯に続くQ帯
にద合したLNBの開発に着खした。低軌道衛星通信
の利用周波数帯は,a帯が先ߦするが，ඡ迫する電
波資源への対策としてQ帯が国ࡍ電気通信連合
（IT6）で割り当てられており，この帯域で高速大
容量なϒロードバンド通信の実現が大いに期待され

ている。北米市場のQ帯では37.5～42.5GHzの帯域が
割り当てられている。LNBに入力される信߸がͲの
Ґ૬でも安定した性能をಘるにはアイιレータを取
り付ける必要があるが，従来のミリ波帯におけるア
イιレータは，使用出来る通ա周波数帯域がڱく，
また信߸がアイιレータを通աするࡍに発生する電
力ଛࣦが大きい。そのため，比帯域が10ˋ以上と広
帯域で低ଛࣦを実現するアイιレータを開発した。

؍したΞイιレータの外࡞ࢼ

低يಓ衛星ϝΨコンステレーション

Q-BaOE LNB外؍図
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2.4　μミーローυ
　ダミーロードはサーキュレータをアイιレータに
するҝ，サーキュレータの 1 端子をऴ端する部品と
なる。ダミーロードのٵऩ体はエコιーϒを用いて
電磁界解ੳにより反射ݮਰ量が 30dB 以上になるよ
うな形状をԿ種類か設計・ࢼ作し，性能のྑい形状
を࠾用した。ࢼ作したダミーロードの性能を図 2.9
に示す。

図2.9　μミーローυの݁࡞ࢼՌ

3.　ଌఆ݁Ռ

　図 3.1 に設計஋と実ଌ஋の S ύラメータを，表 3.1
に設計஋と実ଌ஋を示す。設計した帯域幅 37.5 ～
42.5GHz において，ૠ入ଛࣦは設計஋ 0.25dB に対
して 0.21dB，反射ݮਰ量は 25dB に対して 23dB，
アイιレーションは 24dB に対して 25dB となった。
また，反射ݮਰ量の 20dB 帯域幅は設計஋の໿
10GHz に対して໿ 9GHz となり，比帯域 20ˋの広
帯域なアイιレータが׬成した。

図3.1　ઃܭ஋と実ଌ஋のൺֱ

表3.1　ઃܭ஋と実ଌ஋

4.　Ή͢ͼ

　今回，ミリ波帯広帯域アイιレータの開発内容を
紹介した。従来はミリ波帯で比帯域 10ˋ以上の広
帯域の製品は無かった。今回の開発で外部付加回路
による広帯域化に取り組み，これが実現した。当社
では Q 帯以外にも様々な周波数帯のアイιレータ
の市場౤入をਵ時ߦっている。
　アイιレータ，サーキュレータ等のマイクロ波立
体回路技術は，఻送線路中の反射波のআڈ，インピー
ダンス੔合，発振機なͲの安定動作に不可ܽである。
今後も当社のコア技術として市場の変化に対応した
製品開発を進めていく。

5.　ँࣙ

　本製品開発は，NED0 の国ࡍ研究開発ʗコフΝン
ド事業「低軌道衛星通信分野に Q-BAND LNB を活
用する研究開発」として，事業ॿ成をಘて実施しま
した。ごࢧԉ，ごڠ力に感ँのҙを表します。
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1.　はじめに

　一般的なアイιレータは，図1.1に示すように3
ポートサーキュレータの端子ᶃから入った電波を低
ଛࣦで端子ᶄへ఻ൖするが，端子ᶄから入った電波
はᶅのダミーロードでٵऩされて，端子ᶃへ఻ൖさ
れない。このように決まった方向にのみ఻送され，
性を有する。こٯ方向には఻送しないという非可ٯ
のような特性を持つアイιレータは増幅器のイン
ピーダンス੔合，合成器のࠞ変調๷止なͲ反射波に
よるѱӨڹをআڈするために使用される。
本࿦จでは導波管3ポートサーキュレータを用いた
ミリ波帯の超広帯域導波管アイιレータの開発݁果
を報ࠂする。

図1.1　Ξイιレータ

2.　広帯域Ξイιレータのઃܭ

2.1　導波管3ポートサーキュレータのߏ଄
　3ポートサーキュレータは図2.1に示すように，3つ
の導波管を120˃の֯度を持たせて接合し，接合部
の中心にフΣライトとݺばれる磁性体を配置，これ
に導波管の外部より磁石で௚流磁界をҹ加する構造
になっている。図2.2に円ภ波透磁率（Ж�，Ж-）の
磁界による透磁率の変化のグラフを示す。図2.1のよ
うに導波管の外部より௚流磁界を加え，フΣライト
に高周波磁界を加えると௚流磁場方向を軸として回
転する力を受け，ࠩࡀӡ動がىこる。ࠩࡀӡ動の回
転方向は௚流磁界の向きに対してӈネジの関܎に有
り，ࠩࡀӡ動と同じ回転方向の高周波磁界の場合は
ਖ਼の円ภ波，ٯの回転方向の場合はෛの円ภ波とい
う。また，ਖ਼の円ภ波に対する透磁率をЖʴ，ෛの
円ภ波に対する透磁率をЖ-とݺͿ。図2.2に示すよ
うにਖ਼の円ภ波およͼෛの円ภ波に対してҟなった
透磁率を持つことが分かる。この特性を利用するこ
とで，サーキュレータのような非可ٯ装置が可能に
なる。

図2.1　3ポートサーキュレータߏ଄

図2.2　࣓քにΑるԁภ波ಁ࣓཰のม化

2.2　導波管サーキュレータの広帯域化
　一般的に，マイクロ波帯（3～30GHz）の導波管3
ポートサーキュレータにおける帯域幅は10～15ˋと
比ֱ的広く設計されている物もあるが，ミリ波帯
（30GHz～）の導波管3ポートサーキュレータの帯
域幅は10ˋ以下とڱく，またૠ入ଛࣦが大きい໰୊
があった。そのためミリ波帯で広帯域で低ଛࣦな
サーキュレータの開発が必要となっている。
　図2.3に導波管の中にフΣライト୆࠲とフΣライト
がそれͧれ1ݸになる最も؆қ的な構造の導波管
サーキュレータの構造を示す。この場合，図2.6の୯
ๆ性の特性例に示すように反射ݮਰ量のピークが一
つとなり，帯域幅が໿10ˋとなることが分かる。図
2.4に広帯域化のため，フΣライトとフΣライト୆࠲
がそれͧれ2ݸになるようなサーキュレータの構造
を示す。この場合，図2.6の૒ๆ性の特性例に示すよ
うに反射ݮਰ量のピークがೋつとなり，帯域幅が໿
18ˋとなることが分かる。さらに広帯域にするに
は，サーキュレータに図2.5に示すように並ྻڞ振回
路を付加することで，ࡾๆ性の特性になることが知
られている。この場合，図2.6のࡾๆ性の特性例に示
すように反射ݮਰ量のピークがࡾつとなり，帯域幅
は໿25ˋ程度と広帯域になることが分かる。

2.3　導波管サーキュレータの広帯域ઃܭ
　2.2߲にه載したࡾๆ性のサーキュレータを設計す
る。設計࢓様を表2.1に示す。目ඪとする周波数ൣғ
は37.5～42.5GHzとして，比帯域は中心周波数
Go�40GHzの12.5ˋとした。反射ݮਰ量およͼアイι
レーションは20dB以上とし，ૠ入ଛࣦは0.3dB以下
を目ඪとして設計した。設計はフΣライト，フΣラ
イト୆࠲を各2ݸ用いて，フΣライト୆࠲周りにڞ
振回路を接続し，ࡾๆ性の特性として電磁界解ੳに
より最ద化をߦった。設計した݁果を図2.7に，計ࢉ
モデルを図2.8に示す。図2.7から分かるようにࡾๆ
特性になっており，反射ݮਰ量の20dB帯域幅が34～
44GHzの໿10GHzで比帯域で25ˋと広帯域に設計が
出来ている事が分かる。

表2.1　༷࢓஋とઃܭ஋

図2.7　広帯域サーキュレータ݁ࢉܭՌ

図2.8　ࢉܭϞデル図

図2.3 ୯ๆੑಛੑのサーキュレータߏ଄例

図2.4　૒ๆੑಛੑのサーキュレータߏ଄例

図2.5　外෦෇加回路にΑるࡾๆੑ回路例

図2.6　サーキュレータのൺ帯域例
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2.4　μミーローυ
　ダミーロードはサーキュレータをアイιレータに
するҝ，サーキュレータの 1 端子をऴ端する部品と
なる。ダミーロードのٵऩ体はエコιーϒを用いて
電磁界解ੳにより反射ݮਰ量が 30dB 以上になるよ
うな形状をԿ種類か設計・ࢼ作し，性能のྑい形状
を࠾用した。ࢼ作したダミーロードの性能を図 2.9
に示す。

図2.9　μミーローυの݁࡞ࢼՌ

3.　ଌఆ݁Ռ

　図 3.1 に設計஋と実ଌ஋の S ύラメータを，表 3.1
に設計஋と実ଌ஋を示す。設計した帯域幅 37.5 ～
42.5GHz において，ૠ入ଛࣦは設計஋ 0.25dB に対
して 0.21dB，反射ݮਰ量は 25dB に対して 23dB，
アイιレーションは 24dB に対して 25dB となった。
また，反射ݮਰ量の 20dB 帯域幅は設計஋の໿
10GHz に対して໿ 9GHz となり，比帯域 20ˋの広
帯域なアイιレータが׬成した。

図3.1　ઃܭ஋と実ଌ஋のൺֱ

表3.1　ઃܭ஋と実ଌ஋

4.　Ή͢ͼ

　今回，ミリ波帯広帯域アイιレータの開発内容を
紹介した。従来はミリ波帯で比帯域 10ˋ以上の広
帯域の製品は無かった。今回の開発で外部付加回路
による広帯域化に取り組み，これが実現した。当社
では Q 帯以外にも様々な周波数帯のアイιレータ
の市場౤入をਵ時ߦっている。
　アイιレータ，サーキュレータ等のマイクロ波立
体回路技術は，఻送線路中の反射波のআڈ，インピー
ダンス੔合，発振機なͲの安定動作に不可ܽである。
今後も当社のコア技術として市場の変化に対応した
製品開発を進めていく。

5.　ँࣙ

　本製品開発は，NED0 の国ࡍ研究開発ʗコフΝン
ド事業「低軌道衛星通信分野に Q-BAND LNB を活
用する研究開発」として，事業ॿ成をಘて実施しま
した。ごࢧԉ，ごڠ力に感ँのҙを表します。
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1.　はじめに

　一般的なアイιレータは，図1.1に示すように3
ポートサーキュレータの端子ᶃから入った電波を低
ଛࣦで端子ᶄへ఻ൖするが，端子ᶄから入った電波
はᶅのダミーロードでٵऩされて，端子ᶃへ఻ൖさ
れない。このように決まった方向にのみ఻送され，
性を有する。こٯ方向には఻送しないという非可ٯ
のような特性を持つアイιレータは増幅器のイン
ピーダンス੔合，合成器のࠞ変調๷止なͲ反射波に
よるѱӨڹをআڈするために使用される。
本࿦จでは導波管3ポートサーキュレータを用いた
ミリ波帯の超広帯域導波管アイιレータの開発݁果
を報ࠂする。

図1.1　Ξイιレータ

2.　広帯域Ξイιレータのઃܭ

2.1　導波管3ポートサーキュレータのߏ଄
　3ポートサーキュレータは図2.1に示すように，3つ
の導波管を120˃の֯度を持たせて接合し，接合部
の中心にフΣライトとݺばれる磁性体を配置，これ
に導波管の外部より磁石で௚流磁界をҹ加する構造
になっている。図2.2に円ภ波透磁率（Ж�，Ж-）の
磁界による透磁率の変化のグラフを示す。図2.1のよ
うに導波管の外部より௚流磁界を加え，フΣライト
に高周波磁界を加えると௚流磁場方向を軸として回
転する力を受け，ࠩࡀӡ動がىこる。ࠩࡀӡ動の回
転方向は௚流磁界の向きに対してӈネジの関܎に有
り，ࠩࡀӡ動と同じ回転方向の高周波磁界の場合は
ਖ਼の円ภ波，ٯの回転方向の場合はෛの円ภ波とい
う。また，ਖ਼の円ภ波に対する透磁率をЖʴ，ෛの
円ภ波に対する透磁率をЖ-とݺͿ。図2.2に示すよ
うにਖ਼の円ภ波およͼෛの円ภ波に対してҟなった
透磁率を持つことが分かる。この特性を利用するこ
とで，サーキュレータのような非可ٯ装置が可能に
なる。

図2.1　3ポートサーキュレータߏ଄

図2.2　࣓քにΑるԁภ波ಁ࣓཰のม化

2.2　導波管サーキュレータの広帯域化
　一般的に，マイクロ波帯（3～30GHz）の導波管3
ポートサーキュレータにおける帯域幅は10～15ˋと
比ֱ的広く設計されている物もあるが，ミリ波帯
（30GHz～）の導波管3ポートサーキュレータの帯
域幅は10ˋ以下とڱく，またૠ入ଛࣦが大きい໰୊
があった。そのためミリ波帯で広帯域で低ଛࣦな
サーキュレータの開発が必要となっている。
　図2.3に導波管の中にフΣライト୆࠲とフΣライト
がそれͧれ1ݸになる最も؆қ的な構造の導波管
サーキュレータの構造を示す。この場合，図2.6の୯
ๆ性の特性例に示すように反射ݮਰ量のピークが一
つとなり，帯域幅が໿10ˋとなることが分かる。図
2.4に広帯域化のため，フΣライトとフΣライト୆࠲
がそれͧれ2ݸになるようなサーキュレータの構造
を示す。この場合，図2.6の૒ๆ性の特性例に示すよ
うに反射ݮਰ量のピークがೋつとなり，帯域幅が໿
18ˋとなることが分かる。さらに広帯域にするに
は，サーキュレータに図2.5に示すように並ྻڞ振回
路を付加することで，ࡾๆ性の特性になることが知
られている。この場合，図2.6のࡾๆ性の特性例に示
すように反射ݮਰ量のピークがࡾつとなり，帯域幅
は໿25ˋ程度と広帯域になることが分かる。

2.3　導波管サーキュレータの広帯域ઃܭ
　2.2߲にه載したࡾๆ性のサーキュレータを設計す
る。設計࢓様を表2.1に示す。目ඪとする周波数ൣғ
は37.5～42.5GHzとして，比帯域は中心周波数
Go�40GHzの12.5ˋとした。反射ݮਰ量およͼアイι
レーションは20dB以上とし，ૠ入ଛࣦは0.3dB以下
を目ඪとして設計した。設計はフΣライト，フΣラ
イト୆࠲を各2ݸ用いて，フΣライト୆࠲周りにڞ
振回路を接続し，ࡾๆ性の特性として電磁界解ੳに
より最ద化をߦった。設計した݁果を図2.7に，計ࢉ
モデルを図2.8に示す。図2.7から分かるようにࡾๆ
特性になっており，反射ݮਰ量の20dB帯域幅が34～
44GHzの໿10GHzで比帯域で25ˋと広帯域に設計が
出来ている事が分かる。

表2.1　༷࢓஋とઃܭ஋

図2.7　広帯域サーキュレータ݁ࢉܭՌ

図2.8　ࢉܭϞデル図

図2.3 ୯ๆੑಛੑのサーキュレータߏ଄例

図2.4　૒ๆੑಛੑのサーキュレータߏ଄例

図2.5　外෦෇加回路にΑるࡾๆੑ回路例

図2.6　サーキュレータのൺ帯域例
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1.　はじめに

　サーキュレータは，入力信߸と出力信߸を分཭す
ることができるデバイスであり，例えば，無線機の
送受信機において，送受ڞ用アンテナの実現に用い
られている。従来のマイクロストリップライン型や
ドロップイン型のサーキュレータ/アイιレータ
は，はんだ付けや接着，またはͶじで固定した後に
金属リボン等で実装基൘の線路と接続する必要があ
る。一方で，本ߘで紹介する開発品（図1，図2）は
リフロー実装することでඃ実装基൘の線路と接続す
ることができる。そのため，他のνップ部品と同時
実装することが可能となり，組立て作業において非
常に大きなコストメリットをಘることができる。
　当社では，リフロー実装可能なX帯BGAサーキュ
レータの量産化を実現している。その経験を活かし
て現在は,a帯BGAサーキュレータの開発をおこ
なっている。本ߘでは,a帯BGAサーキュレータの
開発概要，評価器の設計と実ଌの比ֱ，՝୊や今後
の展๬等について述べる。

図1　,a帯BGAサーキュレータの外؍

図2　,a帯BGAサーキュレータのཪ໘

ʪಛू࿦จʫ

ϩʔΧϧ�(΍Ӵ੕௨৴༻Ϟδϡʔϧʹద༻Մೳͳ
,aଳ#("αʔΩϡϨʔλの開発
Development of ,a-Cand #all (rid "rray $irculator

for "pplication to -ocal �( and 4atellite $ommunication .odules

   
ܓ　౻ࠤ
,ei SAT0H    

田ఴ　ߊ
Akira TA;0E   

北上　ܠ一
,eiichi ,ITAGAMI    

浅利　఩
Satoshi ASARI

ཁ　ࢫ

　本ߘで紹介するBGA（Ball Grid Array）サーキュ
レータは，キϟリアを有しないマイクロストリップ
ライン型である。従来のマイクロストリップライン
型やドロップイン型の実装には，実装基൘ଆとリボ
ンボンディングする必要があるが，本サーキュレー
タは他の部品とともにリフロー実装することが可能
であり，組立てコストのݮ࡟が可能となる。さら
に，BGA化することにより，サーキュレータを構成
するフΣライト基൘のཪ面を使用することが可能と
なるため，モジュール等の小型化も実現できる。

　国内では2020年に第5世代移動体通信システム
（5G）のサービスが開始され，同時に5Gにおける
衛星通信の役割についても注目されている。Ԥभで
は官ຽڞ同プロジΣクトが活動を活発化しており，
3GPP（Third Generation Partnership ProKect）等に
おいて5Gのඪ準化でも衛星との接続がݕ౼されてい
る。そのような中，当社ではローカル5Gや衛星通信
用モジュールへのద用を目指して,a帯のBGAサー
キュレータの開発を進め，製品ൢചを目ඪに活動し
ている。

,a帯BGAサーキュレータのద用Մೳ分໺の໨ඪ例

Ҿ用ݩ：IT6-R M.2460-0

2.4　μミーローυ
　ダミーロードはサーキュレータをアイιレータに
するҝ，サーキュレータの 1 端子をऴ端する部品と
なる。ダミーロードのٵऩ体はエコιーϒを用いて
電磁界解ੳにより反射ݮਰ量が 30dB 以上になるよ
うな形状をԿ種類か設計・ࢼ作し，性能のྑい形状
を࠾用した。ࢼ作したダミーロードの性能を図 2.9
に示す。

図2.9　μミーローυの݁࡞ࢼՌ

3.　ଌఆ݁Ռ

　図 3.1 に設計஋と実ଌ஋の S ύラメータを，表 3.1
に設計஋と実ଌ஋を示す。設計した帯域幅 37.5 ～
42.5GHz において，ૠ入ଛࣦは設計஋ 0.25dB に対
して 0.21dB，反射ݮਰ量は 25dB に対して 23dB，
アイιレーションは 24dB に対して 25dB となった。
また，反射ݮਰ量の 20dB 帯域幅は設計஋の໿
10GHz に対して໿ 9GHz となり，比帯域 20ˋの広
帯域なアイιレータが׬成した。

図3.1　ઃܭ஋と実ଌ஋のൺֱ

表3.1　ઃܭ஋と実ଌ஋

4.　Ή͢ͼ

　今回，ミリ波帯広帯域アイιレータの開発内容を
紹介した。従来はミリ波帯で比帯域 10ˋ以上の広
帯域の製品は無かった。今回の開発で外部付加回路
による広帯域化に取り組み，これが実現した。当社
では Q 帯以外にも様々な周波数帯のアイιレータ
の市場౤入をਵ時ߦっている。
　アイιレータ，サーキュレータ等のマイクロ波立
体回路技術は，఻送線路中の反射波のআڈ，インピー
ダンス੔合，発振機なͲの安定動作に不可ܽである。
今後も当社のコア技術として市場の変化に対応した
製品開発を進めていく。

5.　ँࣙ

　本製品開発は，NED0 の国ࡍ研究開発ʗコフΝン
ド事業「低軌道衛星通信分野に Q-BAND LNB を活
用する研究開発」として，事業ॿ成をಘて実施しま
した。ごࢧԉ，ごڠ力に感ँのҙを表します。

参考文献

ʦ1ʧ　小੢ྑ߂，“実用マイクロ波技術࠲ߨ”
 （2001）

ʦ2ʧ　ڮ本஧࢜，“マイクロ波フΣライトとその応用 
 技術”（1997）

ʦ3ʧ　田島൏人，ࠜ本३一，萩原ӫ࣏，浅利఩“金 
 属 3D プリンタによる X 帯導波管サーキュレー 
 タのࢼ作評価”電子৘報通信学会ߨԋ࿦จ集 
 （2022）

ʦ4ʧ　北上ܠ一，ܓ౻ࠤ，鈴໦܅ঘ，田ఴߊ，浅利఩
 “表面実装（BGA）型 ,a 帯サーキュレータの 
 評価”電子৘報通信学会ߨԋ࿦จ集（2022）

ʦ5ʧ　北上ܠ一，ܓ౻ࠤ，田ఴߊ“BGA サーキュレー
 タの量産開発”島田理化技報 No.27，PP31-36 
 （2021）

ஶऀ঺հ

　　　　生産本部
　　　　電子システム技術部
　　　  生ۨ　ढ़࣏

　　　　生産本部
　　　　電子システム技術部
　　　  ాఴ　ߊ

　　　　生産本部
　　　　電子システム技術部
  　　　ઙར　఩

��

ౡాཧԽٕใɹ/P���ʢ����ʣ ϛϦ೾ଳ޿ଳҬΞΠιϨʔλͷ։ൃ



1.　はじめに

　サーキュレータは，入力信߸と出力信߸を分཭す
ることができるデバイスであり，例えば，無線機の
送受信機において，送受ڞ用アンテナの実現に用い
られている。従来のマイクロストリップライン型や
ドロップイン型のサーキュレータ/アイιレータ
は，はんだ付けや接着，またはͶじで固定した後に
金属リボン等で実装基൘の線路と接続する必要があ
る。一方で，本ߘで紹介する開発品（図1，図2）は
リフロー実装することでඃ実装基൘の線路と接続す
ることができる。そのため，他のνップ部品と同時
実装することが可能となり，組立て作業において非
常に大きなコストメリットをಘることができる。
　当社では，リフロー実装可能なX帯BGAサーキュ
レータの量産化を実現している。その経験を活かし
て現在は,a帯BGAサーキュレータの開発をおこ
なっている。本ߘでは,a帯BGAサーキュレータの
開発概要，評価器の設計と実ଌの比ֱ，՝୊や今後
の展๬等について述べる。
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図2　,a帯BGAサーキュレータのཪ໘
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　本ߘで紹介するBGA（Ball Grid Array）サーキュ
レータは，キϟリアを有しないマイクロストリップ
ライン型である。従来のマイクロストリップライン
型やドロップイン型の実装には，実装基൘ଆとリボ
ンボンディングする必要があるが，本サーキュレー
タは他の部品とともにリフロー実装することが可能
であり，組立てコストのݮ࡟が可能となる。さら
に，BGA化することにより，サーキュレータを構成
するフΣライト基൘のཪ面を使用することが可能と
なるため，モジュール等の小型化も実現できる。

　国内では2020年に第5世代移動体通信システム
（5G）のサービスが開始され，同時に5Gにおける
衛星通信の役割についても注目されている。Ԥभで
は官ຽڞ同プロジΣクトが活動を活発化しており，
3GPP（Third Generation Partnership ProKect）等に
おいて5Gのඪ準化でも衛星との接続がݕ౼されてい
る。そのような中，当社ではローカル5Gや衛星通信
用モジュールへのద用を目指して,a帯のBGAサー
キュレータの開発を進め，製品ൢചを目ඪに活動し
ている。
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2.4　μミーローυ
　ダミーロードはサーキュレータをアイιレータに
するҝ，サーキュレータの 1 端子をऴ端する部品と
なる。ダミーロードのٵऩ体はエコιーϒを用いて
電磁界解ੳにより反射ݮਰ量が 30dB 以上になるよ
うな形状をԿ種類か設計・ࢼ作し，性能のྑい形状
を࠾用した。ࢼ作したダミーロードの性能を図 2.9
に示す。

図2.9　μミーローυの݁࡞ࢼՌ

3.　ଌఆ݁Ռ

　図 3.1 に設計஋と実ଌ஋の S ύラメータを，表 3.1
に設計஋と実ଌ஋を示す。設計した帯域幅 37.5 ～
42.5GHz において，ૠ入ଛࣦは設計஋ 0.25dB に対
して 0.21dB，反射ݮਰ量は 25dB に対して 23dB，
アイιレーションは 24dB に対して 25dB となった。
また，反射ݮਰ量の 20dB 帯域幅は設計஋の໿
10GHz に対して໿ 9GHz となり，比帯域 20ˋの広
帯域なアイιレータが׬成した。
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4.　Ή͢ͼ

　今回，ミリ波帯広帯域アイιレータの開発内容を
紹介した。従来はミリ波帯で比帯域 10ˋ以上の広
帯域の製品は無かった。今回の開発で外部付加回路
による広帯域化に取り組み，これが実現した。当社
では Q 帯以外にも様々な周波数帯のアイιレータ
の市場౤入をਵ時ߦっている。
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2.　サーキュレータ<1>

2.1　BGAサーキュレータに͍ͭͯ
　本ߘで紹介するサーキュレータは，リボンやワイ
ヤーで接続する一般的なマイクロストリップ型サー
キュレータとはҟなり，キϟリアを有しておらず，
ཪ面にはんだボールが֨子状に並べられている特長
がある（図2）。これをBGA構造という。フΣライ
ト基൘の表面にあるマイクロストリップラインはス
ルーホールを介してཪ面のύターンにつながってい
る。ߋにཪ面のύターンは，はんだボールへ接続さ
れる。そのため，ඃ実装基൘にサーキュレータをリ
フロー実装すればサーキュレータの各端子とඃ実装
基൘の回路が接続され，金属リボンによる接続が不
要になるʦ2ʧ。ただし，アンダーフィルの種類やそ
の使用有無，ඃ実装基൘におけるBGAサーキュレー
タが接続される回路（ランドύターン等）のӨڹを
受けるため注ҙが必要である。

3.　当社にお͚る,a帯BGAサーキュレータの開発<3>

3.1　開発֓ཁ
　当社では，ࡾඛ電機（ג）఼とڞ同開発したX帯
BGAサーキュレータの量産化を実現している。その
設計・製造技術を集໿し，ラインナップ拡充を目的
として新ن周波数帯の開発をおこなっている。そし
て，技術的に難қ度が高い,a帯の開発を進めるこ
とで，その他周波数帯への製品化に向けた設計能力
と生産能力をशಘすることを目ඪとして開発を進め
ている。

3.2　,a帯BGAサーキュレータのߏ੒
　,a帯BGAサーキュレータはX帯と同じでϤーク，
磁石，スペーサ，フΣライト基൘，ٴͼはんだボー
ルから構成されている。図3に分解ࣼࢹ図を示す。
フΣライトとスペーサの間，スペーサと磁石の間，
磁石とϤークの間は，各々接着ࡎで固定されてい
る。Ϥークを取り付けていることで๷磁性能を上
げ，外部へ࿙れ出る磁場を小さくしている。それに
より，周ล部品への磁場のӨڹを཈えることができ
ている。また，Ϥークの使用には，フΣライト基൘
へҹ加される磁場を強くするಇきも݉Ͷている。
Ϥークの最外ܘは，性能的な؍఺からは，図3のサ
イズよりも小さくすることが可能である。しかし，

組立て上の制໿で大きくしなくてはならない理༝が
あり，Ϥークの小型化については今後の՝୊の1つ
としている。

図3　分ղࣼࢹ図

3.3　,a帯BGAサーキュレータのR'ੑೳ
　現在開発中の ,a 帯 BGA サーキュレータ（図 1）
の主要性能について，目ඪ性能とࢼ作機の RF 特性
の代表例を紹介する。目ඪ性能を表 1 に，反射ଛࣦ
特性を図 4 に，アイιレーション特性を図 5 に，通
աଛࣦ特性を図 6 に示す。非常に広帯域にサーキュ
レータ動作をしているが，通աଛࣦの実ଌ஋が大き
いため実用的ではないと考えている。ૠ入ଛࣦの開
発目ඪ性能は 1 dB 以下であり，ୡ成に向けてվྑ
設計をおこなっていく。また，周波数ൣғに関して
も，より高い周波数（最低でも 31 GHz）をカバー
できるようซせておこなっていく。
　ここで，図 4 ～図 6 には実ଌ݁果と解ੳ݁果を重
Ͷ合わせたものを示している。低域ଆの RF 特性は
解ੳと実ଌとで比ֱ的一致しているが，高域ଆは実
ଌの方がڱ帯域になっていることが確ೝできる。こ
のࠩҟは決して無ࢹすることができないレϕルのも
のであり，性能をվળする上で原Ҽを特定する必要
がある。

表1　開発໨ඪੑೳ

図4　൓ࣹଛࣦಛੑ

図5　Ξイιレーションಛੑ

図6　通աଛࣦಛੑ

3.4　バックシミュレーションにΑるݪҼಛఆ
　3.3 でه載した設計と実ଌのࠩҟについて，電磁

項　目
प波਺ൣғ
൓ࣹଛࣦ

アイιレーγϣン
௨աଛࣦ

性能
2�ʙ�0 ()[
15 EBҎ্
15 EBҎ্
1 EBҎԼ

界解ੳによるバックシミュレーションを実施したと
ころ，フΣライトの誘電率が関܎していることが分
かった。フΣライトの誘電率を変化させた場合の解
ੳ݁果を図 7 に示す。図 7 では明確にࠩが現れてい
る通աଛࣦ特性のみを示しているが，反射ଛࣦ特性
やアイιレーション特性にも同様の܏向を確ೝでき
ている。この܏向は，誘電率が高いほͲ帯域がڱま
る方向に変化する఺がڞ通している。
　バックシミュレーションのཪ付けとして，同一
ロットのフΣライトの物性஋ଌ定を実施した。その
݁果，概Ͷ期待通りの݁果をಘることができ，バッ
クシミュレーションのଥ当性を確ೝすることができ
た。フΣライトの比誘電率のଌ定݁果を図̔に示す。
なお，図 8 のॴ々に見られるスύイクはଌ定エラー
にґるものである。カタログにه載されているフΣ
ライトの比誘電率は 12.5 だが，その஋は 9.4 GHz で
のଌ定஋であると注هでᨳわれており，,a 帯にお
ける誘電率は不透明だった。今回の評価器の݁果と
物性஋のӨڹを考ྀした上で，࣍のࢼ作機開発に取
り組んでいる。

図7　ൺ誘電཰のӨڹ（通աଛࣦ）

図8　ൺ誘電཰の周波数ಛੑ

1.　はじめに

　サーキュレータは，入力信߸と出力信߸を分཭す
ることができるデバイスであり，例えば，無線機の
送受信機において，送受ڞ用アンテナの実現に用い
られている。従来のマイクロストリップライン型や
ドロップイン型のサーキュレータ/アイιレータ
は，はんだ付けや接着，またはͶじで固定した後に
金属リボン等で実装基൘の線路と接続する必要があ
る。一方で，本ߘで紹介する開発品（図1，図2）は
リフロー実装することでඃ実装基൘の線路と接続す
ることができる。そのため，他のνップ部品と同時
実装することが可能となり，組立て作業において非
常に大きなコストメリットをಘることができる。
　当社では，リフロー実装可能なX帯BGAサーキュ
レータの量産化を実現している。その経験を活かし
て現在は,a帯BGAサーキュレータの開発をおこ
なっている。本ߘでは,a帯BGAサーキュレータの
開発概要，評価器の設計と実ଌの比ֱ，՝୊や今後
の展๬等について述べる。
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　本ߘで紹介するBGA（Ball Grid Array）サーキュ
レータは，キϟリアを有しないマイクロストリップ
ライン型である。従来のマイクロストリップライン
型やドロップイン型の実装には，実装基൘ଆとリボ
ンボンディングする必要があるが，本サーキュレー
タは他の部品とともにリフロー実装することが可能
であり，組立てコストのݮ࡟が可能となる。さら
に，BGA化することにより，サーキュレータを構成
するフΣライト基൘のཪ面を使用することが可能と
なるため，モジュール等の小型化も実現できる。

　国内では2020年に第5世代移動体通信システム
（5G）のサービスが開始され，同時に5Gにおける
衛星通信の役割についても注目されている。Ԥभで
は官ຽڞ同プロジΣクトが活動を活発化しており，
3GPP（Third Generation Partnership ProKect）等に
おいて5Gのඪ準化でも衛星との接続がݕ౼されてい
る。そのような中，当社ではローカル5Gや衛星通信
用モジュールへのద用を目指して,a帯のBGAサー
キュレータの開発を進め，製品ൢചを目ඪに活動し
ている。

2.　サーキュレータ<1>

2.1　BGAサーキュレータに͍ͭͯ
　本ߘで紹介するサーキュレータは，リボンやワイ
ヤーで接続する一般的なマイクロストリップ型サー
キュレータとはҟなり，キϟリアを有しておらず，
ཪ面にはんだボールが֨子状に並べられている特長
がある（図2）。これをBGA構造という。フΣライ
ト基൘の表面にあるマイクロストリップラインはス
ルーホールを介してཪ面のύターンにつながってい
る。ߋにཪ面のύターンは，はんだボールへ接続さ
れる。そのため，ඃ実装基൘にサーキュレータをリ
フロー実装すればサーキュレータの各端子とඃ実装
基൘の回路が接続され，金属リボンによる接続が不
要になるʦ2ʧ。ただし，アンダーフィルの種類やそ
の使用有無，ඃ実装基൘におけるBGAサーキュレー
タが接続される回路（ランドύターン等）のӨڹを
受けるため注ҙが必要である。

3.　当社にお͚る,a帯BGAサーキュレータの開発<3>

3.1　開発֓ཁ
　当社では，ࡾඛ電機（ג）఼とڞ同開発したX帯
BGAサーキュレータの量産化を実現している。その
設計・製造技術を集໿し，ラインナップ拡充を目的
として新ن周波数帯の開発をおこなっている。そし
て，技術的に難қ度が高い,a帯の開発を進めるこ
とで，その他周波数帯への製品化に向けた設計能力
と生産能力をशಘすることを目ඪとして開発を進め
ている。

3.2　,a帯BGAサーキュレータのߏ੒
　,a帯BGAサーキュレータはX帯と同じでϤーク，
磁石，スペーサ，フΣライト基൘，ٴͼはんだボー
ルから構成されている。図3に分解ࣼࢹ図を示す。
フΣライトとスペーサの間，スペーサと磁石の間，
磁石とϤークの間は，各々接着ࡎで固定されてい
る。Ϥークを取り付けていることで๷磁性能を上
げ，外部へ࿙れ出る磁場を小さくしている。それに
より，周ล部品への磁場のӨڹを཈えることができ
ている。また，Ϥークの使用には，フΣライト基൘
へҹ加される磁場を強くするಇきも݉Ͷている。
Ϥークの最外ܘは，性能的な؍఺からは，図3のサ
イズよりも小さくすることが可能である。しかし，

組立て上の制໿で大きくしなくてはならない理༝が
あり，Ϥークの小型化については今後の՝୊の1つ
としている。
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　現在開発中の ,a 帯 BGA サーキュレータ（図 1）
の主要性能について，目ඪ性能とࢼ作機の RF 特性
の代表例を紹介する。目ඪ性能を表 1 に，反射ଛࣦ
特性を図 4 に，アイιレーション特性を図 5 に，通
աଛࣦ特性を図 6 に示す。非常に広帯域にサーキュ
レータ動作をしているが，通աଛࣦの実ଌ஋が大き
いため実用的ではないと考えている。ૠ入ଛࣦの開
発目ඪ性能は 1 dB 以下であり，ୡ成に向けてվྑ
設計をおこなっていく。また，周波数ൣғに関して
も，より高い周波数（最低でも 31 GHz）をカバー
できるようซせておこなっていく。
　ここで，図 4 ～図 6 には実ଌ݁果と解ੳ݁果を重
Ͷ合わせたものを示している。低域ଆの RF 特性は
解ੳと実ଌとで比ֱ的一致しているが，高域ଆは実
ଌの方がڱ帯域になっていることが確ೝできる。こ
のࠩҟは決して無ࢹすることができないレϕルのも
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界解ੳによるバックシミュレーションを実施したと
ころ，フΣライトの誘電率が関܎していることが分
かった。フΣライトの誘電率を変化させた場合の解
ੳ݁果を図 7 に示す。図 7 では明確にࠩが現れてい
る通աଛࣦ特性のみを示しているが，反射ଛࣦ特性
やアイιレーション特性にも同様の܏向を確ೝでき
ている。この܏向は，誘電率が高いほͲ帯域がڱま
る方向に変化する఺がڞ通している。
　バックシミュレーションのཪ付けとして，同一
ロットのフΣライトの物性஋ଌ定を実施した。その
݁果，概Ͷ期待通りの݁果をಘることができ，バッ
クシミュレーションのଥ当性を確ೝすることができ
た。フΣライトの比誘電率のଌ定݁果を図̔に示す。
なお，図 8 のॴ々に見られるスύイクはଌ定エラー
にґるものである。カタログにه載されているフΣ
ライトの比誘電率は 12.5 だが，その஋は 9.4 GHz で
のଌ定஋であると注هでᨳわれており，,a 帯にお
ける誘電率は不透明だった。今回の評価器の݁果と
物性஋のӨڹを考ྀした上で，࣍のࢼ作機開発に取
り組んでいる。
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物性஋のӨڹを考ྀした上で，࣍のࢼ作機開発に取
り組んでいる。

図7　ൺ誘電཰のӨڹ（通աଛࣦ）
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図9　はΜͩϘールのٵண

図10　はΜͩϘール搭載ޙのϑΣライトج൘
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5.　技術త՝୊とޙࠓの展๬

作開発品の基൘のްみはࢼ　 0.2 mm と非常に薄く
なっており，外注業者の高い加工能力が必要である。
今後，外注業者にて৚݅出しがߦわれていく中，վ
ળをߋに進め，歩ཹまり向上につなげる必要がある。
　BGA タイプのサーキュレータは製品ラインナッ
プや生産数が増える見ࠐみである。品種により，製
品形状，はんだボールの大きさ等がҟなるため，工
程を変ߋし最ద工程とする必要がある。製品࢓様に
合った最ద工程とするため，新たな工法に取り組Ή
必要がある。

6.　Ή͢ͼ

　今後，社会のデジタル化をࢧえるための ICT イ
ンフラの高度化・強靭化が一૚進められると考えら
れる。また，宇宙の通信技術の多面的発展や先端的
な地上の通信技術とのڠ調等が目指されていること
からも，5G 関連事業はߋに進んでいくと考えられ
る。市場の変化にタイムリーに対応していき，製品
開発を進めていくとڞにެڞインフラの高度化に貢
献していくことを目指す。
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2.　サーキュレータ<1>

2.1　BGAサーキュレータに͍ͭͯ
　本ߘで紹介するサーキュレータは，リボンやワイ
ヤーで接続する一般的なマイクロストリップ型サー
キュレータとはҟなり，キϟリアを有しておらず，
ཪ面にはんだボールが֨子状に並べられている特長
がある（図2）。これをBGA構造という。フΣライ
ト基൘の表面にあるマイクロストリップラインはス
ルーホールを介してཪ面のύターンにつながってい
る。ߋにཪ面のύターンは，はんだボールへ接続さ
れる。そのため，ඃ実装基൘にサーキュレータをリ
フロー実装すればサーキュレータの各端子とඃ実装
基൘の回路が接続され，金属リボンによる接続が不
要になるʦ2ʧ。ただし，アンダーフィルの種類やそ
の使用有無，ඃ実装基൘におけるBGAサーキュレー
タが接続される回路（ランドύターン等）のӨڹを
受けるため注ҙが必要である。

3.　当社にお͚る,a帯BGAサーキュレータの開発<3>

3.1　開発֓ཁ
　当社では，ࡾඛ電機（ג）఼とڞ同開発したX帯
BGAサーキュレータの量産化を実現している。その
設計・製造技術を集໿し，ラインナップ拡充を目的
として新ن周波数帯の開発をおこなっている。そし
て，技術的に難қ度が高い,a帯の開発を進めるこ
とで，その他周波数帯への製品化に向けた設計能力
と生産能力をशಘすることを目ඪとして開発を進め
ている。

3.2　,a帯BGAサーキュレータのߏ੒
　,a帯BGAサーキュレータはX帯と同じでϤーク，
磁石，スペーサ，フΣライト基൘，ٴͼはんだボー
ルから構成されている。図3に分解ࣼࢹ図を示す。
フΣライトとスペーサの間，スペーサと磁石の間，
磁石とϤークの間は，各々接着ࡎで固定されてい
る。Ϥークを取り付けていることで๷磁性能を上
げ，外部へ࿙れ出る磁場を小さくしている。それに
より，周ล部品への磁場のӨڹを཈えることができ
ている。また，Ϥークの使用には，フΣライト基൘
へҹ加される磁場を強くするಇきも݉Ͷている。
Ϥークの最外ܘは，性能的な؍఺からは，図3のサ
イズよりも小さくすることが可能である。しかし，

組立て上の制໿で大きくしなくてはならない理༝が
あり，Ϥークの小型化については今後の՝୊の1つ
としている。

図3　分ղࣼࢹ図

3.3　,a帯BGAサーキュレータのR'ੑೳ
　現在開発中の ,a 帯 BGA サーキュレータ（図 1）
の主要性能について，目ඪ性能とࢼ作機の RF 特性
の代表例を紹介する。目ඪ性能を表 1 に，反射ଛࣦ
特性を図 4 に，アイιレーション特性を図 5 に，通
աଛࣦ特性を図 6 に示す。非常に広帯域にサーキュ
レータ動作をしているが，通աଛࣦの実ଌ஋が大き
いため実用的ではないと考えている。ૠ入ଛࣦの開
発目ඪ性能は 1 dB 以下であり，ୡ成に向けてվྑ
設計をおこなっていく。また，周波数ൣғに関して
も，より高い周波数（最低でも 31 GHz）をカバー
できるようซせておこなっていく。
　ここで，図 4 ～図 6 には実ଌ݁果と解ੳ݁果を重
Ͷ合わせたものを示している。低域ଆの RF 特性は
解ੳと実ଌとで比ֱ的一致しているが，高域ଆは実
ଌの方がڱ帯域になっていることが確ೝできる。こ
のࠩҟは決して無ࢹすることができないレϕルのも
のであり，性能をվળする上で原Ҽを特定する必要
がある。
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3.4　バックシミュレーションにΑるݪҼಛఆ
　3.3 でه載した設計と実ଌのࠩҟについて，電磁

界解ੳによるバックシミュレーションを実施したと
ころ，フΣライトの誘電率が関܎していることが分
かった。フΣライトの誘電率を変化させた場合の解
ੳ݁果を図 7 に示す。図 7 では明確にࠩが現れてい
る通աଛࣦ特性のみを示しているが，反射ଛࣦ特性
やアイιレーション特性にも同様の܏向を確ೝでき
ている。この܏向は，誘電率が高いほͲ帯域がڱま
る方向に変化する఺がڞ通している。
　バックシミュレーションのཪ付けとして，同一
ロットのフΣライトの物性஋ଌ定を実施した。その
݁果，概Ͷ期待通りの݁果をಘることができ，バッ
クシミュレーションのଥ当性を確ೝすることができ
た。フΣライトの比誘電率のଌ定݁果を図̔に示す。
なお，図 8 のॴ々に見られるスύイクはଌ定エラー
にґるものである。カタログにه載されているフΣ
ライトの比誘電率は 12.5 だが，その஋は 9.4 GHz で
のଌ定஋であると注هでᨳわれており，,a 帯にお
ける誘電率は不透明だった。今回の評価器の݁果と
物性஋のӨڹを考ྀした上で，࣍のࢼ作機開発に取
り組んでいる。

図7　ൺ誘電཰のӨڹ（通աଛࣦ）

図8　ൺ誘電཰の周波数ಛੑ

4.　開発඼の૊立ͯ方๏の঺հ

4.1　,a帯BGAサーキュレータの૊立ͯ方๏
　BGA サーキュレータの組立ては，各部品を接着
で積み上げる。部品の接着は，Ґ置精度が RF 性能
にӨڹをٴぼすため，設計で定められたҐ置精度で
接着する必要がある。従来のX帯BGAサーキュレー
タは，設計要求のҐ置精度をຬ足するためઐ用࣏具
を使ったख動での組立て，およͼ自動機により組立
てている。Ͳちらも年間 10,000 ୆以上の生産が可能
であり量産体制を確立している [1]。一方，,a 帯
BGA サーキュレータの部品が小型化しているため，
従来と同じ組立てができない。ઐ用࣏具を使いख動
により組立てたが，工程が増えてしまい生産性が低
い。生産性向上を՝୊とし，自動機のద用に取り組
んでいる。

4.2　はΜͩϘールの搭載
　BGA サーキュレータはフΣライト基൘の実装用
ランドにはんだボールを接合するため，フラックス
のృ෍，はんだボールの搭載，リフローによる接合
の工程から成る。
　,a 帯 BGA サーキュレータのはんだボールは，
RF 性能へのӨڹを཈えるため௚ܘ 0.3 mm のもの
を搭載している。X 帯 BGA サーキュレータは , は
んだボール搭載࣏具を使い௚ܘ 0.5 mm のはんだ
ボールを搭載している。,a 帯は , はんだボールが小
さいため自動機ではんだボールを搭載した。フラッ
クスృ෍からはんだボール搭載までを自動機による
作業とするため，最దなフラックスృ෍用ϊズル，
はんだボールٵ着ϊズルをબ定した。はんだボール
をϊズルでٵ着している状ଶを図 9 に，はんだボー
ル搭載後のフΣライト基൘を図 10 に示す。はんだ
ボールٵ着ϊズルは，はんだボール 1 着するٵをݸ
ため搭載時間がかかる。搭載時間短ॖを՝୊とし，
はんだボール一ׅٵ着ϊズルのద用，はんだボール
搭載࣏具の小ボール対応に取り組んでいる。
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ンフラの高度化・強靭化が一૚進められると考えら
れる。また，宇宙の通信技術の多面的発展や先端的
な地上の通信技術とのڠ調等が目指されていること
からも，5G 関連事業はߋに進んでいくと考えられ
る。市場の変化にタイムリーに対応していき，製品
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2.1　BGAサーキュレータに͍ͭͯ
　本ߘで紹介するサーキュレータは，リボンやワイ
ヤーで接続する一般的なマイクロストリップ型サー
キュレータとはҟなり，キϟリアを有しておらず，
ཪ面にはんだボールが֨子状に並べられている特長
がある（図2）。これをBGA構造という。フΣライ
ト基൘の表面にあるマイクロストリップラインはス
ルーホールを介してཪ面のύターンにつながってい
る。ߋにཪ面のύターンは，はんだボールへ接続さ
れる。そのため，ඃ実装基൘にサーキュレータをリ
フロー実装すればサーキュレータの各端子とඃ実装
基൘の回路が接続され，金属リボンによる接続が不
要になるʦ2ʧ。ただし，アンダーフィルの種類やそ
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受けるため注ҙが必要である。
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設計・製造技術を集໿し，ラインナップ拡充を目的
として新ن周波数帯の開発をおこなっている。そし
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　マイクロ波コンポーネントは，高周波を利用した
電子機器や通信システム機器において重要な役割を
୲っている。その製作はެ知の製造方法だけではෳ
雑な形状やඍ細な構造を一体化することが難しい。
そこで，金属3Dプリンタを用いることでこれらの
՝୊を解決し，安価で短ೲ期かつ安定した品質のマ
イクロ波コンポーネントの製作を目指し電気性能お
よͼ機構性能の評価を実施した。
　製作は࣍に示す3種の導波管コンポーネントでݕ
証し実現性を୳った。

(1)ロータリージョイント（以下“R/+”）は，回転
するϢニット間で信߸やエネルギーを఻ୡするため
の重要な部品である。通常は各々の部品をろう付け
で接合していた。ろう付けはઐ໳技能が必要で作業
者が限定される。
(2）サーキュレータは，マイクロ波信߸を一方向の
みに఻ൖする機器であり，送受ڞ用器として用いら
れ，一端をऴ端することで信߸のߦٯを๷ぐことが
可能となる導波管コンポーネント。通常は੾࡟加工
で製作した部品をͶじでక݁し組み立てていた。
(3)バンドύスフィルタ（以下“BPF”）は，特定の
周波数帯域の信߸を通աさせる機能を有するコン
ポーネント。通常は੾࡟加工で製作した部品をͶじ
でక݁し組み立てていた。

1.　はじめに

　近年，マイクロ波通信およͼ無線通信のٸ速な発
展により，高性能なマイクロ波コンポーネントのध
要が増加している。これに൐い，マイクロ波コン
ポーネントの設計と製造方法においても革新的なア
プローνが求められている。3Dプリンタは，通常
の製造方法とはҟなるख法で，物質を精ີに積૚し
て立体的な形状を作り出すことが可能である[1] [2] [3]。
この技術は，マイクロ波コンポーネントの製造にお
いて多くの利఺をもたらす可能性がある。例えば，
通常の製造方法では難しく，かつෳ雑な内部構造や
部品఺数のݮ࡟が可能になる。
　3Dプリンタを用いてマイクロ波コンポーネント
を製作し電気特性をݕ証した。

2.　ैདྷ工๏の՝୊と3%ϓリンタの活用

　現在，当社では，マイクロ波コンポーネントの製
造において，ろう付け（ۜろう付けやDIPϒレージ
ング）を࠾用している。ろう付けは，導電性の金属
ろうࡐを使用して部品同࢜を接合する技術である。
マイクロ波コンポーネントは，内部をෳ雑な形状で
構成する必要があり，そのためにさまざまな部品を
組み合わせて形成している。各部品のܺ間は電気性
能にӨڹするため金属ろうࡐを流しܺ間をຒめ，電
気的接触およͼ機械的強度も向上させている。
　この方法では，ろうࡐが溶ける温度までे分に部
品を加熱した後，必要な部分にろうࡐをࠩす，また
は加熱前にろうࡐを配置しておくことでろうࡐが溶
け，ໟ細管現象を利用してコンポーネントの部品同
࢜を接合する。ろう付けは，ख作業にґଘしてお
り，ख़࿅した技能者による作業を要する。ろう付け
には加熱やྫྷ٫のサイクルが必要であり，時間がか
かるため，製造プロセスの短ॖ化に՝୊がある。加
熱ྫྷ٫の工程によりࡐ料が࿪み，ॴ๬の形状でなく
なってしまう可能性もある。また，ろう付けでは作
業者の技量や経験によって接合の品質がࠨӈされる
ため，同じ製作৚݅のコンポーネントでも品質のば
らつきが生じる。ख作業でߦわれるため，作業者の
ർ労やヒューマンエラーによる不具合のリスクもજ
在する。
　その他，ろう付けを用いないコンポーネントにお
いては，部品同࢜をͶじにより固定するため，分割
数が多く部品఺数が増えてしまう՝୊もある。マイ
クロ波コンポーネントの場合，部品間のܺ間により
電気的接触が不े分になり，ॴ๬の電気特性がಘら

れなくなる可能性があるため，機械強度をอつ目的
以外にもͶじによる固定が必要になる。このͶじに
より部品఺数がさらに増える。
　これらの՝୊を解決するため，3Dプリンタ技術
を活用し，ろう付けからの置き׵えをݕ౼した。
3Dプリンタは，デジタルモデルデータから௚接物
体を造形することができるため，部品の形状や構造
に制໿を受けず，モデルに஧実な製造が可能とな
る。また，造形のためのプログラムにより設備が動
作するため，作業者の技能によらないモϊͮくりが
可能になる。さらに，一体造形品として製作できる
ため，部品఺数のݮ࡟にもつながる。
　このように，通常のろう付けによる製造方法で
は，ख作業や作業者のख़࿅度にґଘし，製造期間，
品質，部品఺数に՝୊があった。3Dプリンタを用
いることは，これらの՝୊を解決する足ֻかりにな
ると考え，ࢼ作評価しݕ証した。

3.　マイクロ波コンポーωントにお͚る
3%ϓリンタ଄形とੑೳධՁ

3.1　ロータリージョイントূݕ
　マイクロ波コンポーネントにおいて，R/+は一般
的にマイクロ波信߸の఻送に使用される。R/+は，
信߸のଛࣦやׯবを最小限に཈えるように設計され
ており，信߸の安定性と高い品質が求められる。
　R/+は，レーダーアンテナや通信アンテナなͲ回
転する機構に組みࠐまれる。そのため，R/+は回転
部分と静止部分に分かれた機構を有する。回転する
部分には軸があり，静止している部分にはϋ΢ジン
グがある。図3.1-1に部Ґを示す。
　静止部分と回転部分を要し，内部はマイクロ波で
ॴ๬の性能をಘる必要があるため，内部の構造はෳ
雑な形状となっている。そのため，これを実現する
ため通常は多数の部品を製作し各々の部品をろう付
けで接合することでෳ雑な内部形状を形成してい
た。ख़࿅者による作業が必ਢであること，熱࿪みに
よる形状変化なͲ製造の難қ度が高い製品である。
　3Dプリンタで製造することにより，造形プログ
ラムを作成すれば加工者にґଘせず同等の࢓上がり
になることが期待される。今回ࢼ作品として，X帯
のR/+を製作した。R/+は導波管部分，中心導体，そ
の他回転用部品，固定部品に分かれている。製品の
அ面図を図3.1-1に示す。導波管部分は3Dプリンタに
より製作した。
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らつきが生じる。ख作業でߦわれるため，作業者の
ർ労やヒューマンエラーによる不具合のリスクもજ
在する。
　その他，ろう付けを用いないコンポーネントにお
いては，部品同࢜をͶじにより固定するため，分割
数が多く部品఺数が増えてしまう՝୊もある。マイ
クロ波コンポーネントの場合，部品間のܺ間により
電気的接触が不े分になり，ॴ๬の電気特性がಘら

れなくなる可能性があるため，機械強度をอつ目的
以外にもͶじによる固定が必要になる。このͶじに
より部品఺数がさらに増える。
　これらの՝୊を解決するため，3Dプリンタ技術
を活用し，ろう付けからの置き׵えをݕ౼した。
3Dプリンタは，デジタルモデルデータから௚接物
体を造形することができるため，部品の形状や構造
に制໿を受けず，モデルに஧実な製造が可能とな
る。また，造形のためのプログラムにより設備が動
作するため，作業者の技能によらないモϊͮくりが
可能になる。さらに，一体造形品として製作できる
ため，部品఺数のݮ࡟にもつながる。
　このように，通常のろう付けによる製造方法で
は，ख作業や作業者のख़࿅度にґଘし，製造期間，
品質，部品఺数に՝୊があった。3Dプリンタを用
いることは，これらの՝୊を解決する足ֻかりにな
ると考え，ࢼ作評価しݕ証した。

3.　マイクロ波コンポーωントにお͚る
3%ϓリンタ଄形とੑೳධՁ

3.1　ロータリージョイントূݕ
　マイクロ波コンポーネントにおいて，R/+は一般
的にマイクロ波信߸の఻送に使用される。R/+は，
信߸のଛࣦやׯবを最小限に཈えるように設計され
ており，信߸の安定性と高い品質が求められる。
　R/+は，レーダーアンテナや通信アンテナなͲ回
転する機構に組みࠐまれる。そのため，R/+は回転
部分と静止部分に分かれた機構を有する。回転する
部分には軸があり，静止している部分にはϋ΢ジン
グがある。図3.1-1に部Ґを示す。
　静止部分と回転部分を要し，内部はマイクロ波で
ॴ๬の性能をಘる必要があるため，内部の構造はෳ
雑な形状となっている。そのため，これを実現する
ため通常は多数の部品を製作し各々の部品をろう付
けで接合することでෳ雑な内部形状を形成してい
た。ख़࿅者による作業が必ਢであること，熱࿪みに
よる形状変化なͲ製造の難қ度が高い製品である。
　3Dプリンタで製造することにより，造形プログ
ラムを作成すれば加工者にґଘせず同等の࢓上がり
になることが期待される。今回ࢼ作品として，X帯
のR/+を製作した。R/+は導波管部分，中心導体，そ
の他回転用部品，固定部品に分かれている。製品の
அ面図を図3.1-1に示す。導波管部分は3Dプリンタに
より製作した。
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　マイクロ波コンポーネントは，高周波を利用した
電子機器や通信システム機器において重要な役割を
୲っている。その製作はެ知の製造方法だけではෳ
雑な形状やඍ細な構造を一体化することが難しい。
そこで，金属3Dプリンタを用いることでこれらの
՝୊を解決し，安価で短ೲ期かつ安定した品質のマ
イクロ波コンポーネントの製作を目指し電気性能お
よͼ機構性能の評価を実施した。
　製作は࣍に示す3種の導波管コンポーネントでݕ
証し実現性を୳った。

(1)ロータリージョイント（以下“R/+”）は，回転
するϢニット間で信߸やエネルギーを఻ୡするため
の重要な部品である。通常は各々の部品をろう付け
で接合していた。ろう付けはઐ໳技能が必要で作業
者が限定される。
(2）サーキュレータは，マイクロ波信߸を一方向の
みに఻ൖする機器であり，送受ڞ用器として用いら
れ，一端をऴ端することで信߸のߦٯを๷ぐことが
可能となる導波管コンポーネント。通常は੾࡟加工
で製作した部品をͶじでక݁し組み立てていた。
(3)バンドύスフィルタ（以下“BPF”）は，特定の
周波数帯域の信߸を通աさせる機能を有するコン
ポーネント。通常は੾࡟加工で製作した部品をͶじ
でక݁し組み立てていた。

3%ϓリンティンάにΑる੡඼外؍

1.　はじめに

　近年，マイクロ波通信およͼ無線通信のٸ速な発
展により，高性能なマイクロ波コンポーネントのध
要が増加している。これに൐い，マイクロ波コン
ポーネントの設計と製造方法においても革新的なア
プローνが求められている。3Dプリンタは，通常
の製造方法とはҟなるख法で，物質を精ີに積૚し
て立体的な形状を作り出すことが可能である[1] [2] [3]。
この技術は，マイクロ波コンポーネントの製造にお
いて多くの利఺をもたらす可能性がある。例えば，
通常の製造方法では難しく，かつෳ雑な内部構造や
部品఺数のݮ࡟が可能になる。
　3Dプリンタを用いてマイクロ波コンポーネント
を製作し電気特性をݕ証した。

2.　ैདྷ工๏の՝୊と3%ϓリンタの活用

　現在，当社では，マイクロ波コンポーネントの製
造において，ろう付け（ۜろう付けやDIPϒレージ
ング）を࠾用している。ろう付けは，導電性の金属
ろうࡐを使用して部品同࢜を接合する技術である。
マイクロ波コンポーネントは，内部をෳ雑な形状で
構成する必要があり，そのためにさまざまな部品を
組み合わせて形成している。各部品のܺ間は電気性
能にӨڹするため金属ろうࡐを流しܺ間をຒめ，電
気的接触およͼ機械的強度も向上させている。
　この方法では，ろうࡐが溶ける温度までे分に部
品を加熱した後，必要な部分にろうࡐをࠩす，また
は加熱前にろうࡐを配置しておくことでろうࡐが溶
け，ໟ細管現象を利用してコンポーネントの部品同
࢜を接合する。ろう付けは，ख作業にґଘしてお
り，ख़࿅した技能者による作業を要する。ろう付け
には加熱やྫྷ٫のサイクルが必要であり，時間がか
かるため，製造プロセスの短ॖ化に՝୊がある。加
熱ྫྷ٫の工程によりࡐ料が࿪み，ॴ๬の形状でなく
なってしまう可能性もある。また，ろう付けでは作
業者の技量や経験によって接合の品質がࠨӈされる
ため，同じ製作৚݅のコンポーネントでも品質のば
らつきが生じる。ख作業でߦわれるため，作業者の
ർ労やヒューマンエラーによる不具合のリスクもજ
在する。
　その他，ろう付けを用いないコンポーネントにお
いては，部品同࢜をͶじにより固定するため，分割
数が多く部品఺数が増えてしまう՝୊もある。マイ
クロ波コンポーネントの場合，部品間のܺ間により
電気的接触が不े分になり，ॴ๬の電気特性がಘら

れなくなる可能性があるため，機械強度をอつ目的
以外にもͶじによる固定が必要になる。このͶじに
より部品఺数がさらに増える。
　これらの՝୊を解決するため，3Dプリンタ技術
を活用し，ろう付けからの置き׵えをݕ౼した。
3Dプリンタは，デジタルモデルデータから௚接物
体を造形することができるため，部品の形状や構造
に制໿を受けず，モデルに஧実な製造が可能とな
る。また，造形のためのプログラムにより設備が動
作するため，作業者の技能によらないモϊͮくりが
可能になる。さらに，一体造形品として製作できる
ため，部品఺数のݮ࡟にもつながる。
　このように，通常のろう付けによる製造方法で
は，ख作業や作業者のख़࿅度にґଘし，製造期間，
品質，部品఺数に՝୊があった。3Dプリンタを用
いることは，これらの՝୊を解決する足ֻかりにな
ると考え，ࢼ作評価しݕ証した。

3.　マイクロ波コンポーωントにお͚る
3%ϓリンタ଄形とੑೳධՁ

3.1　ロータリージョイントূݕ
　マイクロ波コンポーネントにおいて，R/+は一般
的にマイクロ波信߸の఻送に使用される。R/+は，
信߸のଛࣦやׯবを最小限に཈えるように設計され
ており，信߸の安定性と高い品質が求められる。
　R/+は，レーダーアンテナや通信アンテナなͲ回
転する機構に組みࠐまれる。そのため，R/+は回転
部分と静止部分に分かれた機構を有する。回転する
部分には軸があり，静止している部分にはϋ΢ジン
グがある。図3.1-1に部Ґを示す。
　静止部分と回転部分を要し，内部はマイクロ波で
ॴ๬の性能をಘる必要があるため，内部の構造はෳ
雑な形状となっている。そのため，これを実現する
ため通常は多数の部品を製作し各々の部品をろう付
けで接合することでෳ雑な内部形状を形成してい
た。ख़࿅者による作業が必ਢであること，熱࿪みに
よる形状変化なͲ製造の難қ度が高い製品である。
　3Dプリンタで製造することにより，造形プログ
ラムを作成すれば加工者にґଘせず同等の࢓上がり
になることが期待される。今回ࢼ作品として，X帯
のR/+を製作した。R/+は導波管部分，中心導体，そ
の他回転用部品，固定部品に分かれている。製品の
அ面図を図3.1-1に示す。導波管部分は3Dプリンタに
より製作した。

ロータリージョイント サーキュレータ バンυύスϑィルタ
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表3.2-1　サーキュレータ໨ඪ஋

　電気特性の実ଌ݁果を表 3.2-2 に示す。
　ଌ定にはネットワークアナライザを使用し，定在
波比，ૠ入ଛࣦなͲの電気特性を評価した。

表3.2-2　電ؾಛੑの実ଌ݁Ռ

　電気特性評価の݁果，3D プリンタによって製作
されたサーキュレータでも要求された電気特性をຬ
足できることを確ೝした。一体造形品にすることで，
ૠ入ଛࣦのվળも確ೝできた。

3.3　バンυύスϑィルタূݕ
　BPF は周波数બ୒，ϊイズআڈ，帯域幅制御なͲ，
電気信߸または電磁波の特定の周波数ൣғを通աさ
せるために様々な機能を有し，無線通信，衛星通信，
レーダーシステムなͲの応用分野で広く使用されて
いる。
　従来，導波管を形成するために 2 つの機械加工品
をͶじで固定するという構成を࠾用し製作してき
た。2 つの部品を組み合わせたࡍ，フランジ面に段
ࠩができないよう，合わせ加工を実施している。図
3.3-1 に構成図を示す。

図3.3-1　BP'ߏ੒図

　3D プリンタで製作することにより，導波管を形
成するための部品が 1 つに出来，合わせ加工が不要
になるため，合わせ加工後めっきを実施するための，
分解，再組立なͲの工程も不要になる。また，接触
面がなくなることにより電気的なܺ間が解ফされ，
ૠ入ଛࣦのվળも見ࠐまれる。
　BPF は内部ੇ法に高い精度を求められるため，
3D プリンタの方式は R/+，サーキュレータと同様
に PBF 法を࠾用した。BPF は従来製品からの置き
えではなく，新たに設計したものである。そのた׵
め，性能評価は設計஋との比ֱとする。表面ૈさを
վળするための内面研ຏを実施した。
　3D プリンタ品の評価は電磁界解ੳ（HFSS）との
比ֱで評価する。表 3.3-1 に目ඪ஋をه載する。図
3.3-2 に解ੳと実ଌ݁果を示す。

表3.3-1　BP'໨ඪ஋

図3.3-2　電࣓քղੳと実ଌ஋のൺֱ

　電気特性評価の݁果，3D プリンタによって製作
された BPF は電磁界解ੳとほぼ一致する݁果がಘ
られた。一体造形品にすることで，ૠ入ଛࣦも設計
஋に近ͮくと考える。製品へのద用を目指していく。

項　目
प波਺ൣғ<()[>

ఆࡏ波ൺ
ૠೖଛࣦ<EB>

アイιレーγϣン<EB>

目ඪ஋
9.1ʙ9.�
1.�ҎԼ
0.�ҎԼ
20.0Ҏ্

項　目
प波਺ൣғ<()[>

ఆࡏ波ൺ
ૠೖଛࣦ<EB>

アイιレーγϣン<EB>

実ଌ݁Ռ
9.1ʙ9.�
1.1�
0.11
25.1

目ඪ஋
T&101
5ஈ
10.0
0.�
0.4ҎԼ
20Ҏ্
10.0Ҏ্
（௨աଳҬʶ̍()[ʹͯ）
WRJ-10（Xଳ）

߲　目
振モードڞ
段数
中心周波数[GHz]
通ա帯域幅[GHz]
ૠ入ଛࣦ[dB]
反射ଛࣦ[dB]

ਰ量[dB]ݮ

導波管ܘޱ

図3.1-1　R�+அ໘図

　R/+ は内部ੇ法に高い精度を求められるため，3D
プリンタの方式は最も造形精度が高い Powder Bed 
Fusion 法（以下“PBF 法”）を࠾用した。また，マ
イクロ波コンポーネントにおいて，表面ૈさは製品
性能を確อするための重要な要素の一つである。
　従来製造品は部品を੾࡟加工で製作していたた
め，マイクロ波コンポーネントとしてはे分な表面
ૈさ Rz：6.3S を確อしている。一方 3D プリンタの
表面ૈさは一般的に Rz：50S ～ 100S 程度とされて
おり，この஋はマイクロ波コンポーネントの場合ૠ
入ଛࣦの増加なͲの事象が生じる可能性もある。そ
のため，表面ૈさをվળする工法として最も研ຏ量
の多い流体研ຏを実施した。表 3.1-1 に 3D プリンタ
品の電気特性の目ඪ஋を示す。

表3.1-1　ロータリージョイント໨ඪ஋

　電気特性の実ଌ݁果を表 3.1-2 に示す。ଌ定には
ネットワークアナライザを使用し，定在波比，ૠ入
ଛࣦなͲの電気特性を評価した。電気特性評価の݁
果，3D プリンタによって製作された R/+ でも目ඪ
である電気特性をຬ足することができた。

表3.1-2　電ؾಛੑの実ଌ݁Ռ

3.2　サーキュレータূݕ
　サーキュレータは反射波の分཭，ダミーロードと
組み合わせることによる反射波のٵऩなͲの機能を
有し，マイクロ波やミリ波の通信システム，レーダー
システム，衛星通信なͲの多くの応用分野で使用さ
れている。
　従来，導波管を形成するために 2 つ以上の機械加
工品部品をͶじで固定するという構成で製作してき
た。この場合，2 つの部品を組み合わせたࡍ，フラ
ンジ面に段ࠩができないよう，さらに合わせ加工を
実施する必要がある。図 3.2-1 に構成図を示す。

図3.2-1　サーキュレータߏ੒図

　3D プリンタで製作することにより，サーキュレー
タを形成するための部品が 1 つに出来，合わせ加工
が不要になるため，合わせ加工後めっきを実施する
ための，分解，再組立なͲの工程も不要になる。ま
た，接触面がなくなることにより電気的なܺ間が解
ফされ，ૠ入ଛࣦのվળも見ࠐまれる。
　サーキュレータは内部ੇ法に高い精度を求められ
るため，3D プリンタの方式は R/+ と同様に PBF 法
を࠾用した。さらに表面ૈさをվળするための内面
研ຏも実施した。3D プリンタ品の電気特性の目ඪ
஋を表 3.2-1 に示す。
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表3.2-1　サーキュレータ໨ඪ஋

　電気特性の実ଌ݁果を表 3.2-2 に示す。
　ଌ定にはネットワークアナライザを使用し，定在
波比，ૠ入ଛࣦなͲの電気特性を評価した。

表3.2-2　電ؾಛੑの実ଌ݁Ռ

　電気特性評価の݁果，3D プリンタによって製作
されたサーキュレータでも要求された電気特性をຬ
足できることを確ೝした。一体造形品にすることで，
ૠ入ଛࣦのվળも確ೝできた。

3.3　バンυύスϑィルタূݕ
　BPF は周波数બ୒，ϊイズআڈ，帯域幅制御なͲ，
電気信߸または電磁波の特定の周波数ൣғを通աさ
せるために様々な機能を有し，無線通信，衛星通信，
レーダーシステムなͲの応用分野で広く使用されて
いる。
　従来，導波管を形成するために 2 つの機械加工品
をͶじで固定するという構成を࠾用し製作してき
た。2 つの部品を組み合わせたࡍ，フランジ面に段
ࠩができないよう，合わせ加工を実施している。図
3.3-1 に構成図を示す。

図3.3-1　BP'ߏ੒図

　3D プリンタで製作することにより，導波管を形
成するための部品が 1 つに出来，合わせ加工が不要
になるため，合わせ加工後めっきを実施するための，
分解，再組立なͲの工程も不要になる。また，接触
面がなくなることにより電気的なܺ間が解ফされ，
ૠ入ଛࣦのվળも見ࠐまれる。
　BPF は内部ੇ法に高い精度を求められるため，
3D プリンタの方式は R/+，サーキュレータと同様
に PBF 法を࠾用した。BPF は従来製品からの置き
えではなく，新たに設計したものである。そのた׵
め，性能評価は設計஋との比ֱとする。表面ૈさを
վળするための内面研ຏを実施した。
　3D プリンタ品の評価は電磁界解ੳ（HFSS）との
比ֱで評価する。表 3.3-1 に目ඪ஋をه載する。図
3.3-2 に解ੳと実ଌ݁果を示す。

表3.3-1　BP'໨ඪ஋

図3.3-2　電࣓քղੳと実ଌ஋のൺֱ

　電気特性評価の݁果，3D プリンタによって製作
された BPF は電磁界解ੳとほぼ一致する݁果がಘ
られた。一体造形品にすることで，ૠ入ଛࣦも設計
஋に近ͮくと考える。製品へのద用を目指していく。
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図3.1-1　R�+அ໘図

　R/+ は内部ੇ法に高い精度を求められるため，3D
プリンタの方式は最も造形精度が高い Powder Bed 
Fusion 法（以下“PBF 法”）を࠾用した。また，マ
イクロ波コンポーネントにおいて，表面ૈさは製品
性能を確อするための重要な要素の一つである。
　従来製造品は部品を੾࡟加工で製作していたた
め，マイクロ波コンポーネントとしてはे分な表面
ૈさ Rz：6.3S を確อしている。一方 3D プリンタの
表面ૈさは一般的に Rz：50S ～ 100S 程度とされて
おり，この஋はマイクロ波コンポーネントの場合ૠ
入ଛࣦの増加なͲの事象が生じる可能性もある。そ
のため，表面ૈさをվળする工法として最も研ຏ量
の多い流体研ຏを実施した。表 3.1-1 に 3D プリンタ
品の電気特性の目ඪ஋を示す。

表3.1-1　ロータリージョイント໨ඪ஋
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図3.2-1　サーキュレータߏ੒図
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るため，3D プリンタの方式は R/+ と同様に PBF 法
を࠾用した。さらに表面ૈさをվળするための内面
研ຏも実施した。3D プリンタ品の電気特性の目ඪ
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1. はじめに

この度，一般社団法人日本機械工業連合会が主࠵
する令和4年度「優秀省エネ脱炭素機器・システム表
彰」において，最新のύワエレ技術を݁集した電源
力率・電源効率վળ型PWM制御誘導加熱インバータ
「SBT-PWシリーズ」，「SCT-SWシリーズ」が「資
源エネルギーி長官賞」を受賞した。

2. ड৆のഎܠ

近年，脱炭素社会のૣ期実現に向けて，製造現場で
は機器の省エネ化や生産の効率化への取組みがٸ速に
拡大している。電源力率・電源効率վળ型PWM制御
誘導加熱インバータは，最新のύワー半導体（SiC）
の࠾用と，੔流回路の見௚し，新ن開発したPWM制
御方式の搭載，FPGAによるデジタル制御化を実現す
ることにより，従来に比べて電源力率と電源効率を大
幅にվળした఺が，金属熱処理プロセスの省エネ化に
貢献するものとして高く評価され，今回の受賞となっ
た。図1ٴͼ図2に受賞製品となった2つのシリーズの
外؍を，表1，表2に省エネ効果を示す。

3. ੡඼のಛ௕

　4つのվળにより電源力率95ˋ，電源効率95ˋ˞1，
従来比10～30ˋの省エネ化˞2を実現した。
ᶃ　SiC（Silicon Carbide）の࠾用によるインバータの
　　低ଛࣦ化（SCT-SWシリーズに使用）
ᶄ　੔流回路をサイリスタ式からダイΦード式へ変ߋ，
　　力率をվળし回路電流を低ݮ
ᶅ　独自に開発したPWM（Pulse Width Modulation）
　　制御により，ෛՙ変動に൐うڞ振周波数変化への
　　自動௥ඌとύルス幅可変による出力電力制御を高速
　　処理（特ڐ第6959432߸他）
ᶆ　FPGA（Field Programmable Gate Array）搭載
　　によるデジタル制御化で，出力立上り時間を50ms
　　以下に高速化し，出力可変幅を0.1～100ˋに最大化
　　˞1 SCT-SWシリーズはインバータ効率の比ֱによる
　　˞2当社従来製品SBT/SFTシリーズとの比ֱにおいて

4. Ή͢ͼ

　最新技術を搭載し，高い省エネ性能を実現した電源
力率・電源効率վળ型PWM制御誘導加熱インバータ
の特長を౿まえた，資源エネルギーி長官賞受賞製品
を紹介した。両シリーズは着実にೲ入実੷を積み重Ͷ
ており，٬ސの金属熱処理工程に対し，省エネ化に貢
献している。今後も技術・製品開発を積ۃ的に進め，
脱炭素社会の実現に向けた取り組みをߦっていく。

参考文献

[ 1 ]　守上，高田，浜田，永月，“PWM制御大電力誘導
　　 加熱インバータの開発”島田理化技報No.27 
　　 p.10-15
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4.　Ή͢ͼ

　3D プリンタ技術を用いて当社製品を製作できる
ことを確ೝした。部品఺数のݮ࡟，特घ技能が必要
無いモϊͮくり，ෳ数機能を持たせた一体造形によ
る電気的なメリットなͲ，当社製品において՝୊と
なる߲目をクリアできる技術である。今後製品にద
用していくことで，より安価で短ೲ期かつ安定した
品質で付加価஋の高いモϊͮくりが可能である。
　さらに 3D プリンタの特性にద用した製造工法の
確立に向けて生産プロセスのඪ準化もซせて進めて
いく。

参考文献

[1] 　湯઒秀ౢڇ,ݑ優,高ڮప,米田ঘ史,࡚ٶ守ହ,” 
　　 2 本の分ذ端子を短བྷ端に対し 45 度܏けて接
　　 続した T 分ذ形 0MT”, 信学技報 , vol. 119,  
　　 no. 242, MW2019-70, pp. 27-32, 2019 年 10 月 .
[2] 　萩原ӫ࣏,ࠜ本३一,浅利఩, 電子৘報通信学会, 
　　 C-2-37, 2021 年 9 月 .
[3] 　田島൏人 , 萩原ӫ࣏ , ࠜ本३一 , 電子৘報通信
　　 学会 , C-2-40, 2022 年 3 月

本内容は 2021 年度 ,2022 年度電子৘報通信学会ιサ
イエティ大会で一般ߨԋとして発表した。
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この度，一般社団法人日本機械工業連合会が主࠵
する令和4年度「優秀省エネ脱炭素機器・システム表
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幅にվળした఺が，金属熱処理プロセスの省エネ化に
貢献するものとして高く評価され，今回の受賞となっ
た。図1ٴͼ図2に受賞製品となった2つのシリーズの
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　4つのվળにより電源力率95ˋ，電源効率95ˋ˞1，
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　　以下に高速化し，出力可変幅を0.1～100ˋに最大化
　　˞1 SCT-SWシリーズはインバータ効率の比ֱによる
　　˞2当社従来製品SBT/SFTシリーズとの比ֱにおいて
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　最新技術を搭載し，高い省エネ性能を実現した電源
力率・電源効率վળ型PWM制御誘導加熱インバータ
の特長を౿まえた，資源エネルギーி長官賞受賞製品
を紹介した。両シリーズは着実にೲ入実੷を積み重Ͷ
ており，٬ސの金属熱処理工程に対し，省エネ化に貢
献している。今後も技術・製品開発を積ۃ的に進め，
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　3D プリンタ技術を用いて当社製品を製作できる
ことを確ೝした。部品఺数のݮ࡟，特घ技能が必要
無いモϊͮくり，ෳ数機能を持たせた一体造形によ
る電気的なメリットなͲ，当社製品において՝୊と
なる߲目をクリアできる技術である。今後製品にద
用していくことで，より安価で短ೲ期かつ安定した
品質で付加価஋の高いモϊͮくりが可能である。
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確立に向けて生産プロセスのඪ準化もซせて進めて
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1. はじめに

　加速器やレーダ機器なͲのメガワットクラスの高電
力を扱う製品では，導波管内に空気の໿3倍と高いઈ
ԑ性能を有するSF6ガスを充రし，耐電力性能をຬ足
している。しかし，SF6ガスは地球温暖化対策のن制
対象ガス（C02の໿23,500倍）であり，管理とద੾な処
理ならͼに，今後のن制がݕ౼されている。
　当社では温暖化対策のため，導波管コンポーネント
の耐電力性能を高めることで，SF6ガスを使用しない
機器（SF6フリー）の開発を進めている。2022年度に
導波管ロータリージョイントについて開発をߦったの
で݁果を報ࠂする。

࡞ࢼ .2

　SF6フリーのࢼ作として，加速器で使用されているS
帯のロータリージョイントを設計・ࢼ作した。本ロー
タリージョイントは入出力が導波管TE10モードで，
回転部を円形のTM01モードで఻送するロータリージョ
イントである。
　図1に従来品のロータリージョイントの電界強度と
作品の電界強度のシミュレーション݁果を示す。電ࢼ
界の集中するۣ形導波管と円形導波管のモード変׵部
の構造を見௚すことで，電界の最大஋が従来品の
2,211V/mに対し，ࢼ作品では1,151V/mと໿半分とな
り，耐電ѹと耐電力は2৐の関܎であるため，耐電力
比໿4倍にվળしている事が確ೝできる。

3. R'ੑೳ

図2に従来品ロータリージョイントとࢼ作品の電気特
性を示し，表1にVSWR，VSWR回転変動，ૠ入ଛࣦ，
ૠ入ଛࣦ回転変動をଌ定した݁果を示す。計݁ࢉ果と
ほぼ一致し，従来品とほぼ同等の݁果がಘられた。

4. Ή͢ͼ

上述の通り地球温暖化対策のため，モード変׵部へ
の電界の集中を཈え，耐電力性能の優れた設計をする
ことにより，SF6フリー化をਪ進している。今後も当社
のコア技術として，SF6フリーに対応した製品の開発を
進めていくことで地球温暖化཈制に取り組んでいく。
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◎問い合わせ先
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1. はじめに

　当社では，同軸・導波管コンポーネントద用ྖ域の
拡大を目的とし，2022年4月よりνューナϒルフィル
タの開発に着खしている。
　νューナϒルフィルタとは，中心周波数や帯域幅な
Ͳの周波数特性を変えることができるフィルタのこと
である。
　当社実੷や他社製品動向を౿まえ，今回可変帯域の
広帯域化を図るべく要素開発をߦったので݁果を報ࠂ
する。

2. ཁૉ࡞ࢼ

　コムライン型の3段バンドύスフィルタで構成し，
୯一のフィルタで2～8GHzまでの中心周波数可変の評
価をߦった。
　将来の可変方式は高速モータによる容量可変方式を
予定しているが，本要素ࢼ作はモータ等の可変機構は
設けずख動による可変帯域の広帯域化に限定したもの
とした。νューナϒルフィルタの外؍図と設計ॾݩを
図1に示す。
　今回の要素ࢼ作では，フィルタの周波数特性として
周波数に比例して，3dB帯域幅が広がる比帯域幅一定
型とした。

3. ཁૉ݁࡞ࢼՌ

　図2に要素ࢼ作器の評価݁果を示す。ここに示すと
おり2～8GHzまでの広ൣғにわたりνューナϒル性能
を取ಘできた。
　3dB帯域幅は評価݁果の方がڱい݁果となったが，
これはڞ振素子の形状がシミュレーション形状とࢼ作
品の形状にࠩが生じていたことによるものである。
電磁界解ੳの計݁ࢉ果と評価݁果を比ֱして，概Ͷྑ
。なνューナϒルフィルタの性能を取ಘできた޷

市場調ࠪを進める中で，中心周波数に関܎なく，常
に一定の通ա帯域幅を持つ帯域幅固定型での要๬もあ
ったため，帯域幅固定型での電磁界解ੳをߦった。計
，載のほぼ同サイズのままه果を図3に示す。図1に݁ࢉ
2～8GHzまで周波数可変で，ほぼ一定の3dB帯域幅を持
つシミュレーション݁果をಘられた。

4. Ή͢ͼ

　今回の要素ࢼ作では，୯一のフィルタで2～8GHzま
で中心周波数の可変がߦえたこと，そして比帯域幅が
おおよそ一定であったことが確ೝできた。
　今回の要素ࢼ作で比帯域幅一定型と帯域幅固定型の
フィルタ特性のνューナϒル化を見出すことができた
ので，今後は，高速モータや電子制御による自動可変
をするνューナϒルフィルタの製品化を進める。
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1. はじめに

　加速器やレーダ機器なͲのメガワットクラスの高電
力を扱う製品では，導波管内に空気の໿3倍と高いઈ
ԑ性能を有するSF6ガスを充రし，耐電力性能をຬ足
している。しかし，SF6ガスは地球温暖化対策のن制
対象ガス（C02の໿23,500倍）であり，管理とద੾な処
理ならͼに，今後のن制がݕ౼されている。
　当社では温暖化対策のため，導波管コンポーネント
の耐電力性能を高めることで，SF6ガスを使用しない
機器（SF6フリー）の開発を進めている。2022年度に
導波管ロータリージョイントについて開発をߦったの
で݁果を報ࠂする。

࡞ࢼ .2

　SF6フリーのࢼ作として，加速器で使用されているS
帯のロータリージョイントを設計・ࢼ作した。本ロー
タリージョイントは入出力が導波管TE10モードで，
回転部を円形のTM01モードで఻送するロータリージョ
イントである。
　図1に従来品のロータリージョイントの電界強度と
作品の電界強度のシミュレーション݁果を示す。電ࢼ
界の集中するۣ形導波管と円形導波管のモード変׵部
の構造を見௚すことで，電界の最大஋が従来品の
2,211V/mに対し，ࢼ作品では1,151V/mと໿半分とな
り，耐電ѹと耐電力は2৐の関܎であるため，耐電力
比໿4倍にվળしている事が確ೝできる。

3. R'ੑೳ

図2に従来品ロータリージョイントとࢼ作品の電気特
性を示し，表1にVSWR，VSWR回転変動，ૠ入ଛࣦ，
ૠ入ଛࣦ回転変動をଌ定した݁果を示す。計݁ࢉ果と
ほぼ一致し，従来品とほぼ同等の݁果がಘられた。

4. Ή͢ͼ

上述の通り地球温暖化対策のため，モード変׵部へ
の電界の集中を཈え，耐電力性能の優れた設計をする
ことにより，SF6フリー化をਪ進している。今後も当社
のコア技術として，SF6フリーに対応した製品の開発を
進めていくことで地球温暖化཈制に取り組んでいく。

参考文献
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1. はじめに

　当社では，同軸・導波管コンポーネントద用ྖ域の
拡大を目的とし，2022年4月よりνューナϒルフィル
タの開発に着खしている。
　νューナϒルフィルタとは，中心周波数や帯域幅な
Ͳの周波数特性を変えることができるフィルタのこと
である。
　当社実੷や他社製品動向を౿まえ，今回可変帯域の
広帯域化を図るべく要素開発をߦったので݁果を報ࠂ
する。

2. ཁૉ࡞ࢼ

　コムライン型の3段バンドύスフィルタで構成し，
୯一のフィルタで2～8GHzまでの中心周波数可変の評
価をߦった。
　将来の可変方式は高速モータによる容量可変方式を
予定しているが，本要素ࢼ作はモータ等の可変機構は
設けずख動による可変帯域の広帯域化に限定したもの
とした。νューナϒルフィルタの外؍図と設計ॾݩを
図1に示す。
　今回の要素ࢼ作では，フィルタの周波数特性として
周波数に比例して，3dB帯域幅が広がる比帯域幅一定
型とした。

3. ཁૉ݁࡞ࢼՌ

　図2に要素ࢼ作器の評価݁果を示す。ここに示すと
おり2～8GHzまでの広ൣғにわたりνューナϒル性能
を取ಘできた。
　3dB帯域幅は評価݁果の方がڱい݁果となったが，
これはڞ振素子の形状がシミュレーション形状とࢼ作
品の形状にࠩが生じていたことによるものである。
電磁界解ੳの計݁ࢉ果と評価݁果を比ֱして，概Ͷྑ
。なνューナϒルフィルタの性能を取ಘできた޷

市場調ࠪを進める中で，中心周波数に関܎なく，常
に一定の通ա帯域幅を持つ帯域幅固定型での要๬もあ
ったため，帯域幅固定型での電磁界解ੳをߦった。計
，載のほぼ同サイズのままه果を図3に示す。図1に݁ࢉ
2～8GHzまで周波数可変で，ほぼ一定の3dB帯域幅を持
つシミュレーション݁果をಘられた。

4. Ή͢ͼ

　今回の要素ࢼ作では，୯一のフィルタで2～8GHzま
で中心周波数の可変がߦえたこと，そして比帯域幅が
おおよそ一定であったことが確ೝできた。
　今回の要素ࢼ作で比帯域幅一定型と帯域幅固定型の
フィルタ特性のνューナϒル化を見出すことができた
ので，今後は，高速モータや電子制御による自動可変
をするνューナϒルフィルタの製品化を進める。
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˙֓　ཁ
　本装置はRF信߸をޫ信߸に変׵することで఻送ロ
スを཈制し，最長15kmの長ڑ཭఻送を可能とするマ
イクロ波ʗޫ変׵（RoF（Radio over Fiber））モジ
ュールです。マイクロ波をޫに変׵するE/0モジュ
ールとޫからマイクロ波に変׵する0/Eモジュール
で構成されています。

˙主ཁੑೳ

੒図ߏ˙

˙੡඼外؍

性能 උߟ項目

R'प೾਺範囲

఻ૹརಘ

ଳҬ内རಘภࠩ

N'

IM3

74WR

ޫग़ྗϨϕル

೾௕

ݯిڅڙ

ಈ࡞Թ度

外形寸法

1.0～1.1GHz

+5EB±3EB 

2EBQ�Q以内

20EB以Լ

60EBc以্

2�1以Լ

+3EBm(ϊϛφル)

1
310nm(ϊϛφル)

DC+127±0.57

�10～+40ˆ

W107×D60×H16mm

1～3GHz Ͱͷ೚ҙͷ100MHzଳҬͰର応Մ能

1.0～1.1GHz，఻ૹଛࣦ0EB࣌

1.0～1.1GHz，఻ૹଛࣦ0EB࣌

1.0～1.1GHz，఻ૹଛࣦ0EB࣌

1.0～1.1GHz

Φプγϣϯʹͯ1
550nm΋ର応Մ能

ώーτγϯΫ(Φプγϣϯ)औ෇ʹΑΓԹ度範囲ͷ֦ு͕Մ能

E/Oモジュール͓ΑͼO/Eモジュールͷ外形寸法͸ಉ͡

˙ಛ　௕
　ᶃRFアンプを内ଂしており，高఻送利ಘを実現。
　ᶄ温度による఻送利ಘの変動を低ݮする回路を内ଂ。
　ᶅAPC(Automatic Power Control)により，
　　ޫ出力レϕルが一定となるように制御する
　　ことで，安定したRF性能(NFおよͼIM3等)を
　　実現。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ᖛ野　૱）

1.05GHzͱ1.051GHz，2೾合ܭ入ྗిྗ�20EBm
఻ૹଛࣦ0EB࣌

E/Oモジュール O/Eモジュール

レーβ
μイΦーυ

ಉ࣠ϐグςール
ޫ出ྗίωΫタ

ޫϑΝイό
ೖྗ

ಉ࣠ϐグςール
ޫೖྗίωΫタ

ϑΥτ
μイΦーυ

電ݯೖྗ

རಘԹ౓
มಈิਖ਼ 出ྗ

電ݯೖྗ

རಘԹ౓
มಈิਖ਼

ޫม׵ ޫ ม׵

R'

A1$

E/Oモジュール O/Eモジュール

੡඼紹介

λΧϯγϛϡϨʔλ��4���

◎問い合わせ先 事業管理部／5&-���������������

˙֓　ཁ
タカンシミュレータは，航空機の電波航法に用い

られるTACAN機上装置の性能ࢼ験をߦう装置です。
航空機が航ߦ中にಘられるTACAN航法に必要な৘報
（方Ґ，ڑ཭等）をٖࣅ的に発生させ，ࢼ験実施が
可能です。
ˎTACAN：Tactical Air Navigation System
　　　　　　　　　　　　　　（戦術航法装置）

˙ಛ　௕
ᶃTACAN航法で用いられるAMʴガ΢シアンύルス

信߸の生成をデジタル処理（FPGA�DACの構成）
　することにより信པ性を高めた。
ᶄ大型液থディスプレイにタッνύネルを࠾用，
　扱いやすい画面構成。
ᶅGP-IBඪ準装備，自動ࢼ験に対応。

˙主ཁੑೳ

ʲTACANとはʳ
　航空機に，方Ґとڑ཭৘報を同時にఏڙするもの
です。
　方Ґଌ定は，15Hz�135Hzで変調されたύルス波に
よってߦわれ，基準波（15Hz）とのҐ૬ࠩにより，
航空機は方Ґ৘報をಘます。
཭ଌ定は，TACAN機上機が地上TACANに質໰ڑ　
信߸を発射し，地上TACANが応౴することでڑ཭৘
報をಘます。

　電波の放射ύターンとTACAN地上局と航空機のҐ
置関܎を以下に示します。

タカンシミュレータは，航空機の電波航法に用い
られるTACAN機上装置の性能ࢼ験をߦう装置です。
航空機が航ߦ中にಘられるTACAN航法に必要な৘報
（方Ґ，ڑ཭等）をٖࣅ的に発生させ，ࢼ験実施が

　　　　　　　　　　　　　　（戦術航法装置）

ᶃTACAN航法で用いられるAMʴガ΢シアンύルス
信߸の生成をデジタル処理（FPGA�DACの構成）

ᶄ大型液থディスプレイにタッνύネルを࠾用，

ʲTACANとはʳ

■製品外観

5"$"/� ӡ༻Πϝʔδ

（౻ᖒ ޾ଇ）

方位

距離

性能項目

範囲

確度 ±0.05°以内

0±39°，1°ステップ
0.0～399.9NM，
0.1NMステップ
±{0.01+(0.01+設定距離
×0.005％)}NM以内
INC(離脱)，DEC(進入)，
0～9999knot，
1knotステップ
G/Aモード0～100％，
1％ステップ
(MRB*1，ARB*2除いた場合)
W426×D473×H250mm
19kg

確度

速度

応答率

回転速度

15Hz 移相

範囲

外形寸法
質　量

0.0～359.9°，
0.1°ステップ

CW，CCW，0～39°/ｓ，
1°/ｓステップ

＊1 MRB：Main Reference Burst
＊2 ARB：Auxiliary Reference Burst
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੡඼紹介

ϚΠΫϩ೾ʗޫม׵ʢ3oFʣϞδϡʔϧ

◎問い合わせ先 5&-���������������

˙֓　ཁ
　本装置はRF信߸をޫ信߸に変׵することで఻送ロ
スを཈制し，最長15kmの長ڑ཭఻送を可能とするマ
イクロ波ʗޫ変׵（RoF（Radio over Fiber））モジ
ュールです。マイクロ波をޫに変׵するE/0モジュ
ールとޫからマイクロ波に変׵する0/Eモジュール
で構成されています。

˙主ཁੑೳ

੒図ߏ˙

˙੡඼外؍

性能 උߟ項目

R'प೾਺範囲

఻ૹརಘ

ଳҬ内རಘภࠩ

N'

IM3

74WR

ޫग़ྗϨϕル

೾௕

ݯిڅڙ

ಈ࡞Թ度

外形寸法

1.0～1.1GHz

+5EB±3EB 

2EBQ�Q以内

20EB以Լ

60EBc以্

2�1以Լ

+3EBm(ϊϛφル)

1
310nm(ϊϛφル)

DC+127±0.57

�10～+40ˆ

W107×D60×H16mm

1～3GHz Ͱͷ೚ҙͷ100MHzଳҬͰର応Մ能

1.0～1.1GHz，఻ૹଛࣦ0EB࣌

1.0～1.1GHz，఻ૹଛࣦ0EB࣌

1.0～1.1GHz，఻ૹଛࣦ0EB࣌

1.0～1.1GHz

Φプγϣϯʹͯ1
550nm΋ର応Մ能

ώーτγϯΫ(Φプγϣϯ)औ෇ʹΑΓԹ度範囲ͷ֦ு͕Մ能

E/Oモジュール͓ΑͼO/Eモジュールͷ外形寸法͸ಉ͡

˙ಛ　௕
　ᶃRFアンプを内ଂしており，高఻送利ಘを実現。
　ᶄ温度による఻送利ಘの変動を低ݮする回路を内ଂ。
　ᶅAPC(Automatic Power Control)により，
　　ޫ出力レϕルが一定となるように制御する
　　ことで，安定したRF性能(NFおよͼIM3等)を
　　実現。　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ᖛ野　૱）

1.05GHzͱ1.051GHz，2೾合ܭ入ྗిྗ�20EBm
఻ૹଛࣦ0EB࣌

˙੡඼外؍

E/Oモジュール O/Eモジュール

レーβ
μイΦーυ

ಉ࣠ϐグςール
ޫ出ྗίωΫタ

ޫϑΝイό
ೖྗ

ಉ࣠ϐグςール
ޫೖྗίωΫタ

ϑΥτ
μイΦーυ

電ݯೖྗ

རಘԹ౓
มಈิਖ਼ 出ྗ

電ݯೖྗ

རಘԹ౓
มಈิਖ਼

ޫม׵ ޫ ม׵

R'

A1$

E/Oモジュール O/Eモジュール

事業管理部／5&-���������������

O/Eモジュール

࣠ϐグςール
ೖྗίωΫタ

μμイΦーυ

電

มಈิਖ਼

O/Eモジュール

˙֓　ཁ
タカンシミュレータは，航空機の電波航法に用い

られるTACAN機上装置の性能ࢼ験をߦう装置です。
航空機が航ߦ中にಘられるTACAN航法に必要な৘報
（方Ґ，ڑ཭等）をٖࣅ的に発生させ，ࢼ験実施が
可能です。
ˎTACAN：Tactical Air Navigation System
　　　　　　　　　　　　　　（戦術航法装置）

˙ಛ　௕
ᶃTACAN航法で用いられるAMʴガ΢シアンύルス

信߸の生成をデジタル処理（FPGA�DACの構成）
　することにより信པ性を高めた。
ᶄ大型液থディスプレイにタッνύネルを࠾用，
　扱いやすい画面構成。
ᶅGP-IBඪ準装備，自動ࢼ験に対応。

˙主ཁੑೳ

ʲTACANとはʳ
　航空機に，方Ґとڑ཭৘報を同時にఏڙするもの
です。
　方Ґଌ定は，15Hz�135Hzで変調されたύルス波に
よってߦわれ，基準波（15Hz）とのҐ૬ࠩにより，
航空機は方Ґ৘報をಘます。
཭ଌ定は，TACAN機上機が地上TACANに質໰ڑ　
信߸を発射し，地上TACANが応౴することでڑ཭৘
報をಘます。

　電波の放射ύターンとTACAN地上局と航空機のҐ
置関܎を以下に示します。

■製品外観

5"$"/� ӡ༻Πϝʔδ

（౻ᖒ ޾ଇ）

方位

距離

性能項目

範囲

確度 ±0.05°以内

0±39°，1°ステップ
0.0～399.9NM，
0.1NMステップ
±{0.01+(0.01+設定距離
×0.005％)}NM以内
INC(離脱)，DEC(進入)，
0～9999knot，
1knotステップ
G/Aモード0～100％，
1％ステップ
(MRB*1，ARB*2除いた場合)
W426×D473×H250mm
19kg

確度

速度

応答率

回転速度

15Hz 移相

範囲

外形寸法
質　量

0.0～359.9°，
0.1°ステップ

CW，CCW，0～39°/ｓ，
1°/ｓステップ

＊1 MRB：Main Reference Burst
＊2 ARB：Auxiliary Reference Burst
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˙主ཁੑೳ˙֓　ཁ
　100kg 級の小型衛星に搭載可能な合成開ޱ
　レーダ（ SAR ）に使用する給電導波管です。

˙ಛ　௃
　ᶃ同軸ケーϒル，マイクロストリップラインに　
　　比べѹ౗的に低ଛࣦな導波管スロットアレイに
　　よるアンテナ給電方式。
　ᶄ展開ヒンジ部に特घフランジを用いることによ
　　り導波管同࢜の非接触対向給電を実現。
　ᶅアルミディップϒレージングによる軽量，長ई
　　かつ精度の高いฏ面度を有した導波管スロット
　　アレイアンテナ。

（ࠜ本 ३一）

˙੡඼外؍

項目

導波管サイズ

全長

材質

部品接合方法

給電導波管衛星実装図

小型SAR衛星　外観図

給電導波管（2連タイプ）Bottom view

出典：ISASニュース2019.2 No.455（JAXA）

給電導波管（2連タイプ）Top view

性能

WR90（WRJ-10）

約700mm

アルミニウム合金

アルミディップ
ブレージング

˙੡඼外؍

（浅利 ఩）

੡඼紹介

-*/"$༻4όϯυύϧεΫϥΠετϩϯ

◎問い合わせ先 事業管理部／5&-���������������

˙֓　ཁ
　クライストロンは電子管に属する高電力のマイク
ロ波増幅器です。当社では長年に࿱りクライストロ
ン用RFドライバをはじめ様々なマイクロ波コンポー
ネントを製造・ൢചしてきており，これらの実੷を
活かしLINAC（Linear Accelerator，௚線加速器）
用Sバンドύルスクライストロンのൢചを開始して
おります。

˙ಛ　௃
　ᶃ加速器として世界でもっとも多用されている動
　　作周波数2,856MHzのクライストロン
　ᶄೲ入後ただちに使用可能となるϊ΢ϋ΢と製造
　　プロセス
　ᶅΦペレータに配ྀした低放射線࿙Ӯ設計
　ᶆ年間数百୆が生産可能な設計，製造管理

˙使用用途例
　・ҩྍ用࣏ྍ器
　・セキュリティー用透ࢹ装置
　・航空管制レーダ，気象用レーダ
　・研究開発用加速器

˙主ཁੑೳ

　製造ݩ：キヤϊン電子管デバイスג式会社

ཅۃʗӄۃ

ϚイΫϩ波出ྗ୺

電ࢠॐ

イΦンϙンプίωΫタ

項　　目

ಈ࡞प波਺<.)[>

ઑ಄電ྗ<.W>

ฏۉ電ྗ<LW>

ύルス෯<ЖT>

<](>Γฦ͠प波਺܁

導波管サイズ

ώーター電ѹ<7>

Xઢ࿙Ӯྔ<ЖSv�I>

質ྔ<LH>

<mm>͞ߴ

性　　能

2
�5�ʶ5

5.5 TZp.

5.7 TZp.

9.0 .BY.

400 .BY.

WR2�4

7.�

�0 .BY.

55 .BY.

9�0 .BY.

	IoO 1Vmp $oOOeDtoS）

	R' 0VtpVt


ਅۭ૭
	R' WiOEow


R'　૿෯ۭಎڞৼث
	R' AmpMipDBtioO $BvitZ


	AOoEe�$BtIoEe）

（&MeDtSoO HVO）
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˙主ཁੑೳ

੡඼紹介

খܕӴ੕4"3༻ిڅಋ೾؅

◎問い合わせ先 事業管理部／5&-���������������

˙֓　ཁ
　100kg 級の小型衛星に搭載可能な合成開ޱ
　レーダ（ SAR ）に使用する給電導波管です。

˙ಛ　௃
　ᶃ同軸ケーϒル，マイクロストリップラインに　
　　比べѹ౗的に低ଛࣦな導波管スロットアレイに
　　よるアンテナ給電方式。
　ᶄ展開ヒンジ部に特घフランジを用いることによ
　　り導波管同࢜の非接触対向給電を実現。
　ᶅアルミディップϒレージングによる軽量，長ई
　　かつ精度の高いฏ面度を有した導波管スロット
　　アレイアンテナ。

（ࠜ本 ३一）

˙੡඼外؍

項目

導波管サイズ

全長

材質

部品接合方法

給電導波管衛星実装図

小型SAR衛星　外観図

給電導波管（2連タイプ）Bottom view

出典：ISASニュース2019.2 No.455（JAXA）

給電導波管（2連タイプ）Top view

性能

WR90（WRJ-10）

約700mm

アルミニウム合金

アルミディップ
ブレージング

˙੡඼外؍

（浅利 ఩）

˙֓　ཁ
　クライストロンは電子管に属する高電力のマイク
ロ波増幅器です。当社では長年に࿱りクライストロ
ン用RFドライバをはじめ様々なマイクロ波コンポー
ネントを製造・ൢചしてきており，これらの実੷を
活かしLINAC（Linear Accelerator，௚線加速器）
用Sバンドύルスクライストロンのൢചを開始して
おります。

˙ಛ　௃
　ᶃ加速器として世界でもっとも多用されている動
　　作周波数2,856MHzのクライストロン
　ᶄೲ入後ただちに使用可能となるϊ΢ϋ΢と製造
　　プロセス
　ᶅΦペレータに配ྀした低放射線࿙Ӯ設計
　ᶆ年間数百୆が生産可能な設計，製造管理

˙使用用途例
　・ҩྍ用࣏ྍ器
　・セキュリティー用透ࢹ装置
　・航空管制レーダ，気象用レーダ
　・研究開発用加速器

˙主ཁੑೳ

　製造ݩ：キヤϊン電子管デバイスג式会社

ཅۃʗӄۃ

ϚイΫϩ波出ྗ୺

電ࢠॐ

イΦンϙンプίωΫタ

項　　目

ಈ࡞प波਺<.)[>

ઑ಄電ྗ<.W>

ฏۉ電ྗ<LW>

ύルス෯<ЖT>

<](>Γฦ͠प波਺܁

導波管サイズ

ώーター電ѹ<7>

Xઢ࿙Ӯྔ<ЖSv�I>

質ྔ<LH>

<mm>͞ߴ

性　　能

2
�5�ʶ5

5.5 TZp.

5.7 TZp.

9.0 .BY.

400 .BY.

WR2�4

7.�

�0 .BY.

55 .BY.

9�0 .BY.

	IoO 1Vmp $oOOeDtoS）

	R' 0VtpVt


ਅۭ૭
	R' WiOEow


R'　૿෯ۭಎڞৼث
	R' AmpMipDBtioO $BvitZ


	AOoEe�$BtIoEe）

（&MeDtSoO HVO）
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特 許 紹 介

Πϯόʔλ૷ஔ͓ΑͼΠϯόʔλ૷ஔの੍ํޚ๏
ʲಛڐୈ�������߸ʳ

出ئʗ2019年1月　　発明者ʗ石間 ษ，田内 ྑஉ，守上 ߒ市，∁田ଠ࿠，௰ ׮樹，ҏ౻ ੓ߒ，ໜ野 大作

˙֓　ཁ
，振ෛՙが接続されるインバータ装置においてڞ　
インバータ部で幅ڱύルスでڞ振周波数から཭れた
周波数をى఺にスタートしてڞ振周波数にロックさ
せ，その後に設定出力までPWM制御することによ
り，ڞ振周波数が変動するෛՙへの௥ඌ特性をվ
ળ，コンバータ部での出力制御を不要としたことに
より，インバータ装置の力率，効率をվળした。

˙ैདྷ技術の՝୊
　図̍のように，ڞ振ෛՙ200を接続するインバータ
装置100において，出力制御は঎用電ѹ102をコンバー
タ回路104をコンバータ制御部110で௚流電ѹに変׵し
て可変させ，ڞ振周波数௥ඌはインバータ部106を
PLL(Phase Locked Loop)回路112で制御していたが，
ผ々の回路部での制御のため装置の大型化や効率の
ѱ化，電源力率のѱ化，出力制御応౴速度の遅延，
なͲの՝୊があった。

˙発໌のखஈとޮՌ
　図2に本発明のPWMインバータ装置を示す。従来
の՝୊を解決するために，コンバータ部302は制御無
しのダイΦード੔流とし，インバータ部106で出力制
御とڞ振周波数௥ඌ制御の両方を機能させる制御部
12を発Ҋした。幅ڱύルスでڞ振周波数より཭れた
周波数からスタートして高速でڞ振周波数にロック
させ，その後，設定の出力になるようにPWM制御す
る。これにより，従来のインバータ装置と比ֱし
て，高力率，高効率，高速応౴，小型化をୡ成する
ことが可能となった。
　図3は並ྻڞ振ෛՙ22に本発明のPWMインバータ
をద用した例であり，出力電ѹをセンサ26から
フィードバックして出力電ѹ一定制御をߦう。
　図4は௚ྻڞ振ෛՙ62に本発明のPWMインバータ
をద用した例であり，出力電流をセンサ64から
フィードバックして出力電流一定制御をߦう。

図 1 ैདྷのインバータ装置

図 2 ຊ発໌のPWMインバータ装置

図 3 ຊ発໌のฒྻڞৼෛՙPWM実ࢪ例

図 4 ຊ発໌の௚ྻڞৼෛՙPWM実ࢪ例

特 許 紹 介

ϓϦϯτ഑ઢج൘ɹʲಛڐୈ�������߸ʳ
出ئʗ2020年4月　　発明者ʗໜ野 大作

˙֓　ཁ
　高周波回路におけるマイクロストリップ線路の電
気特性にӨڹを与えることなく，実装部品のはんだ
付けで発生する熱応力を؇和させ，はんだクラック
を๷止することができるようにしたプリント配線基
൘をఏڙする。

˙ैདྷ技術の՝୊
　プリント配線基൘のたわみや，はんだ付けにより
実装部品の外ଆに生じる応力が原Ҽで発生するはん
だクラックを๷止するために，従来は図̍（̰）に
示すような部品実装ランドを形成する方法や，図̍
（̱）に示すような近๣にスリットを設ける方法な
Ͳがあるが，マイクロストリップ線路を構成するた
めには，ॴ๬の特性インピーダンスをಘることがで
きず，電気特性に多大なӨڹを与える໰୊఺があっ
た。

˙発໌のखஈとޮՌ
　本発明は，図̎に示すようにマイクロストリップ
線路となるಔഩύターンに部品実装ランドの周ғを
回りࠐΉような空ܺを形成することで，プリント配
線基൘のたわみで発生する部品外ଆへ向けた応力
や，はんだ付けの熱๲ு・熱ऩॖで発生する熱応力
を؇和して，はんだクラックを๷止することができ
る。
また，図３に示すように高周波ྖ域における表ൽ効
果により，空ܺが配置される付近の高周波電流の電
流ີ度がஶしくݮ少するため，低ଛࣦでྑ޷な特性
インピーダンスのマイクロストリップ線路を構成す
ることができる。

(a)

(b)
図１ ैདྷのはΜͩクラック๷ࢭରࡦ例

図２ ຊ発໌のϓリント配線ج൘

図３ 高周波電ྲྀの༷ࢠ

ಔഩύターン 部品実装ランド

νップ部品

νップ部品スリット スリット

空ܺ 空ܺνップ部品

部品実装ランドಔഩύターン
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Πϯόʔλ૷ஔ͓ΑͼΠϯόʔλ૷ஔの੍ํޚ๏
ʲಛڐୈ�������߸ʳ

出ئʗ2019年1月　　発明者ʗ石間 ษ，田内 ྑஉ，守上 ߒ市，∁田ଠ࿠，௰ ׮樹，ҏ౻ ੓ߒ，ໜ野 大作

˙֓　ཁ
，振ෛՙが接続されるインバータ装置においてڞ　
インバータ部で幅ڱύルスでڞ振周波数から཭れた
周波数をى఺にスタートしてڞ振周波数にロックさ
せ，その後に設定出力までPWM制御することによ
り，ڞ振周波数が変動するෛՙへの௥ඌ特性をվ
ળ，コンバータ部での出力制御を不要としたことに
より，インバータ装置の力率，効率をվળした。

˙ैདྷ技術の՝୊
　図̍のように，ڞ振ෛՙ200を接続するインバータ
装置100において，出力制御は঎用電ѹ102をコンバー
タ回路104をコンバータ制御部110で௚流電ѹに変׵し
て可変させ，ڞ振周波数௥ඌはインバータ部106を
PLL(Phase Locked Loop)回路112で制御していたが，
ผ々の回路部での制御のため装置の大型化や効率の
ѱ化，電源力率のѱ化，出力制御応౴速度の遅延，
なͲの՝୊があった。

˙発໌のखஈとޮՌ
　図2に本発明のPWMインバータ装置を示す。従来
の՝୊を解決するために，コンバータ部302は制御無
しのダイΦード੔流とし，インバータ部106で出力制
御とڞ振周波数௥ඌ制御の両方を機能させる制御部
12を発Ҋした。幅ڱύルスでڞ振周波数より཭れた
周波数からスタートして高速でڞ振周波数にロック
させ，その後，設定の出力になるようにPWM制御す
る。これにより，従来のインバータ装置と比ֱし
て，高力率，高効率，高速応౴，小型化をୡ成する
ことが可能となった。
　図3は並ྻڞ振ෛՙ22に本発明のPWMインバータ
をద用した例であり，出力電ѹをセンサ26から
フィードバックして出力電ѹ一定制御をߦう。
　図4は௚ྻڞ振ෛՙ62に本発明のPWMインバータ
をద用した例であり，出力電流をセンサ64から
フィードバックして出力電流一定制御をߦう。

図 1 ैདྷのインバータ装置

図 2 ຊ発໌のPWMインバータ装置

図 3 ຊ発໌のฒྻڞৼෛՙPWM実ࢪ例

図 4 ຊ発໌の௚ྻڞৼෛՙPWM実ࢪ例

特 許 紹 介

ϓϦϯτ഑ઢج൘ɹʲಛڐୈ�������߸ʳ
出ئʗ2020年4月　　発明者ʗໜ野 大作

˙֓　ཁ
　高周波回路におけるマイクロストリップ線路の電
気特性にӨڹを与えることなく，実装部品のはんだ
付けで発生する熱応力を؇和させ，はんだクラック
を๷止することができるようにしたプリント配線基
൘をఏڙする。

˙ैདྷ技術の՝୊
　プリント配線基൘のたわみや，はんだ付けにより
実装部品の外ଆに生じる応力が原Ҽで発生するはん
だクラックを๷止するために，従来は図̍（̰）に
示すような部品実装ランドを形成する方法や，図̍
（̱）に示すような近๣にスリットを設ける方法な
Ͳがあるが，マイクロストリップ線路を構成するた
めには，ॴ๬の特性インピーダンスをಘることがで
きず，電気特性に多大なӨڹを与える໰୊఺があっ
た。

˙発໌のखஈとޮՌ
　本発明は，図̎に示すようにマイクロストリップ
線路となるಔഩύターンに部品実装ランドの周ғを
回りࠐΉような空ܺを形成することで，プリント配
線基൘のたわみで発生する部品外ଆへ向けた応力
や，はんだ付けの熱๲ு・熱ऩॖで発生する熱応力
を؇和して，はんだクラックを๷止することができ
る。
また，図３に示すように高周波ྖ域における表ൽ効
果により，空ܺが配置される付近の高周波電流の電
流ີ度がஶしくݮ少するため，低ଛࣦでྑ޷な特性
インピーダンスのマイクロストリップ線路を構成す
ることができる。

(a)

(b)
図１ ैདྷのはΜͩクラック๷ࢭରࡦ例

図２ ຊ発໌のϓリント配線ج൘

図３ 高周波電ྲྀの༷ࢠ

ಔഩύターン 部品実装ランド

νップ部品

νップ部品スリット スリット

空ܺ 空ܺνップ部品

部品実装ランドಔഩύターン
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˙֓　ཁ
　ෳ数のインバータ回路ϒロックで分割しそれらを
並ྻ構成したインバータで，各ϒロックの素子出力
部から合成端子部までを繋ぐ導体において，各ϒ
ロックの素子出力部から合成部までのڑ཭を等しく
低インダクタンスとなるよう配置し，各ϒロック出
力部間の݁合を少なくするようにインダクタンス成
分を機構的に設けることで，各素子の電流ばらつき
を཈制した。

˙ैདྷ技術の՝୊
　図̍のように，ෳ数のインバータϒロックを並ྻ
に接続したࡍに各インバータ部から出力合成導体ま
でを؆୯に௚線でつなぐ導体とした場合，合成導体
4,5のڑ཭のҧいによる各ϒロックʵ出力合成端子間
のインダクタンスのӨڹから各インバータ素子に流
れる電流にばらつきが生じていた。

˙発໌のखஈとޮՌ
　ෳ数のインバータϒロックを並ྻ接続して出力合
成する構成において，それͧれのインバータϒロッ
クの非反転出力に接続する൘状導体と，それͧれの
反転出力に接続する൘状導体とに長݀またはスリッ
トを空けることにより，ෳ数のインバータϒロック
のそれͧれの出力部から出力合成端子まで通電する
導体の実効長をほぼ等しくし，両導体間のインダク
タンスを等しく近ͮけることで各素子の電流ばらつ
きを཈制した。図2は，4つのϒロックの場合に出力
ಔ൘に長݀を空けた実施例であり，図3は，5つ以上
のϒロックの場合にスリットを設けた実施例であ
る。

図 1 ैདྷインバータϒロック
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ﾌﾞﾛｯｸ
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ﾌﾞﾛｯｸ
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ﾌﾞﾛｯｸ

Ｎｏ４

ｲﾝﾊﾞｰﾀ回路

ﾌﾞﾛｯｸ

出力合成

端子

直流電圧＋
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図 2 ຊ開発の実ࢪ例1

図 3 ຊ開発の実ࢪ例2
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˙֓　ཁ
　並ྻڞ振インバータ装置において，౤入されるෛ
ՙ数が増ݮする場合でも，ෛՙの温度変動を๷止す
る制御方法をఏڙする。

˙ैདྷ技術の՝୊
　図̍に従来の並ྻڞ振インバータ装置の構成を示
す。従来の出力電ѹ̫を一定にする制御では，コイ
ルに౤入されるෛՙ数の増ݮなͲにより，ෛՙの温
度が変動する໰୊఺があった。

˙発໌のखஈとޮՌ
　図2に本発明の並ྻڞ振インバータ装置の構成を示
す。従来の構成にิਖ਼回路（ଠ࿮部ʀ22）を௥加し
ている。ิਖ਼回路で基準周波数と実ࡍの周波数を比
ֱした݁果に基ͮいて，出力電ѹをิਖ਼して౤入電
力を一定に制御している。
　図3のようにෳ数のコイルに౤入されるෛՙ数が増
する場合や，図4のようにビレットがॱにコイルにݮ
౤入される場合なͲ，ෛՙ数が増ݮする場合でも，
ෛՙの温度を一定にอつことが可能になる。

図 1 ैདྷのฒྻڞৼܕインバータ装置

図 2 ຊ発໌のฒྻڞৼܕインバータ装置

図 3 ຊ発໌のઆ໌図1

図 4 ຊ発໌のઆ໌図2
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˙֓　ཁ
　ෳ数のインバータ回路ϒロックで分割しそれらを
並ྻ構成したインバータで，各ϒロックの素子出力
部から合成端子部までを繋ぐ導体において，各ϒ
ロックの素子出力部から合成部までのڑ཭を等しく
低インダクタンスとなるよう配置し，各ϒロック出
力部間の݁合を少なくするようにインダクタンス成
分を機構的に設けることで，各素子の電流ばらつき
を཈制した。

˙ैདྷ技術の՝୊
　図̍のように，ෳ数のインバータϒロックを並ྻ
に接続したࡍに各インバータ部から出力合成導体ま
でを؆୯に௚線でつなぐ導体とした場合，合成導体
4,5のڑ཭のҧいによる各ϒロックʵ出力合成端子間
のインダクタンスのӨڹから各インバータ素子に流
れる電流にばらつきが生じていた。

˙発໌のखஈとޮՌ
　ෳ数のインバータϒロックを並ྻ接続して出力合
成する構成において，それͧれのインバータϒロッ
クの非反転出力に接続する൘状導体と，それͧれの
反転出力に接続する൘状導体とに長݀またはスリッ
トを空けることにより，ෳ数のインバータϒロック
のそれͧれの出力部から出力合成端子まで通電する
導体の実効長をほぼ等しくし，両導体間のインダク
タンスを等しく近ͮけることで各素子の電流ばらつ
きを཈制した。図2は，4つのϒロックの場合に出力
ಔ൘に長݀を空けた実施例であり，図3は，5つ以上
のϒロックの場合にスリットを設けた実施例であ
る。

図 1 ैདྷインバータϒロック
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図 2 ຊ開発の実ࢪ例1

図 3 ຊ開発の実ࢪ例2

˙֓　ཁ
　並ྻڞ振インバータ装置において，౤入されるෛ
ՙ数が増ݮする場合でも，ෛՙの温度変動を๷止す
る制御方法をఏڙする。

˙ैདྷ技術の՝୊
　図̍に従来の並ྻڞ振インバータ装置の構成を示
す。従来の出力電ѹ̫を一定にする制御では，コイ
ルに౤入されるෛՙ数の増ݮなͲにより，ෛՙの温
度が変動する໰୊఺があった。

˙発໌のखஈとޮՌ
　図2に本発明の並ྻڞ振インバータ装置の構成を示
す。従来の構成にิਖ਼回路（ଠ࿮部ʀ22）を௥加し
ている。ิਖ਼回路で基準周波数と実ࡍの周波数を比
ֱした݁果に基ͮいて，出力電ѹをิਖ਼して౤入電
力を一定に制御している。
　図3のようにෳ数のコイルに౤入されるෛՙ数が増
する場合や，図4のようにビレットがॱにコイルにݮ
౤入される場合なͲ，ෛՙ数が増ݮする場合でも，
ෛՙの温度を一定にอつことが可能になる。

図 1 ैདྷのฒྻڞৼܕインバータ装置

図 2 ຊ発໌のฒྻڞৼܕインバータ装置

図 3 ຊ発໌のઆ໌図1

図 4 ຊ発໌のઆ໌図2
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい
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て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい
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て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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１．はじめに

　当社は 1946 年 ( 昭和 21 年 ) に，これまで研究開
発をしていた高周波の技術を，戦後の社会に役立て
ようと集まった 19 人の技術者・研究者が創業しま
した。会社名に「理化工業」とつけたのは，「物理」と

「化学」とを「工業」という面で一体化しようとの創
業メンバ全員の想いを表したものです。
　この創業から今日に至るまで，「高周波技術で社
会に貢献しよう」との創業精神のもと，戦後すぐに
高周波を使った製品として当時画期的な「ペニシリ
ン乾燥装置」や「高周波ミシン」等を，開発・製品化
しました。
　その後，この創業精神を受け継ぎながら，日々の
技術の蓄積と飛躍的な技術進歩を取り入れて，新し
い技術開発に取り組んできました。
現在は国内外の通信機器，放射線機器，人工衛星，
レーダ，高周波加熱装置等，社会の安心，安全，省エ
ネ，利便性等を実現する社会インフラを中心に，
様々な分野で活用いただいています。
　創業からの３四半世紀以上の間，取り組んできた
技術開発にスポットを当てて，その変遷を振り返る
とともに，将来に向けての取り組みの最新状況を紹
介します。

２．高周波技術と当社の歩み

　当社創業の基盤である「高周波技術」について，最
初に少し触れたいと思います。
　高周波は無線通信では一般的に電波と言うもの
の，その定義は必ずしも明確ではありません。電波
法では「高周波利用設備」の定義の中で ,10kHz 以上
を高周波としており，ここではこの定義で以下の説
明をします。
　高周波を使った設備は，社会の安心・安全はもと
より様々な分野で利用され，今日は益々その重要性
は拡大しており，今や社会経済活動の重要な基盤に

なっています。
　表 2-1 に使用する周波数毎に通信・放送，センサ，
加熱等に分類して，主な用途を纏めています。身近
なところでは，携帯電話や放送 ,WiFi，非接触 IC
(Integrated Circuit) カ ー ド，ETC(Electronic Toll 
Collection System)，スマホへのワイヤレス充電，IH
(Induction Heating) クッキングヒータ等の多くの機
器が我々の生活に広く浸透していることは言うま
でもありません。

表2-1　高周波を使った主な用途

３．当社の技術開発の歩み

　図 3-1 に当社の技術開発の歩みを示します。その
時代毎に必要とされていた社会ニーズに合わせて，
高周波技術を軸にさまざまな先端技術を取り入れ
て取り組んできました。

＜1940 年代＞高周波を利用した社会への貢献の
幕開け
～高周波ミシン，高周波ペニシリン乾燥装置，超短波調理機等～
＜1950 年代＞マイクロ波，高周波誘導加熱への
発展・挑戦
～地上マイクロ波回線網分波器，高周波誘導加熱装置～
＜1980 年代＞衛星通信・ライナック用コンポ等
への拡大と海外展開
～ VSAT 用受信機，ライナック用マイクロ波コンポ等～

＜2000 年代＞人工衛星搭載機器，さらなる高周波数
化 ( ミリ波 ) への拡大
～衛星搭載用マイクロ波コンポ，ミリ波通信機器等～
＜2020 年代以降＞先端技術を駆使し，さらなる
技術革新へ
～ PWM 制御方式高周波誘導加熱インバータ，コンステ
レーション衛星対応 Q 帯 LNB，EV ワイヤレス給電用イン
バータ等～

3.1　高周波を活用した社会への貢献
～1940年代～

　冒頭に述べたように，当社は戦時中に「高周波技
術」を研究していた技術者・研究者が，この「高周波
技術」を使って，世の中に役立てたいとの強い想い
から創業しました。戦後まもなくの物資不足や食料
難の時代において，生活に身近なものを高周波で効
率よく，あるいはこれまで実現できなかったものを
実現しようと，さまざまな製品を開発し市場に送り
出しました。
　代表的なものとして，高周波ペニシリン乾燥装
置，超短波調理機，高周波ミシン等の製品が挙げら
れます。
　たとえば，当時ペニシリンを乾燥させて固形化す
ることは大変な労力を要していました。生産性も上
がらない中，開発した国産初の高周波ペニシリン乾
燥装置は，ペニシリン原液の入った瓶を円盤に固定

し，高速回転させながら排気し，超短波で乾燥をさ
せる装置で，生産量は従来の数百倍に向上し，かつ
品質安定にも大きく寄与しました。

図3-2　高周波ペニシリン乾燥装置

　また，高周波ミシンは，塩化ビニール等の合成樹
脂をギザギザに押し付けながら高周波を照射し溶
着するもので，これにより各種機器等の包装袋や雨
具等のさまざまなビニール製品の生産性が大きく
向上しました。

図3-3　高周波ミシン

　その他にも，米麦類を 5 分程度超短波で乾燥させ，
必要に応じて熱湯または水を注入することでご飯
ができる超短波料理機や，再製タイヤの生産におい

て，蒸気と高周波を組み合わせたタイヤの加硫用乾
燥装置等，高周波技術を活用したさまざまな製品を
開発しました。

3.2　マイクロ波技術・高周波誘導加熱への発展・挑戦
～1950年代～

　1950 年代に入ると，日本全国にマイクロ波通信回
線網を施設する計画が具体化する中で，さらに周波
数の高い GHz 帯のマイクロ波技術の開発に取り組
みました。通信回線網でアンテナ・送受信器と並ん
で基幹製品である IR-1 形「分波器」を開発し，以降
30 年以上にわたり当社の主力製品として，IR-41 形，
IR-63 形等々，様々な分波器を開発製品化するとと
もに，今日の当社の主要事業分野であるマイクロ波
の礎を築くことになりました。

図3-4　マイクロ波中継回線用分波器(IR-1形)

　また一方，焼入れ，焼戻し，焼鈍，溶解等さまざま
な金属熱処理の分野で活用される高周波誘導加熱
装置を開発し，サイリスタ方式，トランジスタ方式
等，常に先端の技術を取り入れ，より効率向上を実
現しながら，今日の主力機種の一つとしての礎を築
きました。

図3-5　サイリスタ方式誘導加熱インバータ

　また，超音波を使った各種技術開発にも取り組
み，超音波メッキ装置，超音波水中無線電話，超音波
車両感知器，超音波洗浄装置等の製品化にも繋げま
した。

3.3　衛星通信・ライナック用コンポ等への
　　 拡大と海外展開

～1980年代～
　1980 年代に入ると，これまで培ってきたマイクロ
波技術を駆使して，小型衛星通信地球局 (VSAT) 用
の LNB(Low Noise Block down converter) をシリー

　また，より周波数の高い準ミリ波，さらにはミリ
波の通信容量の拡大の社会要求に対応して，38GHz
ディジタル無線装置，50GHz ディジタル無線装置，
ミリ波送受信モジュール等の各種ミリ波装置を開
発しました [2]。

(38GHz)　　　　　　　(50GHz)
図3-9　ミリ波ディジタル無線装置

(Coffee Break)　衛星通信システム
　ここで少し脇道に逸れますが，衛星通信用 LNB
という当社の主力製品であり，高周波を活用した主
要な分野の一つである衛星通信システムについて，
SF 作家の発想から始まったその歴史等について，
少し触れたいと思います。

(1)衛星通信の歴史
　衛星通信は，「2001 年宇宙の旅」で有名な SF 作家
Arther.C.Clarke が，当社創業の前年にあたる 1945
年に雑誌「Wireless World」に赤道上空 36,000km の
円軌道が静止軌道であり，「地球外の中継器」を３つ
配置することにより全世界で通信が可能になると
の発表をしたのが最初です。これは，まさにその後
1960 年代以降の衛星通信の主流となる「静止衛星に
よる衛星通信」の概念でした。
　その後，ロケットの高性能化を含めた宇宙関連機
器の技術革新により，1960 年以降，周回衛星による
受動型衛星 ( 中継器を搭載しない球体反射型衛星 )，
能動型衛星（中継器を搭載）の打上げを経て，1963 年
に現在の静止衛星による衛星通信の先駆けである
初の静止軌道の能動型衛星へと，衛星通信が実用化
への階段を確実に上っていくことになります。詳細
は，表 CB-1 を参照ください。

表CB-1　衛星通信実用化誕生の歴史

(2)衛星通信で使われる周波数帯
　表 CB-2 に衛星通信で使われる周波数帯とその主
な用途を示します。固定衛星通信では，C 帯，X 帯，
ku 帯，ka 帯へ，船舶・航空機等の移動体衛星通信で
は，L 帯，S 帯，X 帯，ku 帯，ka 帯と高速・大容量化に
合わせて，高周波数帯へと拡大しており，当社も
LNB のラインナップを揃えて今日にいたっていま
す。

表CB-2　衛星通信の使用周波数とその用途

　また，2020 年代に入り，コンステレーション衛星
を活用した衛星通信が拡大しており，現在は ku 帯
/ka 帯が中心でありますが，さらなる高速化を目指
して，2020 年代後半から Q 帯へのさらなる高周波
数化が加速すると予想されます。

４． 先端技術を駆使し，さらなる技術革新で
社会への貢献を

　さて，これまで 77 年の当社の歩みをざっと紹介
しました。いくつかの製品例を示したように，「高周
波技術」はさまざまな社会の安心，安全の実現に
とって，益々重要性を増しています。
　当社も，今後とも社会のさまざまなニーズに応え
るため，先端技術を駆使し，新たな技術革新を続け
ており，最近の製品をいくつか紹介します。

　まず最初に，衛星通信用 LNB の分野です。Coffee 
Break で述べたように，衛星通信は当社の創立とほ
ぼ同じ年に原理発表がされてから 77 年で大きく変
化しています。昨今では，第 5 世代移動通信システ
ム（5G）等高速大容量で超低遅延な通信システムの
構築が進んでいる中，多くのコンステレーション衛
星が打ち上げられており，ku 帯や ka 帯が活用され
ていますが，電波資源ひっ迫の対策として，将来 Q
帯の活用が期待されています。当社はこれまで培っ
てきたミリ波技術をさらに発展させ，そのような要
求に対応した超広帯域低雑音の Q 帯 LNB を開発・
製品化しました [3]。今後の高速大容量通信に貢献す
ると期待されます。

図4-1　超広帯域低雑音Q帯LNB

　一方，高周波誘導加熱の分野では，益々製造現場
での生産性向上や，カーボンニュートラル実現に向
けた省エネが求められており，2018 年にこれまで蓄
積した高周波インバータ技術をもとに，当社独自の
高速 PWM(Pulse Width Modulation) 制御技術を開
発し , 従来に比べて大幅な省エネ化を実現した
SBT-PW シリーズ /SCT-SW シリーズを開発・製品
化しました [4][5]。なお，その成果は「令和 4 年度優秀省
エネ脱炭素機器表彰 資源エネルギー長官賞」受賞 [6]

となり，その省エネ性能を高く評価されました。
益々カーボンニュートラルの社会要求が増してい
く中，省エネ・効率化に貢献するものと期待してい
ます。

ズ化し，C 帯 (4GHz 帯 )，X 帯 (8GHz 帯 )，ku 帯
(12GHz 帯 )，ka 帯 (20GHz 帯 ) のラインナップを揃
えました。北米を中心に海外展開を図り，いまなお
現在の主力製品の一つとなっています [1]。

（X帯LNB）　　　　　　(ka帯LNB)
図3-6　VSAT用各種LNB

また，分波器製品化以降，継続して培ってきた立体
回路 ( 導波管等 ) の技術をさらに発展させ，より高電
力が求められる製品への展開を図りました。その代
表例がライナック用製品で，ピーク電力が MW 級の
高電力に耐えられるロータリジョイントやサー
キュレータ等を開発して海外展開し，現在では世界
中の多くの X 線放射線装置に使われています [1]。

（ロータリジョイント）　（３ポートサーキュレータ）

図3-7　ライナック用高電力立体回路

　この他にも，気象レーダ，空港レーダ等の各種
レーダ装置や，研究用の大型加速器にも利用されて
おり，高電力が要求される多くの製品を実現し，今
日に至っています。

3.4　人工衛星搭載機器，さらなる高周波数化(ミ
　　 リ波)への拡大

～1990年代～
　1990 年代に入ると，衛星通信のさらなる拡大の市
場環境の中，人工衛星搭載用の超薄肉軽量導波管，
各種フィルタ等多数の立体回路製品を製品化し，国
内の人工衛星の多くで活用されてます。

(薄肉導波管)　　　　　　　（分配器）

図3-8　衛星搭載用マイクロ波コンポ

図4-2　PWM制御方式誘導加熱インバータ

　また，これらの高周波誘導加熱技術を応用して，
今後益々拡大していくと予想される EV(Electric 
Vehicle) へのワイヤレス給電用インバータを開発 [7]

して実証実験を進めており，来るべく自動車の電動
化に大きく寄与すると期待しています。

図4-3　EVワイヤレス給電用インバータ

図4-4　EVワイヤレス給電用インバータの実用例

　その他にも高電力導波管コンポーネントで耐電
力向上のため一般的に使われている SF6 ガスのフ
リー化による地球温暖化対策 [8] 等の技術開発につ
いても取り組んでいます。

５．おわりに

　創業から 77 年間の当社の技術開発の歩みの一部
を紹介いたしました。なお，ここで取り上げた製品
はその一部であり，その他の様々な製品について
は，「島田理化技報 (No.27：2021 年 )」の P56-P57 も
参照ください [9]。
　私自身，1970 年代後半から 1980 年代の学生時代
に電波・電磁波・高周波（＝WAVE）の持つ無限の
可能性に強く興味を持って 40 年以上「WAVE」に携
わってきましたが，駆け出し技術者の頃，先輩から

「電波が見えるようになれ」と指導されました。当社
は 77 年間高周波という言わば目に見えないものを
取扱う中で，この物理的本質や特性を「見える」よう
にし，これを駆使して先進的な技術開発を進めなが
ら，製品という「見える」形にして，さまざまな社会
に役立つ製品を開発し展開してきました。
　現在，SDGs(Sustainable Development Goals) 実現
のため，住みやすい社会，気候変動対策，強靭なイン
フラ構築，クリーンなエネルギー等々を目指して，
省エネ，生産の効率化，5G/6G 等の通信の高速化等
の要求は益々増しており，その中で「高周波技術」が
果たす役割はより拡大していると考えています。
　当社は，「高周波技術で社会に貢献する」との創業
の精神を今後も受け継ぎながら，今後の新しい時代
の社会の要求に合致した製品を常に生みだしてい
くよう，日々技術開発，製品開発に挑戦を続けて参
ります。
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